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1. 安全・安心な社会の実現

1.1　�阪神淡路大震災（兵庫県南部地震）の教訓を活かした�
技術開発

1.1.1　道路橋の耐震設計

（1）兵庫県南部地震による地震動と道路橋の被害
　平成 7 年（1995 年）1 月 17 日 5 時 46 分、淡路島北部を震源としたマグニチュード 7.2 の兵庫県南
部地震が発生した。この地震では、気象庁震度階級に震度 7 が導入されてから初めて震度 7 を記録す
るとともに、兵庫県南部を中心として、様々な構造物に大きな被害が発生し、大正 12 年の関東大震
災以来の最大の被害をもたらした。道路橋においても、高架橋の倒壊や橋桁の落下が発生する等、甚
大な被害が発生した。
　また、兵庫県南部地震では多数の強震記録が観測されたが、その観測記録によると、兵庫県南部地
震による例えば神戸市周辺での地震動は、その当時までにおいて我が国ではほとんど観測されたこと
がない極めて大きくかつ短時間に橋のような構造物に強い影響を及ぼすような地震動であった。震度 7
の地域に位置する JR 鷹取駅では、短周期領域だけでなく周期 1 ～ 2 秒の比較的周期が長い領域まで大
きな強度を有する地震動であり、このような地震動の特性も影響し、構造物に甚大な被害が生じた。
　道路橋では、昭和 55 年よりも古い基準で設計された橋を中心として、橋脚の倒壊、上部構造の落
橋を含む甚大な被害が生じた。特に、鉄筋コンクリート橋脚の軸方向鉄筋段落し部での損傷が多かっ
たが、それ以外にも、鋼製橋脚の倒壊、支承部の破壊、桁間連結装置の損傷等が生じた。

（2）兵庫県南部地震により被災した道路橋の復旧に係る仕様の策定
　兵庫県南部地震による道路橋の甚大な被害を踏まえ、地震発生から 41 日後の 2 月 27 日には、「兵
庫県南部地震により被災した道路橋の復旧に係る仕様（以下、復旧仕様）」が当時の建設省から関係
機関に通知された。この復旧仕様では、橋を構成する部材の強度を向上させるとともに、じん性を高
めて橋全体系として地震に耐える構造を目指すべく、地震時保有水平耐力法による照査、さらには、
兵庫県南部地震で観測された強震記録を用いて動的解析により照査することが規定された。また、免
震支承を用いた橋に対する免震設計も初めて基準として導入された。
　復旧仕様の策定にあたって、それまでの土木研究所における研究開発が大きく役立った点がある。
ここではその内の 4 つを例示する。
　1 つ目としては地震時保有水平耐力法による設計体系の研究である。地震時保有水平耐力法は、実
際に生じ得る現実的な地震動に対して構造部材の耐力とねばりを考慮して耐震設計する体系であり、
土木研究所における多数の動的載荷実験や振動台実験を基に開発され、平成 2 年道路橋示方書におい
て鉄筋コンクリート橋脚を対象として導入されていた設計技術である。さらに、その後、帯鉄筋によ
る横拘束効果を考慮した塑性変形能評価に関する研究までが進められていた。2 つ目は、兵庫県南部
地震の前から免震支承やその免震支承を適用した橋に対する設計の技術開発を土木研究所が中心と
なって進めており、その成果が免震設計マニュアルとしてとりまとめられ、試用実績もあったという
点である。3 つ目は、軸方向鉄筋の段落し部での損傷とその補強対策に関する研究が進められていた
点である。軸方向鉄筋の段落し部での被害は、宮城県沖地震や浦河沖地震等でも発生している被害形
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態であり、段落し鉄筋の定着長不足が要因であったことがわかっていた。このような震災経験を踏ま
え、昭和 55 年の道路橋示方書の改定で段落しする際の定着長の規定が見直しされたところであるが、
段落し部で大きな被害が発生する可能性のある RC 橋脚の判定手法や鋼板巻立て工法等による耐震補
強技術が土木研究所で開発されていた。そして 4 つ目は、基礎の限界状態設計法の研究が進められて
おり、これを地震時保有水平耐力法の設計体系の中に有効に組み込むことができた点である。構造部
材だけでなく地盤の特性をも強く受ける基礎の大地震時の挙動は単純な線形挙動とはならない。また、
軟弱地盤の多い日本では様々な基礎形式があり、その特性に応じた設計手法が研究されていた点も、
橋全体系としての地震時保有水平耐力法の導入を円滑にした要因の一つであったと言える。
　このように、土木研究所における様々な研究成果の蓄積が、地震発生から非常に短期間の間に復旧
仕様を策定できたことに大きく貢献したと考えられる。

（3）平成 8年の道路橋示方書の改定と土木研究所における調査研究
　復旧仕様の策定後、当時の建設省が設置した「兵庫県南部地震道路橋震災対策委員会」からの提
言や土木研究所における橋の耐震設計に関するそれまでの様々な調査研究の成果等を踏まえ、平成 8
年 11 月に道路橋示方書が改定された。この改定では、兵庫県南部地震のようなマグニチュード 7 級
の内陸直下型地震による地震動を耐震設計で考慮する地震動として追加したこと、橋全体系としての
耐震性を高めるため、鉄筋コンクリート橋脚だけでなく、鋼製橋脚や基礎など地震の影響が大きい部
材に対しても地震時保有水平耐力法による設計の考え方を導入したことが大きなポイントである。こ
の改定により、それ以前は現在のレベル 1 地震動に対する設計で断面条件が決定することが一般的で
あったのに対して、現実的に生じ得る地震動に対して、損傷を許容する部材を選定し、その部材の耐
力やねばりを考慮しながら断面が決定されていくという方向となった。これは、我が国の橋梁の耐震
設計技術を大きく向上させる重要な改定となった。
　兵庫県南部地震では、橋梁の被害が非常に甚大であったことを踏まえ、土木研究所では、兵庫県南
部地震以降、橋梁技術に関する研究室が協働して耐震設計に関する調査研究を緊急に進め、道路橋示
方書の改定としてとりまとめた。以下に、平成 8 年の道路橋示方書改定に関連した当時の調査研究の
例を簡潔にまとめる。

1）地震時保有水平耐力法による橋全体系の耐震設計体系の構築
　兵庫県南部地震で発生したような大きな強度をもつ地震動に対して、粘り強さを高めて橋全体系と
して地震に耐える構造が設計されていく方向を目指すべく、土木研究所では、橋を構成する部材、特
に、地震の影響を強く受ける橋脚と基礎を対象として地震時保有水平耐力や塑性変形能に関する研究
が集中的に行われた。
　前述したように、鉄筋コンクリート橋脚に対しては、平成 2 年までの研究成果によりその知見が同
年道路橋示方書の改定に反映されたところであるが、多くの実験結果を基に、橋に求められる耐震性
能に照らし、鉄筋コンクリート橋脚に許容できる損傷状態とその状態点を工学的指標に基づいて評価
する手法について研究開発を行った。
　また、兵庫県南部地震による地震動は、プレート境界型地震による地震動と比較してその継続時間
が短く、橋脚に生じる地震応答の繰り返し回数が大きく異なる。そこで、鉄筋コンクリート橋脚に作
用する地震応答の繰り返し回数が塑性変形能に及ぼす影響について実験的な研究を実施した。そして、
この研究成果を基に、地震動の継続時間特性に応じた鉄筋コンクリート橋脚の塑性変形能評価手法を
開発した。また、鉄筋コンクリート橋脚の塑性変形能には断面寸法の影響も懸念されたことから、そ
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れまで実施されてきた断面寸法が 0.6m の縮尺模型と、写真－
1.1.1 に示す断面寸法が 2.4m の実大橋脚それぞれに対して同様
に正負交番繰返し載荷実験を行い、その塑性変形能について比
較検討を行った。その結果、断面寸法の縮尺率に応じて、軸方
向鉄筋や帯鉄筋の配筋ディーテールを適切に設定すれば、ほぼ
同様の結果が得られることを確認した。これは、換言すれば、
断面寸法が塑性変形能に及ぼす影響を小さくするためには、縮
小模型実験を実施する際、その模型における軸方向鉄筋の径や
帯鉄筋の径、設置間隔等、塑性ヒンジ長に影響を及ぼす配筋諸
元を、縮尺率に応じて適切に設定することが重要であることを
意味している。
　また、コンクリートの負担するせん断耐力についても、土木
研究所において有効高さ 2.0m の大型梁試験体による実験を含
め様々な研究を行い、寸法効果や地震動の繰り返し特性の影響
を考慮した独自のせん断耐力の評価手法を開発した。
　部材の地震時保有水平耐力や限界状態の評価に関
する研究は、鉄筋コンクリート橋脚だけでなく鋼製
橋脚や基礎構造に対しても行われた。写真－1.1.2 は
杭基礎を対象とした正負交番載荷実験であり、実験
により得られた水平力－水平変形の特性と損傷状況
の関係を踏まえながら、耐震設計で考慮できる基礎
の限界状態の評価手法が開発された。

2）動的解析技術の耐震設計への導入
　地震時保有水平耐力法は、橋の地震時の挙動を静
的な荷重に置き換えて設計を行うものであり、基本
的には地震時の挙動が複雑ではない構造形式の橋に
適用される。その一方で、特殊な形式の橋等では、
地震時の挙動を評価する上で様々な振動モードの影
響を考慮する必要がある場合もあり、地震時保有水
平耐力法では地震時の挙動を適切に評価できないこ
とがある。このような場合には、地震時保有水平耐
力法により設計した結果を動的解析により照査する
のがよいとされた。
　しかしながら、動的解析は高度な解析であるため、
特に部材の非線形特性を考慮した動的解析になる
と、適用する解析モデルの設定によっては、解析結
果に有意な違いが生じることにもなる。したがって、
動的解析の結果を適切に耐震設計に反映できるようにするためには、橋の構造特性に応じた適切な解
析モデルを設定するための技術が必要となる。土木研究所では、主として地震時にエネルギー吸収を
図る部材となる橋脚に対する振動台実験（写真－1.1.3）、さらには免震支承や制震装置等に対する振

写真－1.1.1　 実大 RC 橋脚に対す
る正負交番載荷実験

写真－1.1.2　 杭基礎に対する正負
交番載荷実験

写真－1.1.3　 RC 橋脚に対する振動台実験
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動台実験の結果を基に、動的解析を耐震設計に用いる場合の非線形履歴特性について研究を行い、動
的解析の耐震設計への円滑な導入に貢献してきている。

3）流動化する地盤における基礎の耐震設計法
　兵庫県南部地震では、広範な地域で液状化が発生するとともに、特に臨海部においては護岸等の水
際線構造物の移動に伴い、地盤の流動化が発生し、道路橋の橋脚基礎に大きな残留変位が生じる事例
が生じた。このような基礎に対する解析結果によれば、地表面付近の液状化しない土層がその下部に
位置する液状化する土層とともに移動し、橋のフーチングに大きな力を及ぼしたものと考えられた。
土木研究所では、このような流動化の発生状況やその影響を受けた橋脚基礎の分析結果を基に、橋に
影響を与える流動化が生じる地盤条件の選定手法を示すとともに、流動化の影響を具体的に橋脚基礎
の設計に考慮するため流動力の算定方法を開発した。

4）免震設計の本格的な導入
　我が国の橋梁分野における免震技術は、橋の長周期化と高減衰化の双方によって橋に生じる地震応
答を低減させる考え方である。このような橋梁に対する免震技術の開発は、土木研究所が実施した官
民共同研究等により進められ、平成 4 年 3 月に「道路橋の免震設計法マニュアル（案）」としてとり
まとめられた。また、平成 3 年 3 月には、静岡県の宮川橋が我が国初の免震橋として建設されたのを
皮切りに、その後、免震橋として設計された橋が建設されるようになってきた。
　そうした中、平成 7 年の兵庫県南部地震による道路橋の甚大な被害を受け、兵庫県南部地震で観測
された地震動に対して耐える構造を目指すことを踏まえ、平成 8 年道路橋示方書では、免震支承を用
いた橋の設計法が免震設計法として具体的に規定されることとなった。これにより、免震橋の採用が
飛躍的に増えたが、土木研究所が主導し、官民共同で開発した技術が広く普及した代表的な例と言え
る。

1.1.2　道路橋の耐震補強

（1）道路橋の耐震補強に関する調査研究
　道路橋では、兵庫県南部地震よりも前から、それまでの地震における落橋等の震災経験を踏まえ、
古い基準で設計された橋に対して、けたかかり長、落橋防止構造、鉄筋コンクリート橋脚における軸
方向鉄筋の段落し部の補強等の耐震対策が、重要度の高い道路橋を中心に、優先度を考慮しながら進
められていた。そうした中、平成 7 年 1 月に兵庫県南部地震が発生し、同年 2 月に復旧仕様、さらに
翌年 11 月に道路橋示方書が改定されたことは前述
したとおりであるが、このような基準の改定ととも
に、既設橋に対する耐震補強技術に関する研究も土
木研究所で精力的に行われた。
　兵庫県南部地震では、特に橋脚の倒壊による落橋
が多く生じたことを踏まえ、古い基準で設計された
鉄筋コンクリート橋脚ならびに鋼製橋脚を対象に、
その耐力とねばり強さをバランスよく向上させるこ
とができる補強工法に関する研究が求められた。そ
こで、土木研究所では、鋼板巻立て工法、鉄筋コン
クリート巻立て工法、繊維シート巻立て工法等を対

写真－1.1.4　 鋼板巻立て補強された RC
橋脚の正負交番載荷実験
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象として正負交番載荷実験（写真－1.1.4）を行い、その補強
効果について検証するとともに、耐震補強設計に関する研究
開発を行った。また、耐震補強効果は、正負交番載荷実験だ
けでなく振動台実験（写真－1.1.5）によっても検証された。
　なお、これらの研究成果は、既設道路橋の耐震補強に関す
る資料等に反映され、その後の道路橋の耐震補強事業の推進
に大きく貢献した。

（2）近年の地震で実証された耐震補強効果
　兵庫県南部地震以降、重要な路線から優先的に、レベル 2
地震動を考慮して耐震補強された橋が順次増えてきていると
ころであるが、そうした中も、平成 16 年新潟県中越地震や
平成 23 年東北地方太平洋沖地震等の規模の大きい地震が発
生している。このような近年の大規模地震において、耐震補
強対策が既に実施されていた橋では、その対策が有効に機能
したことを示す事例が明らかとなっている。
　写真－1.1.6 は、平成 16 年新潟県中越地震において、未補橋であった下り線の鉄筋コンクリート
橋脚では軸方向鉄筋の段落し部でかぶりコンクリートが剥落し、軸方向鉄筋のはらみ出しや帯鉄筋
の重ね継手のはずれが生じる大きな損傷が生じたのに対し、上り線側の鉄筋コンクリート橋脚では
地震の前に鋼板巻立て補強がなされており、被害は確認されなかったという事例を示したものであ
る。この橋では、上下線の構造は同じであり、また非常に近接して立地していることから、鉄筋コ
ンクリート橋脚には同等の地震力が作用したと考えられるが、両橋脚の耐震性能の差は明確であっ
たと言える。
　また、写真－1.1.7 は、平成 15 年の宮城県北部を震源とする地震において、支承部に被災が生じた
橋の例を示したものである。本橋では、耐震補強対策として、けたかかり長の確保と落橋防止構造の
取り付けがなされていた。地震応答により桁に橋軸方向の変位が生じ、既設の支承部は破壊したもの

写真－1.1.5　 振動台実験による耐震
補強効果の検証

写真－1.1.6　 耐震補強済みの RC 橋脚と未補橋の RC 橋脚における耐震性能の差
（平成 16 年新潟県中越地震）

1 期線（上り線）

鋼板巻立て補強 地震後に炭素繊維巻立てに
よる応急復旧をした状態

地震後の損傷状態
（段落し部で損傷）

2期線（下り線）
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の、橋台と桁を結ぶ形式の落橋防止構造が作動
し、これにより、支承部が破壊しても桁に過大
な変位が生じることなく、落橋防止の機能を果
たしていることがわかる。
　平成 23 年東北地方太平洋沖地震でも、主要
幹線道路では橋脚の耐震補強等の対策が実施さ
れており、地震後短期間で橋としての機能回復
が図られている。これは、国土交通省東北地方
整備局が進めた道路啓開の「くしの歯作戦」が
円滑に遂行できたことにも大きく貢献した。こ
のように、土木研究所が研究開発した道路橋の耐震補強技術は、震災直後における円滑な救急・救援
活動や緊急物資の輸送、復旧活動の支援等において重要な役割を果たしたと言える。

1.1.3　液状化の判定法

　砂質土地盤の液状化判定法については、昭和 55 年
の道路橋示方書において、その定量的な取扱いの方法
が示されたが、平成 7 年兵庫県南部地震では湾岸埋立
地をはじめとする広範な地域で液状化が発生し、液状
化に伴う流動化による道路橋の被害や河川堤防の液状
化被害等が発生した。
　これを契機として、液状化判定法に関しては、強震
動の下では礫を多く含む砂であっても液状化が生じる
こと、また、比較的密な砂質土でも液状化しうること、
したがってこれらの土の液状化の可能性を適切に評価
する手法の開発が課題となった。
　従来、液状化判定の対象とする土は、昭和 39 年新
潟地震の事例に基づき、50% 粒径 D50 が 0.2 ～ 2.0mm
の沖積砂質土とされていたが、土木研究所では兵庫県
南部地震等による液状化事例の分析に基づいてその
範囲を見直した。結果として、礫質土については D50

が 10mm 以下かつ 10% 粒径 D10 が 1mm 以下の範囲、細粒分を含む砂については細粒分含有率 FC が
35% 以下、または、FC が 35% を超えても塑性指数が 15 以下の範囲が液状化判定の対象となった。
　設計地震動のレベルが従来に比べて大幅に引き上げられることとなったため、これに対応して、土
木研究所では比較的締まった砂質土および礫質土の液状化強度を把握すべく、凍結法により採取した
原位置不撹乱試料の繰返し非排水三軸試験を行った。その結果、補正 N 値 Na が 14 を超える密な砂
質土に関する液状化強度比の評価式が見直された（図－1.1.1）。これにあわせて、礫質土や細粒分を
含む砂質土に関する液状化強度比の評価法についても見直しを行った。
　液状化の程度に対しては、地震動の強さだけでなく、地震動の不規則性も大きな影響を及ぼす。そ
こで、累積損傷度法に基づき、地震動の不規則性による液状化強度比の補正について検討した。図－
1.1.2 より、内陸直下型地震による地震動に対しては、液状化強度比の増加を見込むことのできる補
正係数を提案した。

写真－1.1.7　 支承部の破壊と作動し
た落橋防止構造

図－1.1.1　 砂質土の液状化強度比 RL

と換算 N 値 N1 の関係
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　これらの成果を踏まえて液状化の判定法を大幅に
見直し、平成 8 年に改定された道路橋示方書に反映
させた。

1.1.4　土構造物の耐震対策

（1）土構造物の地震時変形解析
　河川堤防を例に、土構造物の地震時変形解析に基
づく耐震性評価技術に関する経緯を紹介する。平成
7 年兵庫県南部地震を契機として、河川堤防の耐震
点検が全国で緊急的に進められることとなったが、
当時の耐震点検においては、慣性力や過剰間隙水圧
の上昇を考慮した円弧すべり計算から得られるすべ
り安全率を用いて沈下量を間接的に評価し、地震後
の天端高と河川水位と比較することで耐震性の評価
が行われた。この手法は、平成 9 年に改訂された建
設省河川砂防技術基準（案）に導入されている。
　道路橋、鉄道構造物、港湾施設など、他の土木構
造物については、構造物の供用期間中に発生する確
率が低い、あるいは将来にわたって生じうる最大級
の地震動（いわゆるレベル 2 地震動）に対して、あ
る程度の損傷の発生を許容しつつも、構造物が保持
すべき一定の性能を確保するという方針へと徐々に
転換されることとなったが、河川構造物についても

「河川構造物の耐震性能照査指針（案）・同解説」が
平成 19 年 3 月に策定されることとなった。
　同指針では、地震後においても堤防が「河川の流
水の河川外への越流を防止する機能」を保持すると
いう基本方針が明示され、地震後の堤防天端高の評
価にあたっては、地震時地盤変形解析が用いられる。
一般的に用いられる静的照査法の一つとして、自重
変形解析手法による解析結果の例を図－1.1.3 に示
す。同解析手法では、液状化によって低下した剛性
の評価が重要となるが、河川堤防に関する既往の地
震被害事例の逆解析に基づき、図－1.1.4 に示すせ
ん断剛性の低減チャートを作成した。上記指針の策
定後は、多くの河川堤防の耐震性能照査がこの手法
により行われている。

（2）液状化対策
　建設省では平成 4 年度より総合技術開発プロジェ
クト「大都市地域における地震防災技術の開発」が

図－1.1.2　 地震動特性による補正係数 cW

図－1.1.3　 河川堤防の地震時地盤変
形解析の例

図－1.1.4　 液状化層のせん断剛性の低減
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開始され、その中の研究課題の一つとして液状化対策技術の開発が位置付けられた。同研究課題に取
り組むにあたり、土木研究所と民間企業 17 社との間で官民共同研究（課題名：「液状化対策工法に関
する共同研究」、平成 4 ～ 8 年度）を締結し、研究が推進された。
　共同研究の開始後約 3 年が経過した平成 7 年 1 月に兵庫県南部地震が発生し、淀川をはじめとする
堤防の甚大な地震被害を契機として、河川堤防の耐震対策が全国で緊急実施されることとなった。共
同研究による当時の知見に基づいて「河川堤防の液状化対策工法設計施工マニュアル（案）」を急きょ
とりまとめ、これが当時の堤防の耐震対策に活用されることとなった。代表的な工法としては、図－
1.1.5 に示すとおり、嵩上げ・腹付け・緩勾配化などの盛土工法、地盤内に安定剤を混合させること
で固化させる固結工法、充填材の挿入・拡径や振動締固めにより原地盤の密度を増大させる締固め工
法、地中に挿入したドレーン材により地震時の過剰間隙水圧の消散を図るドレーン工法、液状化後の
地盤の変形を構造的に抑止する鋼材を用いた工法が挙げられている。その後、盛土構造物の他に線状・
面状地中構造物や広域的液状化対策工法としての地下水位低下工法についてもとりまとめた「液状化
対策工法設計・施工マニュアル（案）」が平成 11 年 3 月に作成された。

 

図－1.1.5　 河川堤防に対する代表的な液状化対策工法

（a）盛土工法

腹付け，緩勾配化，
嵩上げなど

（b）固結工法

 

安定材の混合
（ラップ施工）

（c）締固め工法

充填材の挿入・拡径，
振動締固めなど

（d）ドレーン工法

ドレーン材の挿入

（e）鋼材を用いた工法

鋼矢板，鋼管
矢板など
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1.2　土砂・斜面災害の教訓を生かした技術開発

　平成に入ってから（1990 年代以降）の土砂災害等に対する社会的要請の主眼は「災害事例を踏ま
えた、より的確な防災対策の推進」、および「大規模な災害現象への対応」といったものと考えられる。
それ以前の時期までに、水系砂防、土石流対策、地すべり対策、急傾斜地崩壊対策、雪崩対策、道路
法面対策といった現象毎の防災事業が出揃い、ハード対策（構造物整備による安全度の向上）が粛々
と進められるようになっており、各事業の対象（規模）現象に対しては一定の成果が上がって来たと
言える。しかし、土砂災害・斜面災害は決して減少しているわけではなく、対応すべき危険箇所等も
膨大な数を残している。
　また一方では、平成 3 年長崎県・雲仙普賢岳噴火、平成 12 年北海道・有珠山噴火、平成 12 年東京
都・三宅島雄山噴火、平成 23 年宮崎県・霧島山新燃岳噴火などの火山噴火に伴う土砂災害、平成 7
年兵庫県南部地震、平成 16 年新潟中越地震、平成 20 年岩手・宮城内陸地震、平成 23 年東北地方太
平洋沖地震などの大規模地震や、平成 17 年宮崎県・台風 14 号、平成 23 年紀伊山地・台風 12 号など
の豪雨による広域の山腹斜面崩壊、および深層崩壊とその結果形成される天然ダム（大規模河道閉塞）、
あるいは平成 8 年北海道・豊浜トンネル岩盤崩落といった、これまで十分には対応しきれていなかっ
た大規模な災害に対しても、被害を極小化させるための事前の準備（想定）、および迅速なオペレーショ
ンが求められるようになっている。
　このような社会的要請に応えるために、土木研究所で研究・開発等を行った主要な成果を以下に紹
介する。

1.2.1 火山噴火後の土砂災害対策技術

（1）自動降灰・降雨量計
　降灰厚は通常現地でサンプルを採取するか、定点に設置されたドラム缶などを定期的に回収するこ
とで計測している。しかし、火山噴火後に降灰厚をリアルタイムに把握することは防災上重要である
一方で実施するのが困難であった。そこで、調査員が現地に立ち入ることなく、安全に精度良く、日
単位（従来は月単位）で連続して火山灰の堆積量と降雨量を同時に計測できる自動降灰・降雨量計を
開発した。降灰後は少量の雨量で土石流が発生する事例が多いため、降灰厚の観測と同時に雨量も観
測可能である。平成 24 年 4 月時点で、桜島、霧島等に設置され、噴火後の降灰量調査における省力化、
迅速化及びコストの低減に貢献している。

（2）�緊急調査の手引の発行および噴火による降灰等の堆積後の降水を発生原因とする土石流に関す
る緊急調査用プログラム QUick Analysis system of Debris flow induced by Volcanic ash 
fall （QUAD-V）の開発

　火山噴火に伴う災害は複数の都道府県にまたがる範囲に及ぶ事が多い。そのため、噴火後に広範囲
に土石流を発生させ得る厚さの火山灰が堆積した場合、高度な技術力を有する国が人命の保護を目的
とした緊急調査を行うことが、平成 23 年 5 月に改正された土砂災害防止法で定められた。同法律に
基づく緊急調査、特に初動期における調査手法・解析手法を緊急調査の手引きとして取りまとめ、そ
れに準拠した土石流氾濫範囲推定プログラム QUAD-V を開発した。
　法律の施行に先立つ平成 23 年 1 月の霧島山（新燃岳）における噴火では、国土交通省は法律に基
づく緊急調査に準拠した調査を実施した。土木研究所らがまとめた緊急調査手法や QUAD-V も活用
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され、国土交通省から県や市町に速やかに土砂災害緊急情報に準ずる情報が提供された。調査及びそ
れに基づく情報の提供は、噴火後の急迫した状況の中で行われており、地域の安全性の確保に大きく
貢献した。

1.2.2 深層崩壊発生危険度の評価技術

　深層崩壊に関する技術開発は、従来、困難とされてきた深層崩壊の発生危険度について、明治時代以
降の 122 事例をもとに、第四紀隆起量や地質区分などから 4 区分に分類する評価手法を提案した。この
手法に基づき、国土交通省砂防部監修のもと深層崩壊推定頻度マップを（図－1.2.1）公表し、今後の取
り組みが必要な危険な地域を絞り込むとともに、関係する自治体や住民に情報提供することができた。
　さらに、空中写真や地形情報（図－1.2.2）、地質図を用いて深層崩壊と関連のある指標を用いて、
より詳細な渓流単位における深層崩壊発生の発生危険度を評価する「深層崩壊の発生の恐れのある渓
流抽出マニュアル（案）」を作成し、これに基づいて国土交通省では全国で調査を進めている。

1.2.3 天然ダム対応技術

（1）土研式水位観測ブイ（投下型）
　平成 16 年に発生した岩手・宮城内陸地
震では、陸路からのアクセスが困難で通信
環境が悪い山地に多数の天然ダムが形成し
た。天然ダム決壊に伴う大規模な土石流の
発生の恐れのある時期を推定するために、
湛水状況を監視する水位観測が必要であっ
た。国土交通省からの要望を受け、海洋等
の分野の技術を応用した水位観測ブイの
試作品を短時間で開発した。山地における
通信環境の困難さを衛星通信によって解決

図－1.2.1　 深層崩壊推定頻度マップ

図－1.2.2　 深層崩壊の恐れのある渓流抽出
に有効な微地形

写真－1.2.1　 土研式水位観測ブイ（投下型）の外
観と設置の様子（平成 23 年 9 月 9 日撮影）

 

土研式水位観測ブイの投下状況

土研式水位観測ブイ（投下型）

ブイ
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し、また、空路からでも設置可能な投下型である特徴を有する観測機器である。この観測機器を設置
したことで、湛水位をリアルタイムで監視することが可能になり、対策を行っていた行政機関や地域住
民の安全の確保に大きく貢献した。その後、試作品は改良され製品化されている。
　平成 24 年 9 月の台風 12 号で発生した天然ダムの湛水位観測においても、平成 16 年と同様に天然
ダムへの陸路のアクセスが困難で通信環境手段の確保が困難な状況であったが、速やかに観測を開始
できたことで、行政機関の活動や地域住民への安全に大きな役割を果たした（写真－1.2.1）。

（2）�緊急調査の手引の発行および河道閉塞による湛水を発生原因とする土石流に関する緊急調査用プロ
グラムQUick Analysis system of Debris flow induced by Landslide dam （QUAD-L）の開発

　平成 16 年新潟県中越地震、平
成 20 年岩手・宮城内陸地震で河
道閉塞に伴い天然ダムが発生し
た。天然ダムによる土砂災害が再
認識されることになり、対策の体
系化、組織の在り方など種々の課
題が明らかになった。その後、国
土交通省は、「特殊な土砂災害等
に対する警戒避難に関する法制度
検討委員会」を設置し、天然ダム
による湛水および決壊を原因とす
る土石流に伴う土砂災害ついて法
整備に関する提言をうけ、平成
23 年 5 月に土砂災害防止法を一
部改正した。土木研究所は国土交通省と協力して同法律に基づく緊急調査の特に初動期における調査・
解析に関する手法を整理して、緊急調査の手引として取りまとめた。また、同手引に準拠した土石流
の氾濫範囲を推定するための数値解析プログラム QUAD-L を開発し、同時に国土交通省北海道開発
局、各地方整備局、内閣府沖縄総合事務局に配布した。
　法施行から 4 カ月後の平成 24 年 9 月に紀伊半島に大型の台風が来襲し、大規模な天然ダムが 5 箇
所で発生した。緊急調査の手引と QUAD-L が活用され、国土交通省は法に基づいた緊急調査を行い、
土砂災害緊急情報を速やかに公表した。これらの情報は、地域住民の避難等に活用され、住民の安全
確保に大きく貢献した（図－1.2.3）。

1.2.4 地すべり地での計測技術

　地すべりによる被害を軽減するためには、極力早い段階での地すべりブロックの挙動実態を把握す
る必要があると指摘されてきたものの、立ち入りの制限や、地中の情報を入手しなければならない等
の困難性がある。そのため、安全に精度の高いデータを取得するために開発された、地すべり地内で
の計測技術の高度化事例を以下に紹介する。

（1）崩壊斜面の緊急計測手法（RE・MO・TE2）
　崩壊斜面の緊急計測手法（RE・MO・TE2）は、地すべりや崩壊が発生した災害現場において、危
険な場所に立ち入らずに計測用の標的を設置できる技術である。

図－1.2.3　 土砂災害緊急情報（国土交通省 2011 年
9 月 11 日記者発表資料に土木研究所撮影写真を追加）
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　この技術は、クロスボウ、矢、ペイントカ
プセル、発射台及び計測用トータルステー
ションで構成され、数百 m 離れた目的地点（岩
盤斜面）に精度よく命中させることができる。
矢の先端に取り付けるガラスカプセルには水
性ペイントおよび反射ビーズが混入されてお
り、岩盤に付着する計測用ターゲットは、トー
タルステーションによる計測で、遠距離でも
夜間でも視認性が確保され、精緻なモニタリ
ング計測が可能である（写真－1.2.2）。
　この技術は、平成 17 ～ 18 年の地すべり地
末端の崩落斜面における地盤変位の計測手法に関する共同研究により開発され、その後、平成 19 年か
ら台湾や北陸、東北など多数の現場に適用されるなど国内外の安全管理のツールとして活用されている。

（2）挿入式孔内傾斜計計測技術の標準化
　挿入式孔内傾斜計は、地中内部の動きを計る技術の 1 つとして昭和 50 年（1975 年）に日本に導入
されてから今日に至るまで多くの現場で使用され、計測器の改良が重ねられてきた。しかし、地盤の
動きとは考えられない不良データが発生することも多く、今までの対処は個々の現場ごとでの工夫に
留まっていた。
　そのような背景を踏まえて、土木研究所と民間企業 3 社との間で平成 19 ～ 21 年に共同研究を行い、
不良データの全国一斉アンケート調査や、60 人を越える計測熟練者へのアンケート、および不良デー
タ発生の要因ごとに分けた計 24 項目の室内・現場実験を行い、それらの成果をもとにして地すべり
地における挿入式孔内傾斜計計測マニュアルが出版された。現在、数多くの地すべり現場に活用され、
調査技術の向上ならびにより適切な地すべり対策の設計に役立っている。

（3）既設アンカー緊張力計測システム（Aki-Mos）
　「既設アンカー緊張力モニタリングシステ
ム（Aki-Mos）」は、地すべり対策や斜面対
策として施工されたグラウンドアンカーに対
して、特殊な緊張冶具と専用のアンカー荷重
計を用いることで、任意の時期にアンカー荷
重計の取付け・交換を可能とし、アンカー荷
重計で計測したデータを簡易な計測装置に
よって連続的に蓄積し、無線通信により遠隔
から取得できる一連のアンカー緊張力計測技
術である（図－1.2.4）。
　この技術は平成 18 ～ 21 年にかけて実施さ
れた共同研究「アンカーへの取付け・交換が容易な新型アンカー荷重計の開発」によって構築され平
成 22 年から維持管理可能な斜面計測技術として現場に活用され安全管理に役立っている。

写真－1.2.2　RE・MO・TE2 による標的の位置

図－1.2.4　 Aki-Mos の概要
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1.2.5 岩盤崩壊等の道路斜面災害の危険度評価技術

　道路沿いでは、道路防災点検の契機となった昭和
43 年の飛騨川バス転落事故以降も越前海岸（平成元
年）、豊浜トンネル（平成 8 年）などの岩盤崩壊が相
次いで発生し、岩盤崩壊に対する危険箇所・危険度評
価の精度向上が求められた。また、鹿児島竜ヶ水（平
成 5 年）の表層崩壊などの発生も相次ぎ、それらの斜
面のモニタリングの必要性が求められた。さらにこれ
らの災害を受けて道路斜面の点検自体の体系化・高度
化の必要性も高まってきた。このため、例えば以下に
挙げるような技術開発のほか、道路災害事例を収集・
分析し、得られた知見や教訓について、例えば道路防
災点検講習会（平成 8 年・18 年度の点検要領改訂時
のほか､ 現在でも毎年実施中）など国や民間の講習会
で技術普及を行っている。

（1）エアトレーサー試験法
　岩盤崩壊の危険箇所の評価においては、岩盤中の開
口亀裂の分布と連続性を確認する必要があるが、これ
まで技術的に困難であった。そこで、岩盤中に煙など
の空気を媒体とするトレーサーを注入し、その流出状況を観測するエアトレーサー試験法を開発した

（特許権第 34332251 号「岩盤中の亀裂探査方法」）。写真－1.2.3 は実岩盤斜面での試験例であり、ゆ
るみの範囲を取り囲むように煙の流出が生じている。

（2）オーバーハングを有する岩盤斜面の安定度評価技術
　危険度が高いオーバーハングを有する岩盤斜面を対象として、背面亀裂の深さ、オーバーハングの
奥行き、岩体の引張り強さを指標に、大型遠心載荷実験に基づく極限平衡解析により安定度を評価す
る方法を開発した（特許権第 4887532 号「岩盤斜面の安定度評価法」）。さらに同成果をもとに、岩盤
斜面の安定度を簡便、定量的に評価する 2 次元評価法と、より精度の高い 3 次元評価法を開発した（3
次元評価法は研究所のホームページに解析ソフトを公開中）。これらの方法は、急崖斜面を有する北
海道の現場で利用されている。

（3）デジタルカメラを用いた道路斜面点検方法
　近年、急速に普及している市販のデジタルカメラを用いて道路斜面の点検を行う方法を開発した

（「写真計測技術を活用した斜面点検マニュアル（案）」として公表）。同方法は、背景差分法と変動量
計測法を用いて斜面変状箇所を客観的に抽出し変動量を定量的に評価する方法であり、道路斜面点検
の精度向上に役立っている。

（4）微小電位計測による地盤の破壊 ･崩壊予測方法
　地盤が破壊 ･ 崩壊する際には、微小電位が発生することが知られている。そこでこのような微小電

写真－1.2.3　 エアトレーサー試験例
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位の発生メカニズムを解明し、変動パターンを計測・分析す
るシステムを検討し、地盤の破壊 ･ 崩壊を予測する方法を開
発した（特許権第 4900615 号「地盤の破壊 ･ 崩壊予測方法」）。

（5）表層崩壊モニタリング手法
　光ファイバセンサを用いて全国 6 箇所の斜面で面的な試験
モニタリングを行い（写真－1.2.4）、これまで困難であった
表層崩壊を捕捉することに成功した。複数の計測結果から、
日常的な地盤挙動分析による崩壊しやすい範囲の推定手法
と、降雨時の地盤挙動から崩壊数時間前に崩壊を予測する手
法を提案し、「光ファイバセンサを活用した斜面崩壊モニタ
リングシステムの導入・運用マニュアル」（土木研究所共同
研究報告書第 352 号）として取りまとめた。

（6）道路防災点検手法の高度化
　昭和 43 年の土石流による飛
騨川バス転落事故を契機とし
て、国土交通省では道路防災点
検による危険箇所抽出に基づく
防災対策を進めてきた。この道
路防災点検手法の改善にも土木
研究所の研究成果が反映されて
いる。たとえば道路から離れた
個所を発生源とする災害等に対
して、航空レーザー測量等を活
用した面的かつ効率的な地形
･ 地質調査による危険箇所の抽
出・評価体系やそれらの調査結
果を総覧・管理するための「道
路防災マップ」（土木研究所共
同研究報告書第 350 号、図－1.2.5）を提案し、平成 18 年度の点検要領に反映させた。これらの改良
された点検要領は全国の国道等の防災点検に活用されている。

写真－1.2.4　 光ファイバセン
サ及び表層崩壊跡

図－1.2.5　 道路防災マップの例
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1.3　交通事故半減に向けた技術開発

1.3.1　高強度型車両用防護柵

　昭和 41 年に「交通安全施設等整備事業
に関する緊急措置法」が制定され、緊急に
必要とされる交通安全施設を効果的に整備
することが要請された。交通安全施設の一
種である防護柵については、「防護柵の設
置基準」が昭和 40 年に初めて通達され、
その後、昭和 42 年と昭和 47 年に改訂がな
されている。これに合わせて、車両用防護
柵は車両の路外逸脱防止を目的に開発が進
められ、昭和 40 年代前半には、ガードレー
ル、ガードケーブル、ガードパイプなどの
形式の防護柵が開発されていた。
　これに対して、昭和 62 年には「高規格
幹線道路網計画」が策定され、また平成 6
年には「道路運送車両法」の改正により、
大型貨物車の車両総重量が緩和された。こ
れらを受けて、重大な交通事故を防止する
観点から、従来よりも高強度の性能を持つ
車両用防護柵が必要となっていた。
　当時の「防護柵の設置基準」（昭和 47 年
12 月 1 日付道路局長通達、道企発第 68 号）
では、最も強度性能の高い防護柵の種別は
S 種であり、設計条件は 230kJ ※ 1 であった。重大な交通事故を防止する観点からは、S 種を上回る防
護柵が必要とされ、従来よりも高強度の性能要件について検討し、また共同研究により高強度型車両
用防護柵の開発に取り組んだ。共同研究では、鋼製防護柵の開発とコンクリート製壁型防護柵の開発
をそれぞれ行っており、鋼製防護柵は、平成 2 年～ 7 年にかけて日本道路公団、鋼製防護柵協会と開
発を行い、コンクリート製壁型防護柵は、平成 5 年～ 6 年にかけて日本道路公団、（社）セメント協会、
民間企業 20 社と開発を行った。写真－1.3.1 に開発の過程で行った実車による衝突実験の状況を示す。
　「防護柵の設置基準」（平成 10 年 11 月 5 日付道路局長通達、道環発第 29 号）は、26 年ぶりに大幅
に改定され、性能要件についても見直された。これにより、表－1.3.1 に示すように、従来の高強度
型車両用防護柵は S 種のみであったのに対し、SC 種、SB 種、SA 種、SS 種の 4 種が採用された。
　共同研究では、高強度型のガードレールとコンクリート製壁型防護柵（フロリダ型、単スロープ型、
直壁型）が開発された。開発された高強度型の強度性能は、従来の 230kJ を大きく上回る 650kJ ※ 2
まで対応しており、650kJ の強度性能は最高種別の SS 種として位置づけられた。また、共同研究によっ
て開発された高強度型車両用防護柵は、「車両用防護柵標準仕様」（平成 11 年 2 月 16 日付道路環境課
長通達、道環発第 4 号）に採用された。

写真－1.3.1　実車衝突実験

表 -1.3.1　防護柵種別の適用比較

道
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（ｋＪ）

種別 衝撃
度

（ｋＪ）

種別 衝撃
度

（ｋＪ）

種別 衝撃
度

（ｋＪ）

自
動
車
専
用
道
路

高
速
自
動
車
国
道

１００
以上

Ａ １３０ Ｓ ２３０ Ａ １３０

ＳＢ ２８０ ＳＳ ６５０

８０

６０
以下 ＳＣ １６０ ＳＡ ４２０

そ
の
他
道
路

６０
以上 Ｂ ６０

Ｓ ２３０

Ｂ ６０ Ａ １３０

ＳＢ ２８０
５０
以下 Ｃ ４５ Ｃ ４５ Ｂ ６０
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　平成 10 年の基準改定を受けて、新たに設定された高強度型車両用防護柵（SC 種、SB 種、SA 種、SS 種）
は、「重大な被害が発生するおそれのある区間」や「新幹線などと交差または近接する区間」に採用
することとされている（表－1.3.1）。特に、新幹線などと交差または近接する区間では、昭和 47 年の
基準の S 種から平成 10 年の基準改定以降は SB 種、SA 種、SS 種が採用されるようになり、車両の
路外などへの逸脱による第三者への人的被害の防止という観点で大きく貢献していると考えられる。

※ 1　230kJ は、車両重量 14t、衝突速度 80km/h、衝突角度 15°の衝突条件を意味している。
※ 2　650kJ は、車両重量 25t、衝突速度 100km/h、衝突角度 15°の衝突条件を意味している。

1.3.2　ランブルストリップス

　交通死亡事故の原因の一つに、車両同士の正面衝突事故が挙げられる。交通事故者数で長年ワース
ト上位を占めてきた北海道では、特に正面衝突事故による死亡事故件数の割合が全国値（北海道除く）
の 2 倍と高く、その対策が関係者から強く
要請されていた。
　土木研究所寒地土木研究所では、効果的・
効率的な正面衝突事故対策を検討するため
に、諸外国での事故対策を調査研究した結
果、我が国で活用するための条件を考慮し
ながら、ランブルストリップスの研究開発
に取り組むこととした。
　我が国での車線逸脱事故防止対策として
は、これまでセンターポール等の車線区分
施設が採用され効果を挙げてきた。しかし
ながら、積雪寒冷地における事故対策の場
合は、凸型施設は冬期除雪作業の支障とな
るために設置は控えられていた。そのため、
舗装路面を切削する凹型の車線区分施設の
開発が求められていた。
　ランブルストリップス（ランブル（rumble）
は ゴ ロ ゴ ロ 音 が 鳴 る、 ス ト リ ッ プ ス

（strips）は、細長い溝の意）の技術は米国
生まれで『舗装路面を凹型に切削し、その
路面上を車両が通過した際に発生する音と
振動により、車線を逸脱したことを運転者
に警告する技術』である。米国では、主に
高速道路の路肩に設置され普及してきた。
一方、我が国での導入目的は、一般道路での正面衝突事故の防止が主であったため、舗装面の切削に
よる自動車への注意喚起効果と同時に、一般道路を通行する自転車や 2 輪車への走行性・安全性に配
慮する必要があった。そのため、当研究所では、試験道路において、切削深・幅・ピッチが異なるラ
ンブルストリップスを試験施工し、延べ 160 名を超える道路利用者による自転車・バイク走行実験を
行うなどの結果を踏まえて、実道に設置する規格を決定した。

写真－1.3.2　ランブルストリップス

図－1.3.1　ランブルストリップスの整
備延長の推移
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　ランブルストリップスは、既存の車線区分
施設に比較して、①設置費用が安価であるこ
と、②施工速度が速く施工性に優れること、
③維持管理が殆ど不要であること等、多くの
利点を有するため、現在では、北海道内のみ
ならず全国に導入が進んでいる。
　平成 14 年度に北海道内の国道に初めて設
置されて以来、その施工延長は、道内の国道
で 46 路線、総延長 880km 、道内の高速道路
及び地方道を合わせた施工延長は 1,386km、
また、全国合計では約 1,765km に達するなど、急速に普及した（平成 22 年度末）。
　ランブルストリップスの整備効果について、平成 14 年から 19 年までに施工された 43 路線、総延
長 641km における、整備前 2 年間と整備後 2 年間の正面衝突事故件数及び死者数を比較したところ、
事故件数では 54% 減少、死者数では 68% 減少するなど、大きな削減効果が確認された。
　このように、ランブルストリップスは、効果的・効率的な正面衝突事故対策の手法として、今後と
も全国の様々な道路で導入・普及が進められ、交通死亡事故の削減に引き続き寄与することが期待さ
れる。

1.3.3　カウンタービーム照明

　道路トンネルの坑口部は、昼間、明るさが急変するため自動車の走行速度が低下することが知られ
ており、追突事故等の発生の可能性がある。そのため、道路トンネルの入口部の照明は、明かり部と
トンネル内の明るさの急変に対する運転者の眼の順応を和らげるために、トンネル内部の路面の明る
さに比較して高い路面の明るさを必要としている。近年、道路トンネルの供用本数・総延長の急増に
伴い維持管理費の増加の傾向にあり、道路交通の安全性の確保、経済性の面から、さらなる照明施設
の合理化を図る必要がある。
　土木研究所では、利用者の安全性と快適性および円滑な交通を確保するとともに、公共工事のコス
ト縮減を図るための一方策として、落下物等の視認性、視線誘導効果が向上し、必要な路面の明るさ
が低減可能なカウンタービーム照明技術の開
発を行った。
　従来の一般的なトンネル照明は、図－1.3.3

（a）に示すようにトンネル縦断方向に対称に光
を照射する対称照明に対して、カウンタービー
ム照明は、同図（b）に示すようにドライバー
に対し、走行方向とは逆方向に光を照射する
ことによって、効率よく路面と障害物のコント
ラスト（輝度対比）を高めることができ、落下
物等の視認性を向上させる照明方式である。
　カウンタービーム照明は、スイス等の道路
トンネルの入口照明として実用化され、その
基本的原理・照明効果等が確認されてきた。
しかし、我が国にカウンタービーム照明を適

図－1.3.2　整備前後における正面衝突
事故・死者数の変化

図－1.3.3　照明方式の概要図

（a）対称照明

（b）カウンタービーム照明
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用するためには、日本とスイス等の照明施
設の設置基準の相違、路面状態、交通形態・
交通量などを考慮し、幾つかの検証・検討
を行ったうえで我が国の諸条件に適合した
安全で合理的な照明方式としていく必要が
ある。このため、土木研究所では、平成 5
年度～平成 7 年度に高速道路 2 機関・民
間 5 社との共同研究により、新たにカウン
タービーム照明用器具の開発を行うととも
に、実大トンネル実験施設（2 車線道路断面、
延長 700m）を用いたカウンタービーム照
明の特性把握、落下物および先行車の視認
性に関する光学測定や走行実験等による効
果の検証を行った。また、道路トンネルに
おけるカウンタービーム照明の適用性の確
認とともに設計方法の提案を行い、実トン
ネルへの適用を図り、効果の検証を行った。
　カウンタービーム照明の適用事例を写真
－1.3.3 に示す。カウンタービーム照明は、
表－1.3.2 に示すようにこれまで国内の 12
本の道路トンネルの採用に至っている。本研究成果として、「道路トンネルのカウンタービーム照明
設計ガイドライン（案）」（土木研究所共同研究報告書第 177 号、平成 9 年 3 月）を作成するとともに、
これらの成果を「道路照明施設設置基準・同解説」（（社）日本道路協会、平成 19 年 10 月）にトンネ
ルの入口照明方式としてとして反映されている。
　カウンタービーム照明は、落下物等の視認性が向上することから、同等の視認性を確保するために
必要な路面輝度が従来の対称照明方式に比べて約 20% 低減できることを本研究により明らかにする
とともに、対称照明方式に比べて照明器具からの光束が小さい値で同等の路面輝度が得られるなど、
コスト縮減、省エネルギー化が期待できることを示した。カウンタービーム照明は、トンネル内の走
行安全性が期待できるだけでなく、コスト試算ではアスファルト舗装路面の条件で、対称照明に比べ
て初期設備費用は同等で維持管理費が約 15% 程度安くなり、トータルコストで見れば約 10% のコス
ト減ができる照明方式として社会的効果が期待できる。

1.3.4　排水性舗装

　舗装の面で特筆すべきは、排水性舗装（ポーラスアスファルト舗装）の普及である。この技術は、
空隙率の高い多孔質なアスファルト混合物を用いて路面の雨水を速やかに排水する機能を有してお
り、雨天時のすべり抵抗性の向上、走行車両による水はね、水しぶきの緩和による視認性の向上等の
面から、車両の走行安全性の向上という機能を有している。舗装の耐久性を確保するため雨水の舗装
体内への浸入を防ぐという舗装の従前の考え方を大きく転換したものである。また、表面から内部ま
で多くの空隙が存在することから、騒音低減機能も併せて有している。
　土木研究所では、平成 3 年（1991 年）～平成 9 年（1997 年）に排水性舗装用混合物の性状に影響
を及ぼす要因分析、粗骨材性状や細骨材性状に関する検討、バインダーに求められる性状に関する検

表－1.3.2　カウンタービーム照明の適用

新与那トンネル（国道 58 号）、上尾トンネル（上り・
下り）（国道 10 号）、田結トンネル（国道 8 号）、新野
花南トンネル（国道 38 号）、奔茂尻トンネル（国道 38
号）、西陵トンネル・山田トンネル（九州自動車道指宿
有料道路）、身延トンネル（国道 52 号）、村岡トンネル（国
道 9 号）、田老トンネル（国道 45 号）、新潟みなとトン
ネル（臨港道路入舟 1 号線～国道 113 号）

写真－1.3.3　カウンタービーム照明の適用
例（新与那トンネル　国道 58 号）
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討等を行ってきた。これと並行して、平成 4
年（1992 年）～平成 6 年（1994 年）には建
設省技術研究会の指定課題として「排水性舗
装の車道への適用性に関する調査研究」が取
り上げられ、土木研究所を中心として各地方
建設局においても試験舗装等を通じて検討が
進められた。これらの成果は、平成 8 年（1996
年）に発刊された「排水性舗装技術指針（案）」

（（社）日本道路協会）（現在は、「舗装設計施
工指針」以下の技術図書に再編）に反映され、
その後の排水性舗装の普及に大きく役立って
いる。

　また、排水性舗装は排水機能の他騒音低減機能を有するが、これら機能は交通荷重による混合物の
変形や塵あい等の浸入により供用中に低下する傾向がある。建設省では平成 6 ～ 7 年（1996 ～ 1997 年）
の建設技術評価制度の課題として「排水性舗装の機能回復器の開発」を取り上げ、4 グループ（5 社）
が開発を行った。

 

図－1.3.4　排水機能の違い 写真－1.3.4　密粒度舗装（左側）と排
水性舗装（右側）

写真－1.3.5　機能回復器の例

 

表層

基層

路盤

（密粒度舗装） （排水性舗装）

表層

基層

路盤

（密粒度舗装） （排水性舗装）
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1.4　洪水予測に関する技術開発

　洪水予測手法としては、広い意味では、古くは、物部による合理式の紹介・適用や、竹内による三
軸相関法の研究があるが、最も大きな成果は、貯留関数法の研究開発であろう。これは、1961 年に
木村によって提案された手法であり、流出現象の非線型特性を表すために、降雨から流出への変換過
程を導入し、貯留量と流出量との間に一義的な関数関係を仮定して、貯留量を媒介変数として降雨量
から流出量を求めるものである。貯留量～流出量関係を決める k,p に加えて、洪水到達時間 Tl、飽
和雨量 Rs および流入係数（もしくは有効降雨モデルにおける 1 次流出率）f の 5 つの最小限のパラメー
タにより洪水波形を極めて効率的かつ良好に再現することが可能であり、今でも山地流域を主体とし
た大～中規模河川における河川計画の基盤となっている。洪水予測においても最近まで長らく中心的
役割を果たしてきており、文字通り、我が国における最も代表的な洪水流出解析手法として国内外に
おいて広く認知されていることは周知の通りである。
　昭和 40 年代後半に入ると、流域の都市化が洪水流出に与える影響の解明とモデル化が大きな課題
となってきた。この流れから、橋本ら（1977）による準線形貯留型モデルが生まれた。準線形貯留型
モデルは、流出の非線形性をもたらす有効降雨モデル（1 次流出率～飽和雨量～飽和流出率による方
法）、線形貯水池モデルによる斜面モデル、および、河道モデル（貯留関数法等）の 3 つの組み合わ
せより構成されている。これらは、各々全体の流出モデルを構成するサブモデルと位置づけられてお
り、土地利用毎に異なるより適切な有効降雨モデル・斜面モデルが準備されるとともに、個々のモデ
ルの精度向上や総合化が図られた時点で、順次交換すればよいという考え方を提案していた。この考
え方は、その後ここで十分に理解され実践されたわけではないと考えられるが、現在の CommonMP
等の水理水文モデリング共通基盤プラットフォーム開発の考え方の基本となっているモジュール指
向・構造化志向の一部の萌芽が見られる点は興味深い。この都市河川における洪水流出解析手法の研
究は、その後、下水道管路ネットワークを含む都市域での雨水排水流出解析手法として下水道分野に
おいてさらに発展・分化が進むとともに、洪水のみならず長期流出・地下水流出を含めての都市河川
流域における健全な水循環系を確保する観点から、流域規模での水循環システムの解析技術の開発研
究につながっていった。
　上で具体的に紹介した土木研究所の開発による洪水流出解析モデルは、全て、いわゆる集中定数型
流出解析モデル（集中モデル）であり、マクロな降雨～流出の応答関係に基礎を置いた、概念的なモ
デルである。しかし、マクロな仮定に基づくモデルである以上、簡便で使いやすいという長所の一方
で技術的課題も存在する。例えば、貯留関数法は、同じ河川でも、上記の 5 つのパラメータ、特に、
1 次流出率が洪水イベントにより異なり得るという問題があった。シナリオベースの解析では問題と
なりにくいが、洪水予測といったリアルタイムでの解析では、その変動が誤差要因となり得る。リア
ルタイムの雨量・流量観測値を用いたフィードバック手法の導入も行われ、ある程度の対策はとられ
ているものの、様々な誤差要因が複雑に絡み合う中で根本的な解決が難しい状況にあった。そのよう
な中で、欧米では、斜面単位での水理学・水文学的知見、すなわち、物理的な方程式系に基礎をおい
た分布定数型流出解析モデル（分布モデル）の開発研究が 1970 年代から盛んとなり、1980 年代に入っ
て、SHE モデルや IHDM モデルといった水文素過程の物理機構に基づく分布モデルが相次いで開発
された。当時はモデル化の手間や計算時間の制約から流域面積 10km2 程度までの適用が限界とされ
ていたことから、主要な流出の物理機構を考慮しつつもある程度簡略化し、大流域にも適用できる国
内でも最初期の実用的なメッシュ型の分布モデルとして土研分布モデル Ver.1 が吉野ら（1990）によ
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り昭和 60 年代初頭に開発された。流出率という概念的なパラメータが不要であるとともに、降雨の
空間分布の詳細をレーダ雨量等から直接入力することで、その集水過程を適切に計算できる。土研分
布モデルは、長期・短期流出解析両用の Ver.1 に加えて、短期流出解析（洪水予測）専用として、不
飽和層タンクを省略した簡略化した鈴木ら（1996）による Ver.2、長期流出解析用に植生被覆や蒸発
散による地表面付近の水文過程を高度化した深見ら（2000）によるVer.3の3種類がその後開発された。
洪水流出解析を主眼とした Ver.1 や Ver.2 は、分布モデルとしては非常に安定性が高い特長を持って
おり、国内の中小河川における洪水予測において適用事例が多い。その実績もふまえ、国土技術政策
総合研究所が推進する CommonMP においても、代表的な分布モデルの一つとして実装された。ま
た、国土交通省の河川管理の現場における洪水予測の高度化の近年の動きの中で、土研分布モデルを
含む様々な分布モデルの試験的運用が始まっており、今後、洪水予測対象地点の増加や予測精度の改
善が図られるものと期待される。さらに、土木研究所が（社）国際建設技術協会及び建設コンサルタ
ント会社 9 社と平成 17 年度から 19 年度にかけて共同研究開発を行った、発展途上国における洪水予
警報システムの整備基盤としての総合洪水解析システム（IFAS）では、土研分布モデルの海外の複
数流域での柔軟かつ安定した高い適合性と実用性が評価され、その標準搭載モデルとして採用される
に至っている。
　土研分布モデルは、大河川から中小河川に至るまで幅広く利用可能であるが、実際の中小河川では、
より低コストで簡便に洪水予測システムを構築したいとするニーズも存在する。そこで、人工知能技
術を活用しながら、レーダ雨量も活用できる中小河川向けの迅速かつ効率的な洪水予測システム構築
手法についても、平成 18 ～ 19 年度に JFE エンジニアリング（株）等との共同研究により実施した。
　長いリードタイムを確保した洪水予測を行うためには、雨量予測も必要である。土木研究所では、
地球温暖化影響予測の河川流域スケールへのダウンスケーリングを目的として 1990 年代に米国カリ
フォルニア大学デービス校（UCD）と共同開発していた地表面過程を考慮したメソスケール大気モ
デルを基盤とした降雨予測を含めた洪水予測技術の UCD との共同研究を土木研究所独法化の前後の
頃に実施した。初期条件の違いの影響を考慮するアンサンブル予測の概念は当時は不十分であった
が、条件によっては 24 時間先のハイエトグラフを的確に予測するなど、近年のメソスケール大気モ
デル（WRF モデル）を活用した本格的な短時間降雨予測研究につながる重要な成果を得ている。また、
その共同研究において、分布モデルにおけるサブグリッド（メッシュ）スケールにおける不均質性
の影響を直接考慮できる確率的な空間積分偏微分方程式を基礎として構成する物理的な分布モデル：
WEHY モデルの共同開発を行い、2004 年の米国土木学会水工学論文集における年間最優秀論文賞を
受賞している。
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1.5　�東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）への対応と�
技術開発

1.5.1　土木研究所の対応

　平成 23 年 3 月 11 日、三陸沖を震源とするモーメントマグニチュード 9.0 の地震が発生し、宮城県
栗原市では最大震度 7 を観測したほか、宮城県、福島県、茨城県、栃木県の複数で震度 6 強を観測し
た。また、直後に北海道、東北、関東の太平洋沿岸等でに津波が観測され、特に東北地方では、10m
以上の津波が観測され甚大な被害をもたらした。この震災による人的被害は警察庁の平成 24 年 9 月
5 日発表資料によると死者 15,870 人、行方不明者 2,846 人となっており、物的被害も多数発生する未
曾有の災害となった。
　災害時の技術指導は、従来から土木研究所の重要な使命と位置づけられ、土木研究所緊急災害対策
派遣隊（土研 TEC-FORCE）を派遣する等、迅速に対応することとなっている。今回の震災に対しても、
TEC-FORCEを含め国、地方自治体からの要請を受け、被災翌日から述べ227人を派遣した。このほか、
研究課題や業務に関連する事例収集等を目的とした調査を含めると、述べ 700 人が現地で災害調査や
技術指導を行った。
　図－1.5.1、表－1.5.1 で示すように、橋梁、道路
斜面、河川堤防、ダムなど派遣分野は多岐にわた
り、活動は被害状況調査、二次災害の防止、供用
性の判断、応急復旧工法の検討など広範囲に及ん
だ。例えば、下水道施設の被害が甚大であった宮
城県では、未処理水の市街地等への溢水による公
衆衛生面の問題が懸念されたため、国土交通省の
要請により土木研究所の研究員を 3 名（3 日間）
派遣し、未処理水による影響把握とその対応につ
いて技術指導を行った。道路橋関係では、地震動
の影響や津波の影響を受けた道路橋を対象として
調査、診断を行い、その結果を道路管理者に助言
することにより、救助活動や物資輸送のため欠か
せない道路橋の早期機能回復に貢献した。ダム関
係では、東北地方に位置する直轄ダムについて、
地震直後の臨時点検の結果、変状や漏水量、加速
度記録が大きかったダム等を対象とし現地調査を
行い、変状の詳細調査、計測地に基づく安全性評
価などの指導を実施した。なお、これらの活動に
対し、平成 24 年 7 月 26 日には、国土交通大臣よ
り「東日本大震災の発生に際し、諸施設の応急復
旧活動等に尽力し、被災地域の社会基盤の安定等
のために顕著な成果を挙げた」として、感謝状が
授与された。
　このほか、短期間の技術指導のみではなく、東

図－1.5.1　東日本大震災における土木研究所の
活動箇所
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日本大震災に係る委員会にも積極的に参画し、長期的な被災地の復興、復旧の支援も実施している。
これらの活動により、地域の技術者では判断の難しい諸問題の早期解決に大きく貢献した。
　また、東日本大震災での現地調査結果等を ｢平成 23 年度東北地方太平洋沖地震土木施設災害調査
速報｣ として国土技術政策総合研究所とともにとりまとめ公表するとともに、震災直後の 4 月と震災
から 1 年後の 3 月に ｢東日本大震災報告会｣ を開催し、現地調査等で得られた知見や今後の課題等を
広く一般に周知する活動も実施した。

表－1.5.1　東日本大震災における要請に基づく派遣

期間 場所 派遣人数 内容
3.12 茨城県水戸市他 CAESAR5 名 【TEC-FORCE】道路橋の被害状況
3.12 ～ 15 岩手県釜石市他 CAESAR3 名 【TEC-FORCE】道路橋の被害状況
3.13 茨城県下妻市 土質・振動 2 名 【TEC-FORCE】道路擁壁の被害状況
3.13 ～ 16 岩手県宮古市他 CAESAR2 名 【TEC-FORCE】道路橋の被害状況
3.14 福島県白河市他 地すべり 1 名 【東北地整】土砂災害の状況・危険箇所
3.15 ～ 17 岩手県大船渡市他 CAESAR3 名 【TEC-FORCE】道路橋の被害状況
3.15 茨城県行方市他 CAESAR3 名 【TEC-FORCE】道路橋の被害状況
3.15 茨城県筑西市他 CAESAR3 名 【TEC-FORCE】道路橋の被害状況
3.15 ～ 18 宮城県 土質・振動 3 名 【東北地整】河川堤防の被害状況
3.16 福島県阿武隈高原 施工技術 2 名 【TEC-FORCE】盛土被災状況
3.18 山形・岩手・宮城 地すべり 1 名 【東北地整】土砂災害の状況・危険箇所
3.18 茨城県・千葉県 地質 2 名 , 土質・振動 5 名 【関東地整】堤防被災箇所復旧工事支援
3.23 福島県福島市 地質 3 名 , 土質・振動 1 名 【TEC-FORCE】斜面・盛土の被害状況
3.25 茨城県日立市 土質・振動 2 名 , 施工技術 3 名 【茨城県】道路盛土の被災箇所
3.29 福島県白河市他 地すべり 1 名 【東北地整】土砂災害の状況・危険箇所
3.29 福島県福島市 CAESAR2 名 【TEC-FORCE】道路橋の被害状況
3.31 千葉県浦安市 土質・振動 2 名 【TEC-FORCE】液状化の被害状況
4.5 ～ 8 宮城県 リサイクル 3 名 【TEC-FORCE】下水道施設の被害状況
4.5 ～ 7 岩手県 CAESAR4 名 【岩手県】道路橋の被災状況
4.8 千葉県浦安市 土質・振動 1 名 【関東地整】液状化による被災状況
4.7 ～ 10 宮城県他 水工構造物 1 名 【TEC-FORCE】ダムの被災状況
4.13 ～ 15 岩手県・宮城県 CAESAR4 名 【TEC-FORCE】道路橋の被災状況
4.13 福島県 火山・土石流 2 名 【TEC-FORCE】土砂災害
4.13 ～ 15 宮城県 土質・振動 1 名 ,CAESAR1 名 【東北地整】堤防の被害状況、復旧支援
4.19 千葉県・茨城県 土質・振動 1 名 ,CAESAR1 名 【東北地整】堤防の被害状況、復旧支援
4.19 福島県 地質 3 名 , 地すべり 2 名 【TEC-FORCE】斜面災害
4.18 ～ 19 宮城県 地質 3 名 , 土質・振動 1 名

施工技術 2 名
【東北地整】斜面災害、地盤災害

4.2 千葉県 CAESAR7 名 【千葉市】道路橋の被災状況
4.23 ～ 24 山形県 水工構造物 4 名 【山形県】ダムの被災状況
4.26 ～ 27 山形県 水工構造物 3 名 【東北地整】ダムの被災状況
4.26 ～ 27 宮城県 水理 2 名 【東北地整】河川構造物の機能確認
5.6 茨城県 水工構造物 4 名 【茨城県】ダムの被災状況
5.6 宮城県 地すべり 3 名 【宮城県】土砂災害
5.11 ～ 12 栃木県 水工構造物 2 名 【関東地整】ダムの被災状況
5.22 山形県 水工構造物 1 名 【東北地整】ダムの被災状況
7.3 山形県 水工構造物 1 名 【東北地整】ダムの被災状況
7.21 茨城県 CAESAR1 名 【茨城県】道路橋の被災状況
11.24 岩手県・宮城県 CAESAR6 名 【東北地整】道路橋の被災状況
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1.5.2　土木研究所の取り組み

　今回の東北太平洋沖地震は M9.0 という地震の規模として記録に残るものでは最大級であったばか
りでなく、土木研究所をはじめとする各研究機関、各学会等の被害調査で明らかとなってきたように、
地震被害の形態としても巨大津波や広範囲におよぶ液状化といった、これまで近代的な土木構造物が
経験したことのないものであった。
　土木研究所は、今回の地震被害に関する調査と分析を進めるとともに、継続時間の長い揺れ、津波
や液状化といった新たな課題に対応することと、これまで取り組んできた土木構造物や地盤・斜面等
の耐震性や安全性に関して検証することが必要となったことから、研究テーマの追加や内容の変更な
どを行った。
　土木研究所の研究については、平成 23 年度から開始した中期計画のもと 16 のプロジェクト研究を
進めている。今回の地震を受けて、震災に関連したプロジェクト研究を含め、個別課題の内容変更を
行うとともに、新規に個別課題の追加を行った。平成 24 年度より追加した個別課題は「河川津波に
対する河川堤防等の被災軽減に関する研究」「津波の影響を受ける橋の挙動と抵抗特性に関する研究」、

「液状化判定法の高精度化に関する研究」等であり、平成 25 年度以降も追加を予定している。また、
耐震性能や安全性評価などの基準にかかわるものについては、国土交通省および国土技術政策総合研
究所とともに改定や見直しにかかわる検討を進めている。

表－1.5.2　プロジェクト研究一覧

①気候変化等により激甚化する水災害を防止、軽減するための技術開発
②大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技術の開発
③耐震性能を基盤とした多様な構造物の機能確保に関する研究
④雪氷災害の減災技術に関する研究
⑤防災・災害情報の効率的活用技術に関する研究
⑥再生可能エネルギーや廃棄物系バイオマス由来肥料の利活用技術・地域への導入技術の研究
⑦リサイクル資材等による低炭素・低環境負荷型の建設材料・建設技術の開発
⑧河川生態系の保全・再生のための効果的な河道設計・河道管理技術の開発
⑨河川の土砂動態特性の把握と河川環境への影響及び保全技術に関する研究
⑩流域スケールで見た物質の動態把握と水質管理技術
⑪地域環境に対応した生態系の保全技術に関する研究
⑫環境変化に適合する食料生産基盤への機能強化と持続性のあるシステムの構築
⑬社会資本ストックをより永く使うための維持 ･ 管理技術の開発と体系化に関する研究
⑭寒冷な自然環境下における構造物の機能維持のための技術開発
⑮社会資本の機能を増進し、耐久性を向上させる技術の開発
⑯寒冷地域における冬期道路のパフォーマンス向上技術に関する研究
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1.5.3　新たな課題への取り組み

　ここでは、東日本大震災で明らかとなった新たな課題に対する取り組みの代表的なものを紹介する。

（1）津波の影響を受ける橋の挙動と抵抗特性に関する研究
　平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災
による橋梁の被害の特徴の一つとして、津波に
よって橋桁が流出する被害があったことが挙げ
られる。
　橋梁の設計では地震による揺れに対する設計
はなされているが、津波に対しては、その影響
は具体的には考慮されていないところである。
津波により生じた橋梁の被害の甚大さとその影
響を踏まえ、構造物メンテナンス研究センター

（CAESAR）では、今回の津波による橋梁の被
害状況を詳細に調査・分析を行うとともに、津
波の影響を受ける橋梁の挙動解明とそのメカニ
ズムに応じた対策についての具体的な研究を平
成 23 年度から緊急的に開始した。
　被害調査の結果からは、流出した橋梁がある
一方で、津波を受けても流出しなかった橋梁も
多く見られた。津波の影響を受けた時の橋梁の
挙動は複雑であり、津波自身の特性の他、橋桁
の構造形式、橋桁と橋脚を接合している支承部
の構造特性等によっても、影響度合いが変わっ
てくることが考えられる。
　平成 23 年度は、約 1/20 相当の橋梁縮小模型
に対する水路実験（写真－1.5.1、写真－1.5.2）、
約 1/2 相当の大型模型を用いた支承部の載荷実
験（写真－1.5.3）を実施した。これらの実験結
果と津波による実際の被災事例とを分析しなが
ら、津波に対する橋梁の挙動メカニズムを解明
していくことにしている。
　なお、本研究については、平成 24 年度から
プロジェクト研究の個別課題「津波の影響を受
ける橋の挙動と抵抗特性に関する研究」として
位置づけを明確にして本格的に研究を進めてお
り，その最終的な成果は，道路橋示方書を補完
する参考資料や道路震災便覧等へ反映していく
予定である。

写真－1.5.1　橋梁模型の水路実験の状況

 

橋梁模型

写真－1.5.2　津波の作用と橋の挙動の観測

写真－1.5.3　津波の影響に対する支承部の抵
抗特性に関する実験の状況

 

橋脚 支承部

載荷用
ジャッキ
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（2）液状化判定法の高精度化に関する研究
　東北地方太平洋沖地震では広域的かつ甚大な液状化被害が発生したことから、国土交通省は液状化
対策技術検討会議で、液状化判定法の検証を行った。その結果図－1.5.3 のように、液状化が発生す
ると判定した箇所で液状化が発生する「見のがし」はなかった一方で、液状化が発生しなかった「空
振り」が多くみられたことから、現行の液状化判定法を直ちに見直す必要性は低いものの、液状化判
定法の高精度化を目指し研究を実施することとなった。
　土木研究所ではこれを受け、液状化の発生に及ぼす各種の影響要因を解明し、液状化判定法を合理
化・高度化することで、道路・河川の地震時の機能の確保に貢献することを目的として、液状化判定
法の高精度化に平成 24 年度からの 4 カ年で取り組んでい
る。
　液状化発生に及ぼす影響要因としては、地震動の継続時間
の長さと繰返し回数、細粒分、堆積（造成）年代、特殊土（火
山灰質土）、地震動特性・地盤の応答特性などについて、原
位置試験や室内試験などを実施し、その解明を目指すことと
している。また、液状化判定の基礎的なデータとなるボーリ
ングの情報や地盤のモデル化に関して、その調査やモデル化
の精度を検証するため、ボーリング調査の実施やボーリング
データの収集・整理を行う予定である。
　研究成果は液状化判定法として取りまとめ、道路橋示方書、
道路土工指針、河川構造物の耐震性能照査指針等の各種技
術基準の改訂時に反映することを予定している。

図－1.5.4　既往のボーリング結果と液状化発生状況の分析例

図－1.5.3　液状化判定と液状化の発
生状況
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２．持続可能な社会の実現

2.1　環境の保全・再生の技術開発

2.1.1　道路環境影響評価の技術手法

　我が国における環境影響評価は、昭和
47 年の「各種公共事業に係る環境保全対
策について」の閣議了解を契機とし、大規
模な公共事業について個別に実施されてき
た。その後昭和 59 年には「環境影響評価
の実施について」の閣議決定が行われ、統
一ルールである「環境影響評価実施要綱」
による環境影響評価の実施を経て、平成
11 年の「環境影響評価法」の全面施行に
伴い、法令に基づき実施されるに至った。
土木研究所では、環境影響評価法の制定段
階から旧建設省本省と連携を取り、特に道
路事業に関しては技術指針省令の制定段階
から土木研究所が中心となり環境影響評価
の技術的事項を検討した。
　法に基づく環境影響評価の実施にあたり、参考となる技術的図書が現場の実務者より強く望まれて
いたことから、旧建設省土木研究所では、土木研究所資料「道路環境影響評価の技術手法（その 1 ～
4）」をとりまとめた（表－2.1.1）。関係する内容が多岐にわたることから、地質、交通環境、緑化生態、
機械、施工、土質、構造の各研究室が関わり、交通環境研究室が全体のとりまとめを行った。
　その後、環境影響評価法の改定に伴い、平成 19 年に改訂版を出版し、現在、平成 24 年 10 月の改
正法施行に合わせて、国土政策技術総合研究所とともに再改定版の作成を行っている。

2.1.2　建設発生土利用技術マニュアル

　平成初頭の時期には、公共事業の増大にともなう建設発生土の不法投棄や処理が大きな社会問題と
なっていた。平成 3 年 10 月に「再生資源の利用促進に関する法律」及び建設省令が制定され、公共
工事において建設発生土をリサイクルしていくための、国としての本格的な取り組みが始まった。そ
して、省令を具体的に運用するための土質区分基準や利用用途別の品質基準の整備を行うため、建設
省総合技術開発プロジェクト「建設副産物の発生抑制・再生利用技術の開発」（平成 4 ～ 8 年度）が
立ち上がった。その成果として、平成 6 年 7 月に建設省より「発生土利用基準（案）について」（建
設省技調発第 173 号）が関係機関に通知された。また、同プロジェクトのもとで、土木研究所が民間
会社との共同研究を実施し、同基準（案）の技術的解説書である「建設発生土利用技術マニュアル（初
版）」（図－2.1.1）をとりまとめた。マニュアルでは良質土の適用用途や適用のための方法、泥土や高

表－2.1.1　土木研究所資料「道路環境影響評価の技術手
法（その 1 ～ 4）」の目次（大項目）

その1
 1. 標準項目及び本資料で取り扱う標準外項目
 2. 大気質
 3. 強風による風害

その2
 4. 騒音
 5. 低周波音
 6. 振動

その3

 7. 水質
 8. 底質
 9. 地形及び地質
10. 地盤
11. 土壌
12. 日照阻害

その4

13. 動物、植物、生態系
14. 景観
15. 人と自然とのふれあいの活動の場
16. 廃棄物等
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含水比粘性土などの低品質土を、各用途で使うための改良工法
などを示した。
　建設発生土の不適正処理などの状況は、その後も容易には改
善せず、平成 15 年 10 月に国土交通省により「建設発生土等の
有効利用に関する行動計画」が策定された。これを受け、平成
6 年の利用基準（案）が「発生土利用基準について」（平成 16
年 3 月、国官技第 341 号、国官総第 669 号）に見直され、対象
とする工事も旧運輸省所管関係まで拡大し、新たに都道府県及
び政令指定市にも参考送付されることとなった。
　建設発生土利用技術マニュアルについても、利用基準（案）
の見直し、社会動向や技術の進展、例えば、循環型社会形成推
進基本法の制定、建設汚泥リサイクルの条件整備、土壌汚染対
策法の施行、新工法の普及などをふまえ、第 3 版への改訂が行
われ、平成16年9月に土木研究所法人著作物として発刊された。

2.1.3　建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュアル

　公共工事における建設発生土の問題のなかで、有害物質によ
る土壌汚染、産業廃棄物等の不法投棄、自然に由来する有害重
金属を含有する地盤などと遭遇するケースが頻発していた。こ
うした状況に応えるため、土木研究所では建設省官民連帯共同
研究「地盤環境保全型建設技術の開発」（平成 9 ～ 11 年度）、
独立行政法人土木研究所の重点プロジェクト研究「地盤環境の
保全技術に関する研究」（平成 13 年～ 17 年）に取り組み、汚
染土壌を用地内で封じ込め管理しながら有効利用を図る対策
の検討を行った。その間、平成 15 年 2 月に土壌汚染対策法が
施行されるなどの環境行政の進展があったが、当時はまだ、建
設工事で発生する汚染土壌や自然由来の有害物質を含む土壌等
は、法の対象外とされていた。そして、研究成果をもとに、建
設工事で地盤汚染に遭遇した場合の調査、影響検討手法、対策
技術、モニタリングの考え方、関係法令対応などを検討し、そ
の成果を平成 16 年 4 月に土木研究所法人著作物「建設工事で
遭遇する地盤汚染対応マニュアル（暫定版）」にとりまとめ、
発刊した。
　その後、平成 22 年 4 月に土壌汚染対策法が改正され、3,000m2

以上の土地の形質変更を行う場合や、自然的原因により重金属
等が基準を超えて含有する地盤での公共工事が、土壌汚染対策
法の対象に入ることとなった。これを受け「建設工事で遭遇
する地盤汚染対応マニュアル」の改訂版（図－2.1.2）を発刊し
た。改訂版のなかでは、土壌汚染対策法のガイドラインや、平
成 16 年以降整備された、自然由来重金属、油汚染、ダイオキ

図－2.1.1　建設発生土利用技術
マニュアル

図－2.1.2　建設工事で遭遇する
地盤汚染対応マニュアル

図－2.1.3　建設工事で遭遇するダイ
オキシン類汚染土壌対策マニュアル
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シン類汚染、廃棄物混じり土などの各種技術マニュアルに対する位置づけを示しながら、公共建設工
事遂行上必要となる対応について整理した。

2.1.4　建設工事で遭遇するダイオキシン類汚染対応マニュアル

　平成 12 年 1 月に、ダイオキシン類対策特別措置法が施行され、公共工事における建設発生土の問
題のなかで、焼却灰や不法投棄廃棄物に由来するダイオキシン類汚染との遭遇が、公共土木工事を進
めるうえで深刻な課題となっていた。土木研究所では建設省総合技術開発プロジェクト「建設分野に
おけるダイオキシン類汚染土壌対策技術の開発」（平成 12 ～ 14 年度）、独立行政法人土木研究所の重
点プロジェクト研究「地盤環境の保全技術に関する研究」（平成 13 年～ 17 年）に取り組んだ。国土
交通省及び土木研究所では、検討委員会を発足させ、上記研究成果をもとに検討を行い、平成 17 年
11 月に「建設工事で遭遇するダイオキシン類汚染土壌対策マニュアル（暫定版）」（図－2.1.3）を土
木研究所法人著作として発刊した。
　ダイオキシン類は重金属などと比べて、①公定法の分析に長時間と多額の費用を要する、②大気や
作業環境の基準が設定されている、③現地内で実施する封じ込め等の汚染防止措置が具体化していな
いなど難しい課題を抱えていた。本書ではこのような課題をふまえ、陸域の公共工事でダイオキシン
類に遭遇した場合の対応策を示した。

2.1.5　水環境対策

　近年、土木研究所において水環境対策として開発に係った代表的な技術に、水質監視システム、高
濃度酸素水を用いた底層水質改善技術及び野生動物自動行動追跡システムがある。
　水利用の複雑化により、公共用水域が油や有害化学物質によって汚染される事故が多発していたこ
とから、水質事故の常時監視体制の整備が求められていた。水質監視システムは、硝化細菌が様々な
化学物質に対して極めて感受性が高い性質を用いて、水中にある毒性物質を短時間にかつ連続的に測
定し、警報を発することが可能なもので、全国約 50 箇所に導入されている。このシステムを用いる
ことにより、水質事故が早期に発見され、下流の利水者への通報が行われることで、河川管理者は水

図－2.1.4　高濃度酸素水を用いた底層水質改善技術の概要

・
・
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質事故体制を早期に組むことが可能であり、利水者は油や有害化学物質に汚染された原水の取水を回
避することができ、特に利水者が水道事業者であれば、飲料水の安全確保に資する。
　多くの湖沼やダムでは、有機物の分解により水中の酸素が消費されて底層部が貧酸素状態になり、
栄養塩・金属類の溶出が起きて水質悪化の一因となっていた。高濃度酸素水を用いた底層水質改善技
術は、酸素発生装置を用い、酸素を供給したい水深へ気液溶解装置を設置、高濃度酸素水を供給し貧
酸素状態を解消するシステムである。このシステムの気液溶解装置は、水中に効率よく酸素を溶解さ
せる装置であり、湖沼の汚濁底質を巻き上げることなく溶存酸素濃度の高い水を広範囲に送り出せるこ
とから、溶存酸素濃度回復・底質からの溶出抑制（例えば、栄養塩類）といった水質環境改善を図る
ことができる。この技術は、これまで島地川ダム、灰塚ダム等に数多く導入されている。平成 24 年度
においても、より効率的な運転方法の確立を目指したフィ－ルド実験を三瓶ダムにおいて実施している。
　応用生態工学の分野において、野生生物の個体を追跡することは従来極めて困難であった。野生動
物自動行動追跡システム（Advanced Telemetry System; ATS）は、野生動物に電波発信機を装着し、
魚類・陸上哺乳類の行動を自動的に追跡できるシステムである。ATS は、電波発信機、複数の電波
受信局と制御局で構成される。各受信局は指向性アンテナを回転させ、電波計測を行い、電波到来角
を算出する。各受信局は、計測した電波到来角を制御局に送信し、三角測量の原理で野生動物の行動
を 5 分に 1 回、誤差 20m 程度で特定する。ATS は、信濃川水系千曲川、信濃川水系信濃川、石狩川
水系石狩川、五ヶ瀬川水系北川での研究に適用され、中型哺乳類、魚類の定量的な行動特性の観測を
実現した。ATS は、その有用性から普及を望む声が多く寄せられ、平成 20 年度～平成 22 年度に「野
生動物自動行動追跡システムの実用性向上に関する共同研究」を民間 2 社と実施し、ATS の導入コ
ストの削減や信頼性向上等の技術的改良を行い、技術普及に向けた活動を継続している。
　この他、水環境における病原微生物リスクの管理という新しい課題が生じ、これへの取り組みにつ
いても大きな進展があった。
　平成 8 年の夏に、埼玉県越生町で約 9,000 人が激しい腹痛・下痢を訴えるクリプトスポリジウム症
の集団感染が発生したが、この原因の一つとして、水道取水源の上流に排水処理施設が位置すること
により水のサイクルが形成され、その中でクリプトスポリジウムが適切に除去されることなく増殖し
たことが挙げられた。このため、水利用におけるクリプトスポリジウムのリスクを低減することを目
的として、（社）日本下水道協会内に「下水道におけるクリプトスポリジウム検討委員会（委員長：

図－2.1.5　野生動物自動行動追跡システムの概要
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金子光美・摂南大学教授）」が設置され、土木研究所による調査・実験結果をもとに種々の観点から
検討が行われた。最終報告では、下水道におけるクリプトスポリジウムの実態や集団感染時の特徴が
明らかにされるとともに、平常時と異常時に分けたリスク管理方法が提示され、また、具体的なリス
ク管理のための下水・汚泥処理プロセスのクリプトスポリジウム除去効果が示された。

2.1.6　バイオガスプラントによる積雪寒冷地における地域資源の循環利用技術

　北海道の北部・東部では、大規模な土地利用型の酪農経営が行われているが、この地域からは膨大
量の家畜ふん尿が排出され、さらに、乳業工場等からの有機性廃製品や生活系からも有機性廃棄物が
排出されている。その処理と有効利用が大きな課題となっているが、この解決策の一つとして、共同
型バイオガスプラントにおいて、家畜ふん尿を主原料、他の有機性廃棄物を副資材とする嫌気発酵処
理により生成した消化液を肥料として還元利用し、さらに、バイオガスをエネルギーとして利用する
技術の開発が求められていた。
　このことから、平成 12 年から平成 23 年に「積
雪寒冷地における環境・資源循環プロジェクト
研究」を行い、北海道のような積雪寒冷地にお
いても大規模集中型バイオガスプラントの運用
が技術的にも経済的にも可能であることを実証
するとともに、バイオマス起源の生成物を地域
で効率的に利用する革新技術の開発を行った

（図－2.1.6）。
　これら一連の研究により、大規模集中型バイ
オガスプラントのエネルギ－収支や経営評価か
らの自立的運転条件およびメタンガスの効率的
な産出方法を確立した。また、乳牛糞尿を主原
料、地域バイオマス（廃乳製品、合併浄化槽汚
泥、水産加工残滓等）を副原料として効率的に
共発酵する技術を開発し、バイオガスとともに

図－2.1.6　地域資源循環の概要

図－2.1.7　酪農村地域におけるマイクログリッドモデル
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生成するメタン発酵消化液の性状と液肥としての肥効、圃場施用法を明らかにした。
　これら研究成果は、北海道農業試験会議成績会議において普及推進事項や行政参考事項などとして
全道に普及されるとともに、日本における先駆的で本格的な実証プラントとして高い評価を受けている。
　プロジェクト研究が 23 年に終了したことから、バイオガスプラントは、別海町に譲渡し、引き続
き稼働している。
　また、平成 15 年から平成 20 年に別海町にあるバイオガスプラントに併設したエネルギ－地域自立
型実証研究施設において、バイオガスから水素とベンゼン等の芳香族化合物を生成し、この水素を有
機ハイドライドとして貯蔵し、さらに有機ハイドライドから水素を再生して燃料電池発電を行う一連
のプロセス技術及び水素エネルギーの地域利用のための技術的課題の研究を行い、マイクログリッド
システムモデルを提示した（図－2.1.7）。



第２編　土木研究所の社会貢献

62

2．持続可能な社会の実現

63

2.2　社会インフラのグリーン化のための技術開発

2.2.1　グリーン化関連技術への貢献

　ここに取り上げるグリーン化技術は、環境負荷低減技術といった意味合いの技術である。ひとくち
に環境負荷低減技術といってもその対象範囲は極めて広い。何らかの形で環境負荷低減に貢献する技
術といった視点でみると、この 20 年間における土木研究所の研究成果中にもいくつかの技術を見出
すことができる。
　各種建設発生材の再利用技術、下水道における温室効果ガス排出量削減技術、都市ごみ等を建設材
料に利用する技術（エコセメント）、現地材料を有効利用するダム建設技術（台形 CSG ダム）がある。
また、工事で遭遇する汚染土壌の対策技術、環境負荷を低減する塗装や道路の凍結防止技術などもこ
の範疇に入るとして差し支えないだろう。
　グリーン化に関る研究成果はいくつかあるが、ここでは、代表的なトピックとして、台形 CSG ダ
ムの設計・施工技術、エコセメントの利用技術、再利用技術のひとつである舗装の再生技術を取り上
げ、以下に紹介する。

2.2.2　台形CSGダムの設計・施工技術

　巨大な水圧に耐えるダム堤体の形式は、それほどバリエーションがある訳ではない。コンクリート
ダムである重力式ダム、アーチ式ダム、フィルダムであるロックフィルダム、アースダムなどが主な
形式であり、従来、これら形式を前提に設計や材料、施工の合理化が図られてきた。コンクリートダ
ムの施工にフィルダムの締め固め方式を導入した RCD 施工はその代表的なものである。
　台形 CSG ダムは、従来形式のダムに対し、設計、材料、施工の合理化を目指して開発された新し
い形式のダムである。
　CSG は Cemented Sand and Gravel（セメントで固められた砂と砂利）の略であり、直訳するとコ
ンクリートと何も変わらない。コンクリートとの違いは、砂と砂利の材料範囲がかなり広いことにあ
る。ダムサイト近傍で容易に得られる河床砂礫や掘削ズリなどの現地発生材をそのまま用いようとい
うものである（ただし、大玉は取り除くものとしている）。これがグリーン化に直結する。
　これまでのダム建設では、原石山を大規模に改変し、かつ多くの廃棄材を生じてきた。台形 CSG
ダムは原石山を省略、もしくは大幅に縮小することが期待できる画期的なダム形式である。原石山を
省略することで、ダムによってはコスト縮減も期待される。
　以上は、台形 CSG ダムによる「材料」の合理化を表したものである。台形 CSG ダムの開発意義と
いってもいい。
　「材料」の合理化はよいが、現地発生材料をそのまま用いることは、当然品質の問題を引き起こす。
コンクリートと比較して強度は小さい。材料のばらつきが大きい。かといってフィルダムのような断
面を持つのでは、堤体積が大きくなり過ぎグリーン化にならない。「材料」の合理化を果たすために
は「設計」の合理化を果たす必要がある。
　材料の特性を考慮して、「設計」の合理化として「堤体内に発生する引張応力を最小限に抑制する
こと」、および「堤体内に発生する応力の変動を最小限に抑制する」ことが目標に掲げられている。
こうすることで CSG に要求される必要強度を最小とすることができる。また、CSG への要求性能も
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低く抑えることができ、結果として CSG の製
造方法、施工方法を簡素化する「施工」の合理
化も果たすことができる。
　台形 CSG ダムでは、「堤体内に発生する引張
応力を最小限に抑制」し、「堤体内に発生する
応力の変動を最小限に抑制」するため、堤体断
面として台形断面を用いている。これは、重力
式コンクリートダムで用いられている三角形断
面と台形断面での堤体内応力分布の解析結果に
基づき決定されたものである。すなわち、両者
の比較の結果、台形断面（ただし、上下流面勾
配がある程度以下の小さいものを対象）におい
て、①最大引張応力、最大圧縮応力とも小さくできるなど堤体内全体にわたり発生応力をかなり小さ
くできる、②地震や洪水に伴う急激な荷重変動に対する堤体、基礎地盤に発生する応力の変動幅を小
さくできるなど、先の CSG の設計目標に合致する結果が得られている。ダム形式を「台形 CSG ダム」
と称するのはこのことによる。
　また、材料のバラツキが避けられない台形 CSG ダムでは、設計上の材料物性値の設定および施工
時の品質管理にバラツキを考慮した手法を導入し、安全性を確実なものとしている。
　なお、台形 CSG ダムは弾性体として仮定できる範囲で設計するものとされ、フィルダムでは許容
されていない放流設備や監査廊などの構造物を堤体内（あるいは堤体上）に設置することが可能となっ
ている。
　台形 CSG ダムの設計、施工の基本的な考え方は以上の通りであるが、設計・施工手法を確立させ
るためには、細部の技術も含め、様々な具体的技術課題が存在する。土木研究所では、台形 CSG ダ
ムに関して、先の三角断面と台形断面の応力比較をはじめとする様々な堤体応力解析や材料試験を実
施してきており、その設計・施工方法の確立に貢献してきている。
　CSG が仮設構造物に初めて適用されたのは平成 4 年である。この CSG をダム堤体に用いることが
できればダム建設における堤体材料費を抑えることができる、という想いは長い間ダム関係者の胸に
くすぶり続けてきた。コスト縮減や周辺環境の保全はダムの建設技術開発における恒久的な目的であ
り、土木研究所における取組も 1990 年代前半からなされてきた。貯砂ダムや減勢工副ダムなどのダ
ム関連施設での試験施工を含め、20 年近い調査・研究が行われてきた。
　その成果として、初めての台形 CSG ダムとなる 2 つのダムが、土木研究所 90 周年の本年において
概成している（写真－2.2.1）。

2.2.3　エコセメント（環境負荷低減型セメント）の利用技術

　都市ごみ等の処理における処分場の確保やダイオキシン類・重金属類による環境汚染が大きな社会
問題となったのは平成初頭ごろからである。これらの問題改善に資するため、旧建設省において総合
技術開発プロジェクト「省資源・省エネルギー型国土建設技術の開発」（平成 3 ～ 7 年度）が実施さ
れている。ここに取り上げるエコセメント（環境負荷低減型セメント）はこのプロジェクトの一環と
して取り上げられた課題、「省エネルギー型セメントの利用技術の開発」における検討を土木研究所
の技術開発の端緒とし今日に至っているものである。ちなみに、同プロジェクトでは、ここに述べる

写真－2.2.1　完成間近な億首ダム
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エコセメントを含む 3 種類のセメントが検討さ
れている。
　土木建築用のセメントとして多く用いられて
いる普通ポルトランドセメントは、石灰石や粘
土、ケイ石などを原材料とし、これを焼成して
製造される。エコセメントの主な原材料は都市
ごみ焼却灰などの生活廃棄物であり、これに石
灰石を加えて破砕し、焼成する。従来、生活廃
棄物は埋め立て処理するしかなかった。エコセ
メントは、これを建設資材として蘇らせる画期
的なものである（写真－2.2.2）。
　エコセメントの製造過程では、1300℃以上の
高温での焼成が行われ、これにより焼却灰に含まれるダイオキシン類が分解される。また、重金属類
の一部が塩化物として揮散、回収されるが、塩化物の回収には程度の問題があり、開発当初のエコセ
メントは塩化物を 0.5 ～ 1.5％程度含む速硬形のセメントであった。大量の塩化物イオンの存在は鋼
材である鉄筋を腐食させる。エコセメントの用途は当初、無筋コンクリートに限られた。
　無筋コンクリートへの使用のみでは、エコセメントの用途が限られる。それゆえ、製造工程でより
多くの塩化物を除去すべく更なる製造技術の向上が図られた。結果、普通ポルトランドセメントに近
い性状を有する「普通エコセメント」の製造が可能となり、鉄筋コンクリートへの適用が視野に入る
ようになった。
　上述の情勢のもと、土木研究所では「普通エコセメント」を鉄筋コンクリートに利用するための共
同研究を立ち上げ、平成 15 年 3 月に成果物として「エコセメントコンクリート利用技術マニュアル」
をとりまとめ出版した。共同研究者は、東京都土木技術研究所、千葉県、埼玉県、麻生セメント（株）、
住友大阪セメント（株）、太平洋セメント（株）、日立セメント（株）であり、共同研究期間は平成
11 年度から平成 13 年度までである。
　利用技術マニュアルでは、以下の各項目について、利用にあたっての留意点を整理している。すな
わち、エコセメントコンクリートの性質、材料、配合、製造、レディーミクストコンクリート、施工、
品質管理および検査、設計に関する一般事項、寒中コンクリート、暑中コンクリート、工場製品の各
項目である。
　エコセメントコンクリートの性状は、例えばワーカビリティについて同一スランプ値を得るための
単位水量が若干大きくなる、粘性が若干高くなる、スランプロスが若干大きくなるなどの違いはみら
れるが、基本的には普通ポルトランドセメントのコンクリート性状と同様である。共同研究では、こ
のことを文献調査、試験などで確認しつつ検討を進めており、マニュアルは、利用方法が体系づけら
れている普通ポルトランドセメントコンクリートとの比較の体裁を主にとりまとめた。
　先に述べたようにエコセメントを鉄筋コンクリートに用いるには塩化物の除去が課題となった。塩
化物は除去されるようになったが、エコセメントでは塩化物イオンについて別の問題があることが示
された。
　すなわち、フレッシュコンクリート中の水に含まれる塩化物イオン量とセメントに含まれるイオン
量を計測した結果、エコセメントでは多くの塩化物イオンがセメント内に残留し、一部しか水中に溶
出しないことが明らかとなった（溶出率は 30 ～ 70％）。
　普通ポルトランドセメントのフレッシュコンクリートの塩化物イオンは水中の塩化物イオン量試験

写真－2.2.2　エコセメントの利用例
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により塩化物イオン量が評価されるが、エコセメントコンクリートで同様の評価を行うと、コンクリー
ト内のイオン量を過小評価することになる。このことを考慮し、マニュアルでは水中とセメント内の
両者の塩化物イオン量を評価する方法を提案している。

2.2.4　アスファルト舗装の再生利用技術

　アスファルト舗装発生材の有効利用
の必要性は、増大する舗装発生材と処
分地の不足から昭和時代より指摘され
てきた。そのための技術開発も進めら
れ、昭和 59 年には「舗装廃材再生利
用技術指針（案）」がまとめられ昭和
年代に何回かの改訂をみている。
　再生利用は平成初頭にはあまり実施
されていない状態であったが、こうし
た技術的な整備が進められるなか急速
な進行をみており、平成 12 年度には
アスファルトコンクリート塊の再資源
率は 98％に達している。この間、技
術基準類の改訂もあわせて実施されて
きており、現在の最新の舗装廃材の再
生利用に関する技術的な留意点等は、

（社）日本道路協会発行の「舗装再生
便覧」（平成 16 年刊行、平成 22 年改訂）
にまとめられている。近年の舗装再生
技術に関する土木研究所の主な研究成
果は両便覧に反映されているが、ここでは、平成 22 年度の改訂に際し実施した研究を対象に紹介する。
研究の背景は便覧改訂の説明書きと重複するものであり、適当と思うので意訳引用させてもらうと次
の通りである。
　「アスファルトコンクリート塊の再資源率は平成 12 年度には 98％に達しているが、その約 40％は
再生路盤材に活用されており、今後は①再生加熱アスファルト混合物への利用率も高めていくことが
求められている。また、②他産業の再生資材を積極的に舗装用材料として活用していくことが望まれ
ている。」
　①に対応するため、便覧では、再生アスファルトの劣化評価に、従来用いられてきた針入度の他、
圧裂係数による評価を加えており、改訂の最も大きなポイントとしている。
　従来のアスファルト再生材の劣化評価は針の貫入状況を評価する針入度により評価されてきた。こ
の、針入度による評価は主に原油から直接的に製造されるストレートアスファルトを対象に検討、確
立されたものである。ポリマーやゴムを加えて舗装性状を向上させた改質アスファルトについては、
規格値以下の針入度でも再生利用可能な場合があることが知られていた。
　知られてはいたが、その試験方法や評価方法が確立されておらず、改質アスファルトの再生利用の
制約になっていた。改質アスファルトの劣化を適切に評価できる指標ができれば、改質アスファルト

図－2.2.1　圧裂試験と繰り返し載荷試験

 

圧裂試験

引張り

引張り力の発生

引張り

載荷

繰り返し載荷試験

写真－2.2.3　圧裂試験装置
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の再生加熱アスファルト混合物への利用を増加させ、利用率を大きくすることができる。
　上記をふまえ、土木研究所では（社）日本アスファルト合材協会の共同研究（平成 17 年度～ 21 年
度）を立ち上げ、新た評価指標の検討を実施した。
　検討では圧裂試験に着目し（図－2.2.1、写真－2.2.3）、圧裂試験で得られる圧裂強度等の各種パラメー
ターと、劣化状況を直接的に評価する繰り返し載荷試験結果を比較し、両者間に良好な相関関係が得
られる圧裂係数（圧裂強度を最大荷重時の変位量で除したもの）をパラメーターに選定するとともに、
試験方法、評価方法および圧裂係数に基づく配合設計手法を求めている。研究の成果はそのまま便覧
に用いられており、改訂内容は先の共同研究の成果が大半を占めている。
　②の他産業の再生資材の利用に対する便覧の改訂内容は次の 2 点である。
・他産業の再生資材の安全性は、製造者が責任を負うことが基本であることを明記したこと。
・利用に際しての考え方や留意すべき項目と今までの利用状況を示したこと。
　土木研究所は、後者について、六価クロムの溶出に関する試験方法を開発・提案し、便覧に紹介さ
れている。また、再生路盤材量に木片などの異物が混入した場合の支持力の影響に関する検討を行っ
ており、同様に便覧に紹介されている。
　以上のほか、再生利用の CO2 排出量について試算を行い、プラント再生舗装工法、現位置での舗
装再生工法ともに CO2 排出量削減に効果があることを示しており、これら研究成果により、アスファ
ルトの再生利用が更に進展されるものと期待している。
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３. 活力ある国土の構築

3.1　明石海峡大橋などの海峡横断道路技術開発　

　海峡など海上部の厳しい自然条件を克服して道路網を整備していく上で、橋梁などの大規模構造物
の建設技術の開発は重要な役割を果たしてきた。特に大規模構造物の場合、従来の建設技術では適用
範囲・条件を超える部分が多々あり、土木研究所では本州四国連絡橋や東京湾横断道路などの建設に
関する総合的な研究開発に、研究所発足当時より取り組んできた。
　これらの研究成果の大部分は土木研究所 70 年史に既に紹介されているところである。振り返ると、
本州四国連絡橋に関しては、昭和 34 年に基礎調査に取り組み始め、空中写真による地質調査、海底
地形の音波調査や海中ボーリングなど、新技術を駆使するとともに、平行線ケーブル等の研究や現地
試験を実施してきた。本州四国連絡橋に関する調査研究は、事業の進捗に合わせてその内容を変化さ
せつつ進められ、これまでに基礎の耐震設計、施工、耐風設計、防食技術等に関する調査研究を実施
してきた。これらの成果は技術的課題を検討していた土木学会委員会の報告や各種指針にまとめられ、
本州四国連絡橋の建設技術を全面的に支えてきた。なお、昭和 48 年に完成した関門橋の設計施工の
際には、利用予定の最新技術が試験的に適用され、その成功は本州四国連絡橋の建設に大きな自信を
もたらすものであった。また、東京湾横断道路に関しては、日本道路公団からの受託研究（昭和 50
～ 63 年度）等を通じて各種の調査研究を実施してきた。具体的には、トンネル換気システム、シー
ルドトンネルの設計法、人工島地盤改良、多柱式基礎、橋梁部箱桁橋の耐風性、地震動及び地盤の動
的特性、沈埋トンネル及びシールドトンネルの耐震性等に関する検討が行われ、東京湾横断道路設計
基準（案）（昭和 62 年）等への成果の反映を始め建設に大きく貢献した。
　この 20 年間においても、長大橋の設計・施工に関する諸課題の解決に向けて、耐風設計、耐震設計、
新材料・新構造、防食技術等各種の調査研究が行われ、その研究成果は、明石海峡大橋、多々羅大橋
などの本州四国連絡橋の建設に反映されるとともに、その後の長大橋や一般の中小橋の建設技術の発
展にも貢献してきている。本州四国連絡橋に代表される長大橋は、極めて柔な構造であるため変形し
やすく、風荷重強度や風によって引き起こされる振動現象への対応が設計上の重要課題である。特に

写真－3.1.1　明石海峡大橋
（写真提供：本州四国連絡高速道路（株））

写真－3.1.2　東京湾横断道路
（写真提供：東日本高速道路（株））
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明石海峡大橋は、それまで世界最大の吊橋であったイギリスのハンバー橋（中央支間長 1,410m）の
約 1.4 倍の中央支間長（1,991m）となるうえ、我が国のような台風常襲地域では、耐風性の確保はこ
れまで以上に慎重に検討する必要があった。そのため、縮尺 1/100 の全橋模型を収容可能な大型風洞
実験施設を用いた耐風性の検討が行われてきた。また、長大橋の場合には鋼材を主体に構成されるが、
海上部では飛来塩分等により極めて厳しい腐食環境に曝される。そのため、耐久性の観点から、海上
部の長大橋に用いる塗装材料の適用性に関する検討が行われ、各種塗装材料の長期暴露試験により、
重防食塗装技術の開発や飛沫帯・干渉帯に適用する防食技術の開発が行われてきた。これらの調査研
究の成果は、長大橋への適用にとどまらず、その後、一般橋の建設技術の開発にも展開されている。

3.1.1　耐風設計技術

　橋梁において長大化が進むほど重要性を増す課題の一つに、耐風性の確保が挙げられる。耐風性の
確保とは、橋の設計供用期間中に考えられる風に対して、損傷や振動等の使用性に関して支障が生じ
ないように設計を行うものである。風が招いた事故としては、古くなるが、昭和 15 年に当時世界第
3 位の吊橋であった米国のタコマ・ナロウズ橋（中央支間長 853m）が、わずか毎秒 19m の風でフラッ
ター（風速がある値を超えると振幅が急激に大きくなる振動のうち、ねじれあるいはねじれと曲げが
連成した振動をいう。）が発生し落橋した事故はあまりに有名である。これを契機として、長大橋の
建設の際には、風洞試験により耐風性が確認されるようになった。
　土木研究所では、こうした振動問題に対して、長大橋に限らず、一般橋及び橋梁部材も含めて風洞
施設を利用した広範な調査研究に長年取り組んできた。長大橋では、全橋模型を用いた風洞試験によ
り気流の影響や橋全体の静的変形、高次の振動モードの影響を把握することが重要となるが、この場
合、風洞施設の大きさに影響され模型縮尺が制限されてしまう。そこで、平成 3 年に、明石海峡大橋、
多々羅大橋および来島海峡大橋の耐風性の全橋模型試験による検証等を目的として、土木研究所と当
時の本州四国連絡橋公団（現、本州四国連絡高速道路（株））との共同研究の一環として、土木研究
所構内に大型風洞施設（測定洞：幅 41m、高さ 4m、長さ 30m）が新たに建設され、様々な調査研究
が行われた。主な成果は以下のとおりである。
1）耐風性照査手法の開発
　　明石海峡大橋、多々羅大橋、来島海峡大橋について全橋模型の風洞試験により耐風性を確認した。

明石海峡大橋では、毎秒 80m の暴風にも耐えられることが確認された。
2）二次元風洞試験（バネ支持試験）の課題の明確化
　　長大橋の耐風性の照査においては、風荷重による三次元的な変形性状、高次振動モードの連成、

周辺地形の影響等を考慮する必要があり、従来の二次元バネ支持試験では耐風性の検証が難しいこ
とが明らかとなった。

3）対風応答解析手法の開発
　　全橋模型の風洞試験結果との比較を通して、三次元フラッター解析手法とガスト応答解析手法の

妥当性の評価、精度向上を実現した。これらの解析手法は、検討段階や軽微な断面変更時における
耐風性照査に活用できるようになった。

4）実橋構造の合理化
　　風洞試験を実施した個々の長大橋において、側径間の鉛直スタビライザーの省略（明石海峡大橋）、

架設時における補剛桁補強範囲の縮小（多々羅大橋）等の構造の合理化が図られた。
　このように大型風洞施設を利用した精緻な風洞試験により得られた調査研究成果は、世界一の長大
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橋となった明石海峡大橋をはじめとする本州四国連絡橋プロジェクトの実現に貢献するとともに、長
大橋の耐風設計技術を確立する上で大きな役割を果たしてきたと言える。また、こうした長大橋から
一般橋に至る風洞試験データの蓄積や耐風性の知見は、平成 19 年に改定された ｢道路橋耐風設計便
覧｣ にも反映されている。例えば、合理化鋼少数主桁橋の推定式に基づく耐風性照査法が示され、橋
梁の規模・条件によっては風洞試験を行わずに耐風性を確認することが可能となった。

3.1.2　防食技術

　海峡横断道路では海塩の影響により腐食環境が厳しいことや、塗装による防食では不可欠となる定
期的な塗替塗装の労力が大きくなることなどから、防食技術についても海峡横断道路に適した技術開
発が行われてきた。本州四国連絡橋などを契機とする防食技術の研究により、このような条件におけ
る防食塗装系として「重防食塗装系」（ジンクリッチペイント下塗り、エポキシ樹脂系下塗り、ウレ
タン（またはふっ素）樹脂系上塗りの組み合わせ）が本州四国連絡橋などの長大橋に採用されるとと
もに、平成 2 年版「鋼道路橋塗装便覧」においても、厳しい腐食環境や塗替えが容易でない橋梁にこ
れを適用することが示された。
　この当時の重防食塗装系には C-1 系から C-4 系までの 4 種類の塗装系があり、実状に合わせた選択
の自由度があったものの、一方でより優れた防食性能を得る余地もあった点や、一般塗装系に比べて
やや高価であったことなどが課題としてあげられる。このため最良の防食性能を得るための検討が行
われ、重防食塗装系の中でもできるだけ優れた防食性能を有する塗装仕様が検討・開発された。一方
価格については、重防食塗装系はその優れた防食性能から塗替えまでの期間やその後の塗替え間隔な
どを考慮したライフサイクルコストでは安価と考えられたが、初期費用が高いことは採用にあたっ
て障壁となる場合もあったため、材料の改良による低コスト化が検討された。これらの検討の結果、
C-1 から C-4 系では下塗りが 2 回塗りとなっていたものが、材料の改良により 1 回塗りで同程度の膜
厚を得られる塗装系が開発され、コスト縮減が図られた他、上塗り塗装が最も耐候性の優れた工場
塗装のふっ素樹脂塗料に統一された。これらの結果は、平成 17 年版「鋼道路橋塗装・防食便覧」の
C-5 系に反映され普及している。また、さらなるコスト削減に関する研究が民間会社との共同研究に
より実施され、従来の重防食塗料と同等の膜厚・防食性能を有しながら、塗装費用のより安価な塗装
系として提案されている。

写真－3.1.3　明石海峡大橋の全橋模型試験
（写真提供：本州四国連絡高速道路（株））

写真－3.1.4　多々羅大橋の全橋模型試験
（写真提供：本州四国連絡高速道路（株））
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　一方、平成 2 年版「鋼道路橋塗装便覧」では、一般環境や、やや厳しい環境の場合には、「一般塗
装系」（鉛系錆び止め塗料とフタル酸系や塩化ゴム系の上塗り塗料を組み合わせ）が示されたが、い
ずれの場合においても、概ね 10 年程度で塗替えが必要となることから、その省力化が課題となって
いた。重防食塗装系は一般塗装系に比べて防食性、耐候性などが優れており、塗替間隔も長くするこ
とが期待できることから、これを一般環境で使用することで維持管理の労力軽減に寄与できることが
確認され、平成 17 年版「鋼道路橋塗装・防食便覧」では、新設構造物については、重防食塗装系の
適用を基本とすることとなり、鋼構造物防食の維持管理の軽減に寄与する結果となった。
　海峡横断橋の下部構造の防食技術についても、研究開発が進められた。駿河湾にある海洋技術総合
研究施設では、昭和 59 年に（社）鋼材倶楽部（現、（社）日本鉄鋼連盟）との間で海洋環境における
鋼材の防食技術に関する共同研究が開始され、ここで得られた膨大な研究成果から、チタンクラッド
鋼を主とする防食手法が優れた耐食性を発揮することが明らかとなり、東京湾横断道路の飛沫帯の防
食に採用された。なお、この共同研究は現在においても継続して進められており、さらに長期の耐食
性に関するデータ取得が継続実施されている。
　チタンのような新しい材料の鋼橋防食への採用は、上部構造についても研究開発が進められた。鋼
桁等の部材角部は十分な膜厚が付きにくく傷がつきやすいなどの理由により、塗膜の弱点部となりう
るため、特に角部の耐食性を向上させることは、鋼橋全体のライフサイクルコスト低減の観点から意
義が大きい。そこで、角部などの塗装の弱点部の被覆にチタン箔を取り入れることで耐食性を向上さ
せる技術開発が行われた。この研究ではチタン箔を貼り付けた塗膜の耐久性、チタン箔端部・損傷部
からの腐食の進行、施工性などについて研究を行い、チタン箔シートの適用効果および適用法等を明
らかにした。数橋で試験施工が行われた段階であるが、6 年程度経過後においても良好な耐食性を発
揮していることが分かっている。

写真－3.1.5　東京湾横断道路におけるチタン
クラッド鋼による防食の採用（赤線囲み部分）

図－3.1.5　チタンクラッド鋼防食の構造
（左）と長期耐食性試験供試体（右）

鋼製橋脚

橋脚鋼/クラッド鋼
溶接部

チタン鋼/クラッドチタン
溶接部

鋼/チタン
クラッド
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3.2　維持管理（長寿命化・診断・補修・再開発）技術開発

3.2.1　鋼床版橋の疲労耐久性の向上

　我が国の道路橋は、高度経済成長期と前後し
て 1950 ～ 70 年代に大量に建設されてきた。建設
後 50 年以上を経過した道路橋が飛躍的に増加し
つつあるが、高齢化が進む中、腐食 , 塩害 , 疲労 ,
アルカリ骨材反応などの劣化損傷が顕在化してき
ており、供用性に重大な影響を与える事例も報告
されている。厳しい財政事情の下で、橋の健全性
を適切に評価し、予防保全の考え方を取り入れな
がら戦略的に維持管理するための点検、診断、補
修・補強技術の研究開発が必要とされている。
　鋼橋では、平成 14 年に改定された道路橋技術
基準において疲労設計が導入される一方で、既設
橋では大型車の交通条件の厳しい路線を中心に疲
労損傷事例が多数報告されている。特に鋼床版で
は、供用安全性に影響を与える疲労損傷（写真－
3.2.1）が確認され、土木研究所では、関係機関と
連携しながら , 損傷事例の調査・分析 , 実大鋼床
版試験体を用いた輪荷重走行試験、FEM 解析等
により、損傷原因の解明、調査技術、補修・補強
技術及び耐久性に配慮した構造細目の改良に関す
る調査研究を行ってきた。
　鋼床版のデッキプレート内に進展するき裂（以
下、デッキ進展き裂）は、進展するとデッキプレー
トの破断につながるが、舗装下に隠れているため
目視による確認が困難である。また、溶接線に沿っ
て長く進展していくと、舗装の損傷や路面の陥没
を引き起こし車両の走行に支障を来すおそれがあ
ることから、供用安全性の確保のためには出来る
だけ早期に発見して対策を講じる必要がある。こ
のため、民間（菱電湘南エレクトロニクス株式会
社および三菱電機株式会社情報技術総合研究所）
との共同研究により、き裂を検出するための調査
技術として超音波探傷法を用いた非破壊調査手法
の検討を行い、き裂の進展初期の段階で確実に検
出できる信頼性を確保した超音波自動探傷装置を開発した。同技術については、現場での試行・検証

（写真－3.2.2）を行うとともに、「鋼床版デッキプレート進展き裂の調査のための超音波探傷マニュア

写真－3.2.1　鋼床版デッキプレ－トの
疲労損傷

写真－3.2.2　開発した超音波探傷
装置の現場試行

写真－3.2.3　SFRC 舗装の水張り状
況下での輪荷重走行疲労試験

デッキプレート

Ｕリブ

亀裂

デッキプレート

Ｕリブ

亀裂

デッキプレート

Ｕリブ

亀裂

輪荷重による変形挙動

舗装下の亀裂模式図
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ル（案）」（土研資料、H21.3）をまとめており、既にき裂調査に適用されており、目視困難なき裂の
検出に貢献している。
　また、鋼床版の疲労耐久性向上技術の一つとして、既存の舗装を剛性の高い鋼繊維補強コンクリー
ト（SFRC：Steel fiber reinforced concrete）舗装に置き換え鋼床版と一体化を図る対策技術を取り上げ、
同技術の標準化を目指して、民間（（株）横河ブリッジ、（株）NIPPO、鹿島道路（株）、大成ロテック（株））
との共同研究を行い、構造細目を検討するとともに輪荷重走行試験を用いた SFRC の耐久性等の検
証を行った（写真－3.2.3）。また、SFRC 舗装の適用に際しての基本的な考え方、使用材料、構造細
目、施工方法等について、｢SFRC 舗装による既設鋼床版の補強に関する設計・施工マニュアル（案）｣ 

（共同研究報告書、H21.10）をまとめており、同マニュアルを参考にした施工が試行されている。
　新設鋼床版の設計に関しても、国土技術政策総合研究所と日本橋梁建設協会との共同研究により、
疲労耐久性の向上の観点から、デッキプレートの厚板化（従来の 12mm から 16mm に増厚）による
構造の改良案を提案している。本研究成果は、平成 24 年に改定された道路橋示方書に反映されている。

3.2.2　トンネルの補修・補強技術

　国内の道路トンネル数は年々増加しており、2010 年 4 月現在でトンネル箇所数約 9,900、総延長約
3,700km に達している。しかしながら、供用中のトンネルの中には、写真－3.2.4 に示すように覆工コ
ンクリートにひび割れ等の変状が認められるものがある。トンネル覆工の変状原因は、外力の作用に
よるものと覆工コンクリートの材質劣化に大別され、変状対策として用いられる補修・補強工の適用
性や効果も発生原因によって異なる。外力によっ
て変状が発生したトンネルに対しては、耐荷力を
強化することを目的とした各種の補強対策が実施
されているが、内空断面に余裕が無い場合に圧縮
力に対しても十分な補強効果が期待できる補強対
策がないのが現状である。また、従来から覆工コ
ンクリートのはく落防止を目的とした補修工とし
ては、代表的なものとして繊維接着工法がある。
しかし、不透明な材料を用いた場合、一度対策工
を実施するとその後の覆工コンクリート表面の観
察ができないなど維持管理上の課題がある。
　土木研究所では民間各社との共同研究を行い、
内空断面に余裕が無い場合でも圧縮力に対して十
分な耐荷力が確保できる内面補強工の開発およ
び、対策工を実施した後でも覆工コンクリート表
面のひび割れ等の変状観察が可能な新しい材料等
を用いた補修技術の開発を行った。
　開発した各補強工に対しては、載荷パタ－ンを
想定した実大のトンネル覆工載荷実験を行い、そ
の耐荷力および破壊形態を明らかにすることでそ
の補強効果を把握した。土木研究所と民間各社が
開発した補強工法は、①連続繊維メッシュ入り短

写真－3.2.4　覆工コンクリートの変状例

写真－3.2.5　トンネル補修工の施工
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繊維混入モルタル内巻き工（内巻き補強材として、圧縮強度とじん性に優れた短繊維混入モルタル
と、引張補強材として連続繊維メッシュを組み合わせた工法）、②部分薄肉 PCL 版設置工（建築限界
を侵す可能性の高いトンネル肩部のみを薄肉化した鉄筋入りの超高強度鋼繊維補強コンクリートによ
る PCL 版）、③エキスパンドメタルまたは鋼板入り ECC 吹付け工（覆工内面にエキスパンドメタル
を設置したのち高靱性繊維混入セメント（ECC：Engineered Cementitious Composites）を吹付け）、
そして④ポリオレフィン短繊維混入コンクリート吹付け工である。
　また、補修技術の開発にあたっては、供試体を用いた押抜き載荷試験を行い、耐荷性能を確認すると
ともに、補修後のコンクリート面の可視性について目視による経過観察を行った。土木研究所と民間各社
が開発した補修工法は① NAV 工法および②光ネット可視工法である。代表的な例を写真－3.2.5 に示す。
　開発した補強工法に関しては国道 47 号線鳴子トンネルで実際に供されているとともに、補修工法に関
してはこれまでに適用された面積としておよそ 1 万
m2 を超える 12 本のトンネルで使用されている。今
後とも実現場での効果の確認を引き続き行うととも
に、耐久性についての確認を行っていく必要がある。

3.2.3　トンネルの換気施設

　交通量が多く、延長が比較的長い道路トンネル
においては、利用者の安全性と快適性および円滑
な交通を確保するために換気施設が設置されてい
る。近年、自動車の性能向上や排出ガス規制の強
化などにより、換気施設の設計に用いる自動車 1
台あたりの排出ガス量が経常的に減少してきた。
また、自動車の形状の変化、軽自動車の保有台数
の増加等、換気施設を取り巻く情勢が大きく変化
してきた。
土木研究所では、近年の自動車からの排出ガス量
の減少に伴い、これらを反映させた合理的な換気
施設の設計が可能となるような取り組みとして、
供用中の道路トンネルにおける実態調査を通し
て、自動車 1 台あたりの排出量の見直しを行うと
ともに、台上試験により速度勾配補正係数等の把
握を行った。
　その結果、平成 12 ～平成 19 年度に実施した供
用中の道路トンネルにおける実態調査（写真－
3.2.6）から、自動車 1 台あたりの排出量は、車道
風速の測定の困難さなどの原因でばらつきはある
ものの、自動車排出ガス規制の強化に伴い、従来
の換気施設の設計に用いられていた値に比べて大
幅に減少してきていることが認められた。これら
の実態調査結果およびこれまで実施されてきた自

写真－3.2.6　実態調査の状況例

図－3.2.1　コスト縮減効果

表－3.2.1　自動車 1 台あたりの煤煙排出量
（単位：m2/km･ 台）

新基準 旧基準
大型車 小型車 大型車 小型車

1.5 0 .3 5 . 1（2 .3） 0 .5（0 .8）
※（　）の値は高速自動車国道を対象

（日本道路公団設計要領第三集（平成14 年9 月））

削減効果の一例
［延長 2,000mの一般国道（対面通行）トンネルの場合］

旧基準 新基準

１２台１２台 ４台４台

有害成分（煤煙濃度）の状況は

換気機１２台から４台へ８台削減（６７％削減）

(1)更新コスト(1)更新コスト (2)整備コスト(2)整備コスト

0

40,000

80,000

120,000

160,000

旧基準 新基準
0

20,000

40,000

60,000

80,000

旧基準 新基準

費
用（
百
万
円
）

約500億円削減
　（50億円/年）
約500億円削減
　（50億円/年）約1000億円

削減
約1000億円
削減

変化なし
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動車の排出ガス規制を踏まえて、表－3.2.1 に示すように自動車排出ガス規制を考慮した煤煙の 1 台
あたりの排出量を提案した。
　本研究成果は、道路トンネルの換気施設の合理的かつ経済的な設計を行うために技術的なよりどこ
ろとなっている「道路トンネル技術基準（換気編）・同解説」（（社）日本道路協会　平成 13 年 10 月）

（以下、「旧基準」という）の自動車 1 台あたりの排出ガス量、速度勾配補正係数等の諸数値を見直し
「道路トンネル技術基準（換気編）・同解説　平成 20 年版」（（社）日本道路協会　平成 20 年 10 月）（以
下、「新基準」という）に反映され、現在、全国の道路トンネルの換気施設の設計に活用されている。
コスト縮減効果に関する以下の試算結果等から極めて高い社会的効果が期待できる（図－3.2.1）。
・延長 2000m の一般国道（指定区間）（対面通行）トンネルにおいては主要の環境を確保するために

は旧基準では 12 台のジェットファンが必要であったが、新基準では 4 台のジェットファンで済み、
換気施設が 8 台（約 67%）も削減される。

・トンネル現況調査（平成 20 年 4 月）による道路種別毎の道路トンネル本数をもとに、①更新コス
トとして、旧基準で整備済みのトンネル換気施設が新基準により更新されると仮定した場合のコス
ト縮減額は約 1072 億円となる。また、②整備コストとして、過去 10 年間で整備されたトンネルが
今後新設されるとし、旧基準と新基準によりトンネル換気施設が整備された場合のコストを比較す
ると、概ね約 500 億円の削減（1 年間あたり約 50 億円削減）できる。

3.2.4　�フィルダムの安全管理におけ
るGPSの利用

　ダムの安全管理は、ダムが所期の機能を確実
に発揮していく上での前提となる施設の安全性
を巡視・計測等を通じて保持するという極めて
重要な行為である。その技術的な基準は、（社）
日本大ダム会議による「ダム構造物管理基準」

（1973 年）による明文化を経て、1976 年に河川
管理施設等構造令（政令）及び同施行規則（建
設省（現、国土交通省））に定められている。
　外部可動標的設置型 GPS センサ－は、フィ
ルダム堤体法面に設置されている測量用標的基
礎などに設置する。測量用標的基礎に設置する
ことで、GPS の計測結果と従来の測量結果の
クロスチェックを行うことができる。土木研
究所では、フィルダムのコアの変形を直接的
に計測可能で、かつ管理車両の障害とならな
い GPS センサ－の設置形状として、写真－3.2.7
に示す、測量標的用のマンホール内に GPS ア
ンテナを格納する構造を開発した。また、積雪
寒冷地対応としてマンホ－ルふたへの着雪が
GPS 変位計測精度に及ぼす影響について検討
した結果、圧雪にして 10㎜程度の着雪であれ

写真－3.2.7　天端埋設型 GPS

図－3.2.2　地震時の石淵ダム
の変位計測結果

4/7 Aftershock 

D
/S

-U
/S

 
D

isp
la

ce
m

en
t (

m
m

)  
D

am
 a

xi
s 

D
isp

la
ce

m
en

t (
m

m
) 

Ve
rti

ca
l d

isp
la

ce
m

en
t 

(m
m

)  

GPS After error processing 

U/S 
D/S 

R/B 
L/B 

Upward 
Downward 

* Displacement was set to zero when the GPS was installed after the Iwate-Miyagi Nairiku 
Earthquake in 2008

3/11 Main shock 

12mm 

FRP樹脂性マンホール

天端測量標的

GPSセンサー



第 2 編　土木研究所の社会貢献

76

3．活力ある国土の構築

77

ば問題なく変位計測が可能であることが明らかにし、実ダムへの適用を行った。
　また、GPS変位計測システムをフィルダムの外部変形計測へ効率的かつ効果的な適用を目的として、
外部変形計測の重要測点選定の方法について検討を行った。このフィルダムの外部変形計測の重要測
点の選定は、選定の過程で、設計・施工条件や、湛水後の各種計測データを総合的に整理・分析する
ものである。GPS 変位計測システムは、石淵ダム（堤高：53m、国土交通省東北地方整備局）をはじ
め多くのフィルダムに適用されている。石淵ダムでは、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平
洋沖地震において、図－3.2.2 に示すように、本震と 4 月 7 日に発生した最大余震時の変形を高精度に、
ほぼリアルタイムで計測することができ、維持管理技術、安全管理技術の高度化を実現した。本研究
で得られた、GPS を用いた高精度な変位計測については、重力式コンクリートダムの変位計測へも
適用を進めている。

3.2.5　鋼橋維持管理とインバイロワン

　鋼橋塗装では定期的な塗替が必須であり、その
維持管理における割合は大きい。鋼橋の防食塗装
系には一般塗装系（鉛系錆び止め塗料とフタル酸
系や塩化ゴム系の上塗り塗料の組み合わせ）と、
重防食塗装系（ジンクリッチペイント下塗り、エ
ポキシ系中塗り、ウレタン（またはふっ素）樹脂
系上塗りの組み合わせ。防食性に優れ、塗替え間
隔が長い。）がある。塗替えにおいては、それぞ
れ、もとの塗装系と同等の塗装系により塗り替え
るのが通常であったが、維持管理低減の観点から
は、既に一般塗装系で防食されている鋼橋におい
ても、一般塗装系による塗り替えを行うのではな
く、塗替の機会に重防食系に塗り替えるのが望ましい。しかし、一般塗装系から重防食塗装系への塗替
にあたっては、一度すべての塗膜を剥離する必要があることが課題となっていた。塗膜の全剥離には通
常、ブラスト法が使われる。珪砂や鋼球などの研創材を高速で吹き付けて塗膜を除去する方法であるが、
粉塵や騒音など、作業者や周辺環境に与える影響が大きく、実施する場合の養生や現場管理、さらに
は大量の使用済の研創材の処理などもあり、採用できる現場・構造物は比較的限られていた。また、ブ
ラスト法以外の手法としては、ディスクサンダ－などの動力工具を用いる方法もあるが、大面積を効率
的に適用できる方法ではなく、また、得られる素地状態もブラスト法に比べて劣るなどの欠点があった。
　上記の課題を解決する方法について研究を進め、民間会社との共同研究により開発に成功したのが
インバイロワン工法である。インバイロワンは土木構造用の一般塗装系に適用可能な塗装剥離剤であ
る。従来も塗装剥離剤はあったが、塩素系の溶剤をつかうものが主で、剥離性能や環境への影響など
から土木構造用塗料では実用化されていなかった。インバイロワンはローラーなどで一般塗装系塗膜
に塗布後、18 ～ 24 時間程度放置することで塗膜内に浸透し、塗膜を軟化させる。軟化した塗膜はス
クレ－パなどで容易に剥離させることができる。一度に最大 500μm 程度の塗装系を除去可能である。
高級アルコールを主成分としており、臭気や作業員への悪影響や騒音なども殆どなく、旧塗膜の安全・
確実な回収が容易である。また、剥離作業後に重防食塗装系を再塗装するにあたって、水洗などをす
る必要がないことも研究によって明らかとなり、この工法の大きな特徴となった。

写真－3.2.8　インバイロワンによる塗膜剥離
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　これらの数々の特長から、周辺環境への影響が懸念される塗替工事や、旧塗膜に有害物質（例えば
鉛やクロムなど）が入っている場合に、特に有効な手法として、その後広く採用されることとなり現
在に至っている。旧塗膜に有害物質を含む場合にブラスト工法を採用する場合には、大量の有害物質
を含んだ使用済研創材が廃棄物として発生するが、この処理費用は電動工具などによる場合の数倍に
なる。一方、インバイロワン工法による場合は、旧塗膜は塗布したインバイロワンとともに回収可能
であるので、廃棄物発生量はブラスト工法に比べて 1/20 ～ 1/10 程度となり、コストを下げることが
できることが分かった（ブラスト工法に比べ 84％向上）。また、現場から発生する粉じん量について
も、ブラスト工法では 180 ～ 200mg/m3、動力工具でも 18mg/m3 程度であるのに対して、インバイ
ロワン工法による場合には 0.5mg/m3 程度と大幅に低減できることが確認された。これらの効果が評
価され、本技術は第 8 回国土技術開発賞最優秀賞（国土交通大臣賞）、第 2 回ものづくり日本大賞（内
閣総理大臣賞）を受賞するに至った。

3.2.6　コンクリート構造物の診断技術

　我が国では、膨大な数のコンクリート構造物が社会資本と
して利用されている。これらの構造物を長期間にわたって利
用していくには、定期的な点検・調査を行い、構造物に著し
い劣化が生じる前に補修等を行っていくことが不可欠である。
　コンクリート構造物の点検・調査手法には、①調査結果が
構造物の性能を良く示していること、②精度が良いこと、③
構造物に与える影響が少ないこと、④費用が少なくてすむこ
と、といった点で優れていることが求められる。しかし、実
際にはこれらの全てを満足する調査方法はないので、様々な
調査手法の長所／短所を考慮し、点検・調査の目的に合致し
た方法を選定することが重要となる。
　そこで、土木研究所では、日本構造物診断技術協会との共
同研究（平成 4 ～ 9 年度、平成 12 ～ 14 年度）などを通じて、
非破壊・微破壊試験方法を活用した既設コンクリート構造物の点検・調査手法について検討してきた。
その成果は、「非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル」としてとりま
とめ、発刊した（図－3.2.3）。このマニュアルは、類書と比較して、実務上の利便性や調査・診断の
経済性を考慮し、“定番”ともいえる調査項目・調査方法に内容を限定していること、調査の留意点
や調査結果の誤差を紹介していること、調査による構造物への影響を軽減するため、非破壊試験を活
用する方法について、記述を充実させたこと、などに特長がある。
　その後、土木研究所では、上記の検討で得られた知見を活用し、塩害、アルカリ骨材反応などによっ
て劣化した構造物の維持管理に活用すべく提案してきた。土木研究所が策定に協力した技術規準類と
して , 平成 20 年 4 月に公表された「塩害橋梁維持管理マニュアル（案）」（橋梁塩害対策検討委員会 ,
委員長丸山久一長岡科学技術大学教授）や , 平成 20 年 3 月に公表された「アルカリ骨材反応による
劣化を受けた道路橋の橋脚・橋台躯体に関する補修・補強ガイドライン（案）」（ASR に関する対策
検討委員会 , 委員長宮川豊章京都大学教授）がある。

図－3.2.3　非破壊試験を用いた土木コン
クリート構造物の健全度診断マニュアル
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3.3　設計 ･施工の高度化・効率化のための技術開発

　土木研究所では、様々な土木構造物等の合理的な設計・施工法を開発し、各種の基準類やガイドラ
イン等の形でその成果を確立し、普及に努めてきた。ここでは、性能規定発注の支援への取り組み、
新たな設計・施工法の開発および普及の取り組み、新技術・新材料の開発および普及の取り組みにつ
いて、代表的な例を紹介する。

3.3.1　舗装工事の性能規定化　

　平成 13 年 3 月 30 日に閣議決定された「規
制緩和推進 3 カ年計画」において「基準の
内容が技術革新に対して柔軟に対応できる
よう、仕様規定となっている基準について
は原則としてこれをすべて性能規定化する
よう検討を行う」という政府全体の方針が
示され、舗装工事についても、材質の名称

（仕様）を挙げることで舗装構造を限定的
に規定している現行規定を性能規定化し、

「自動車の輪荷重（49kN）」に耐えうること
を基本的な性能として、さらに「自動車の
安全かつ円滑な交通を確保することができ
る構造」の舗装とすることとして、道路構
造令が改正されるとともに、車道及び側帯
の舗装の構造に基準に関する省令が制定さ
れた。
　土木研究所ではこうした背景を受け、従
来の「アスファルト舗装要綱」、「セメント
コンクリート舗装要綱」に代表される仕様
規定に基づく（社）日本道路協会の技術図
書を全面的に見直し、「舗装の構造に関す
る技術基準・同解説」をはじめとする、性
能規定に基づく技術基準類の改訂に中心的
な役割を果たしてきた。図－3.3.1 に路面の
機能と求められる舗装の性能の例を示す。
　舗装工事に関する技術基準類の性能規
定化以降、土木研究所では現場における
性能規定発注を支援することを目的とし
てさまざまな性能評価法を提案してきた。
　疲労破壊輪数は、舗装の性能のうち、
その耐久性を示す最も重要な指標である。 写真－3.3.1　路面騒音測定車

図－3.3.1　路面の機能と求められる
舗装の性能の例

図－3.3.2　疲労破壊輪数の検討
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土木研究所では昭和 60 年から全国 28 個所において、FWD（衝撃式路面たわみ測定車）による路面
のたわみ性状とわだち掘れ量やひび割れ率などの路面性状について追跡調査を実施しており、これま
でに得られたデータから、施工直後のたわみ量により舗装構造の疲労破壊輪数を評価する方法を提案
した（図－3.3.2）。
　また、性能規定発注が実施され始めた初期の段階では、騒音低減性能を求める事例が多く、これを
支援するためにさまざまな取り組みを行ってきた。まず、当初は特殊なタイヤを装備した騒音測定車
でなければ騒音低減性能の評価はできないこととなっていたが、より汎用性を高めるために通常タイ
ヤによる測定方法を提案するとともに、従来の特殊車両との測定結果に差が生じないようにするため、
土木研究所構内に騒音測定用の路面を設け、測定車のキャリブレーションも行っている。
　このように、舗装工事の性能規定化を実現する上で土木研究所の果たした役割は大きく、今後も新
たな性能評価法の提案などに取り組んでいくこととしている。

3.3.2　橋台部ジョイントレス構造の設計・施工法の確立

　既設橋でみられる橋の維持管理上の課題の 1 つとして、桁端部や支承部の腐食や、伸縮装置の損傷
などがある。このような課題に対応する方法の 1 つとして、橋台と上部構造を剛結して支承と伸縮装
置を省略した橋台部ジョイントレス構造（門型ラーメン構造、インテルグラルアバット構造）（図－
3.3.3）の採用がある。この構造は維持管理の合理化のほか、地震時の落橋に至るリスクの軽減も期待
されるため、今後の既設橋の更新需要等を考慮した場合、こうした構造の適用条件や設計法等を明ら
かにしていくことが重要となる。このうち、桁の伸縮に追随する機能を橋台の杭基礎が柔軟に変形す
ることにより確保し、橋台と上部構造を剛結してジョイントレス化した構造であるインテグラルア
バット構造は、米国で 1930 年頃に開発されて以来、欧米では普及が進んでいるものの、日本では設
計法が体系的に整備されていないという課題があったため普及が進まない状況であった。
　このため、構造物メンテナンス研究センター（平成 19 年度までは基礎チーム）では、平成 18 年度
から 21 年度にかけて（一社）鋼管杭・鋼矢板技術協会、（社）プレストレスト・コンクリート建設業
協会、（一社）日本橋梁建設協会、（一社）建設コンサルタンツ協会とインテグラルアバット構造の設
計法及び施工法に関する共同研究を実施した。この共同研究では、国内外の基準類や事例の調査を行
い設計・施工にあたっての課題等を整理した上で、解析的な検討等を行い、適用条件、設計で考慮す
る荷重、解析モデルや抵抗要素の設定、橋台と基礎あるいは上部構造との接合構造などを検討した。

図－3.3.3　橋台部ジョイントレス構造の種類

（b）インテグラルアバット構造（a）門型ラ－メン構造
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特に、採用実績が多い欧米に比べて地震に対するリスクが高いという我が国の特性を踏まえ、本構造
の最大の特徴である維持管理の観点のみならず、大規模地震時に対する耐震性の観点についての検討
も行い、適用条件等に反映させている。
　これらの検討成果は、インテグラルアバット構造の設計法及び施工法として体系化し、「インテグ
ラルアバット構造の設計・施工ガイドライン（案）」として共同研究報告書に取りまとめた。なお、
本研究の成果は、平成 24 年に改定された道路橋示方書下部構造編において新たに規定された「橋台
部ジョイントレス構造」にも反映された。

3.3.3　情報化施工技術及び建設機械の自動化技術の推進

　情報化施工は、建設産業の効率化・生産性に寄与する施工手法であり、設計時データ及び施工デー
タを効果的に利用することにより品質管理を向上するものである。2000 年代より、通信に関する規
制緩和や通信技術の発展、位置特定技術の開発・普及などに伴い研究・開発が進み、測量機器を搭載
した建設機械の導入が図られ、大規模な施工現場で活用推進されるものとなった。
　近年は、河川土工や道路土工での盛土施工において、情報化施工技術を活用した施工及び施工管理
が進められている。具体的には、ICT：情報通信技術（TS：トータルステーション ,GNSS：全地球
航法衛生システム）及び施工情報（2D,3D データ）を活用し、建設機械のマシンガイダンスやマシン
コントロールといった施工支援及び盛土の出来形や締固め状況等の施工管理が進められている。

　土木研究所技術推進本部先端技術チームにおける情報化施工技術への取組に関しては、昭和 45 年
度（旧建設省土木研究所機械研究室時代）より、建設機械を用いた施工技術に関する研究として、「建
設機械の自動化に関する調査試験」「建設機械の制御システムに関する研究」を進めており、現在、
建設機械のマシンコントロール・マシンガイダンス技術の基礎となる建設機械の自動化・ロボット化
技術に関する研究を進めている。
　また、近年情報化施工技術の普及を進めるうえで、一定以上の規模や現場内でのコスト償却が可能
であることを前提として開発されシステムが多かったため、他現場へのデータ互換は考慮せず、使用
するデータ定義も非公開だったため転用できないなどの課題を解消するため、情報化施工時に利用す
るデータの交換標準に関する研究を進め、平成 20 年 12 月に ISO（国際標準化機構）事務局より承
認を受けた ISO15143 Worksite data exchange 「Part1:System architecture 」「Part2:Data dictionary」
が制定され、情報化施工技術推進に寄与している。

写真－3.3.2　 TS による出来形管理 写真－3.3.3　締固め回数管理
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3.3.4　低改良率セメントコラム工法（ALiCC工法）の開発

　軟弱地盤対策において、セメントなどの改良材を用いた地盤改良の果たす役割が大きくなってきた
が、軟弱地盤が厚い場所の盛土造成等で、大規模
な地盤改良が必要となるなどの問題があり、設計
法の合理化が強く求められていた。土木研究所で
は平成 10 から 14 年度に基礎地盤コンサルタンツ
㈱、㈱キタック、不動テトラ㈱とともに共同研究
に取組み、従来よりも面的に低い改良率で盛土の
安定や沈下抑制を図る「低改良率セメントコラム

（ALiCC）工法」を開発した。平成 18 年 12 月に
は「地盤改良のための ALiCC 工法マニュアル」（土
木研究所法人著作）を発刊し、平成 20 年 3 月に
ALiCC 工法研究会を設立し、工法の普及、設計
及び施工技術の向上を図っている。
　深層混合処理工法による軟弱地盤対策はそれま
で、図－3.3.4 のように盛土の両サイドののり面下
を集中的に改良する形式（改良率 50％以上）が
主体であった。これは「盛土の安定を図る上でもっ
とも効果的なのは、のり面下の改良である」とい
う円弧すべり安定計算からの結果に基づくもので
あった。また、盛土周辺への側方変形の抑制という観点からも、長い間この改良形式による対策が主
流となっていた。しかしながら、改良の行われていない盛土下中央で大きな圧密沈下が生じ、これに
よりのり面下の改良柱体が外側に押され、盛土周辺部に側方変形が起きたり、また、改良部と無処理
地盤部との不同沈下によって段差が発生し、盛土内に亀裂が生じるなどの問題も起きることもあった。
　低改良率セメントコラム工法（ALiCC 工法）は、図－3.3.5 に示すとおり、深層混合処理等により
盛土下に全面的にくまなく、従来の深層混合処理工法に比べ低い改良率（改良対象区域全体の面積に
対する、改良柱体の杭頭部分の面積の割合）となるよう、セメント系の改良柱体を造成することを特
徴とする工法であり、改良率 10 ～ 30% を想定している。改良方式には改良柱体を支持基盤に着底す
る「着底型」と、着底しない「浮き型」の 2 つのタイプがある。
　共同研究のなかで ALiCC 工法の効果を実大で確認するため、試験盛土を行った。現地は有明海沿

図－3.3.4　従来の改良形式について

図－3.3.5　ALiCC 工法における盛土の

写真－3.3.4　建設機械の自動制御技術の研究 写真－3.3.5建設機械の遠隔操作技術
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岸道路の現場で、厚さ 10m 程度の軟弱地盤上に、浮型のセメントコラム工法（浅層改良併用の平面
改良率 21％）を適用し、高さ 8m の盛土を構築した。その結果、総沈下量が 30cm 程度に収まり、改
良による荷重の深部への伝達により、特に表層部の軟弱層の沈下及び変形抑制に対する有効性が確認
できた。また、盛土完成直後（盛土開始後 3 ヶ月）にほぼ沈下が収束するなどの、残留沈下の低減に
も有効であることが確認された。

3.3.5　杭と地盤改良を併用した橋梁基礎の合理化技術（複合地盤杭基礎）の開発

　積雪寒冷地に広く分布する泥炭性軟弱地盤は、高有機質で極めて特異な工学的性質を有することか
ら、積雪寒冷地特有の困難な問題として現在まで建設工事の著しい障害となってきた。泥炭性軟弱地
盤は脆弱であり、その地盤に施工する下部工・基礎は大規模化が余儀なくされ、極端な場合には構造
物基礎の設計法が成立しないケースもある。また、基礎の地震時変形も比較的大きく、耐震性の確保
が大きな課題である。そのため、泥炭性を含む軟弱地盤において構造物基礎の建設コスト縮減および
耐震性能を考慮した新技術の開発が求められていた。
　このような状況に対処するため、基礎の補助工法として、軟弱地盤及び液状化が想定される地盤に
施工する杭の頭部周辺に、主に固結工法による地盤改良を併設し、基礎の縮小化と同時に耐震性の向
上を図る複合地盤杭基礎を研究開発した。泥炭性軟弱地盤において従来工法で杭基礎を設計した場合
に、杭許容水平変位量（通常道路橋では 15mm）を確保させるため非常に多くの杭本数となるが、複
合地盤杭基礎を用いることで杭本数を大幅に減じることができ建設コスト縮減が可能となる（図－
3.3.6）。また、現行設計法が求める所要の杭基礎の耐震性も確保される。
　一連の現場載荷試験および遠心力模型実験、非線形有限要素法などの数値解析による検証から、複
合地盤杭基礎に関する基本設計法および耐震照査手法を概ね確立した。ただし、本手法では杭の要求
性能の確保と固化改良体の健全性評価のため、内的および外的安定が技術的懸案となる。そこで、固
化改良体の諸元を変化させた大規模模型実験を実施し、非線形有限要素法解析でシミュレーションす
ることで基礎の力学挙動および限界状態を照査した。その結果、杭の複合地盤的設計法の成立のため
には , 固化改良体の深さを杭特性長 1/βを基本とし、改良強度を工学的根拠に基づき所要の基準値内

（一軸圧縮強さ qu=200 ～ 500kN/m2）とする必要があることを確認した。また、固化改良体の健全性
を確保させ同時に杭の設計法を適応するための照査指標として、水平地盤反力度照査や杭許容水平変
位量を杭径 0.5% に低減設定する必要性を確認した。これらの設計ル－ルおよび施工カルテを中心と

図－3.3.6　従来工法と複合地盤杭基礎の比

従来工法 複合地盤杭基礎
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して施工管理法を整備することで、実務者のための「北海道における複合地盤杭基礎の設計施工法に
関するガイドライン（平成 22 年 4 月）」を発刊した。
　複合地盤杭基礎は、国土交通省北海道開発局の軟弱地盤及び液状化が想定される地盤における事業
を中心に、平成 23 年度までに 20 現場で採用されている。現場条件に応じて 10 ～ 45% のコスト縮減
が実現するとともに、基礎の耐震性の向上に貢献している。

3.3.6　効率的な下水汚泥の重力濃縮技術（みずみち棒）の開発　

　下水処理における汚泥の濃縮プロセスは、下水汚泥処理の最上流に位置し、その成績によっては後
段の消化や脱水プロセスだけでなく、返流水を通じて水処理にまで大きな影響を与える重要なプロセ
スである。従来は重力濃縮が主たる手法であったものの、汚泥性状の変化により濃縮成績が悪化する
傾向にあり、機械濃縮に切り替える処理場が増えてきた。しかしながら、下水道事業の財政は厳しく、
汚泥処理においても性能を確保しつつコスト低減を図ることが求められていた。
　旧土木研究所汚泥研究室及び現リサイクルチームでは、平成 4 年度より機械濃縮に比べ消費電力が
少なく、ランニングコストでも有利な重力濃縮について検討を行ってきており、濃縮槽内に設置して
濃縮性を改善するための装置である「みずみち棒」を開発した（写真－3.3.6）。本装置は槽内の掻き
寄せ機に鉛直の棒を設置するとともに、可変速として運転の自由度を高めたことに特徴があり、新設
のみならず既設の濃縮槽にも適用可能な、単純・安価な設備である。特許第 3321606 号（スラリーの
重力濃縮方法）（平成 12 年度出願）および特許第 3521232 号（スラリーの重力濃縮装置）（平成 14 年
度出願）として認められている。
　重力濃縮は、濃縮槽内において汚泥粒子が重力により液体中を沈降し、底部に堆積した汚泥を引抜
くことによって濃縮する手法である。汚泥粒子の沈降速度は粒子の間隙における液体の通過抵抗に左
右される。粒子の沈降に伴って間隙が狭くなると、液体の通過抵抗が増加し、粒子の沈降速度が減少
する。そのため時間の経過とともに濃縮の効率は悪化してしまう。そこで汚泥中に鉛直方向の「みず
みち」を形成する棒を存在させると、汚泥粒子の間隙における液体の通過抵抗が局所的に緩和され、
粒子群の沈降速度が向上する（図－3.3.7）。効率的にみずみちを作り出すためには、濃縮槽内に多数

写真－3.3.6　みずみち棒の導入 図－3.3.7　みずみち棒の原理
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のみずみち棒を配置し、ゆっくりと動かすことが必要となる。
　平成 24 年 2 月現在、この技術を導入した重力濃縮槽が、北海道から九州に至る全国 10 都市で稼働
中である。実際に、汚泥の沈降性の向上、引き抜き汚泥濃度の安定化、スカム抑制などの効果が報告
されている。「平成 23 年度みずみち棒を用いた重力濃縮技術検討会」を土木研究所にて開催し、導入
自治体関係者からも意見を頂き、平成 23 年 10 月には、「みずみち棒導入に関する技術資料集（案）
Ver. 2.0」を公開した。

3.3.7　河川・ダム施設への防食材料の適用

　河川・ダム施設は、洪水調整や灌漑用水・飲料水・工業用水の確
保や発電など、国民の生命・財産の保全ならびに生活・生産活動に欠
かせない施設である。これらの施設の鋼構造物は、水を制御したり利
用するための重要な施設であり、複雑な構造をした多数の部材で構成
されているものが多く、また常時水に漬かっているなど、厳しい腐食
条件にさらされていることも多い。さらに、その維持管理は雪解けや
洪水期には行えないなど、期間が限定されることが多く、施設の機能
を長期間にわたって維持するために必要な設計が求められていた。
　このため河川・ダム施設には、耐食性の高い材料として、1950 年
代から既にステンレス材料が適用され始めてきた。しかしながら、
ステンレス材料は適切に使用されないと、かえって周囲の普通鋼材
の腐食を促進したり、条件によってはステンレス材料がもらい錆や
すきま部腐食を起こすことがあることから、ステンレス材料の特性
に適した防食設計技術の高度化に関する研究が必要となっていた。
　このような背景から、ステンレス材料の河川・ダム施設への適用のための設計技術確立を目指して、
七ヶ宿ダム湖および江戸川水門における長期暴露試験を実施し、淡水・汽水環境を主とした河川・ダ
ム環境におけるステンレス材料の腐食特性に関する研究を実施した。室内試験の結果もあわせて成果
のとりまとめを行い、河川・ダム施設にステンレス材料を用いる場合の適用技術をとりまとめた「河
川・ダム施設防食ガイドライン（案）　ステンレス材料編」として提案した。
　河川・ダム施設の耐食性向上に寄与できる材料はステンレス材料だけではなく、この他にも、アル
ミニウム合金材料、FRP などの適用可能性が考えられたことから、これらの材料の河川・ダム施設
への適用性についても、暴露試験を中心とした検討を実施した。また、電気防食技術は海水中では主
たる防食技術であるが、淡水・汽水環境が中心の河川・ダム施設での適用性はあまり明確とはなって
いなかった。このため電気防食の河川・ダム施設における適用方法についても、実際の河川環境にお
ける実験を中心とした検討を行い設計法の確立に取り組んだ。さらには、鋼製河川・ダム施設の防食
塗装系の性能向上に関する研究にも取り組み、塗装系の提案を行った。これらの成果は「河川・ダム
施設防食ガイドライン（案）」の各編などにとりまとめられるとともに、「ダム・堰施設技術基準（案）」、

「機械工事塗装要領（案）」などにも反映されている。
　一部の屋外暴露試験は現在も継続して実施されていることから、今後は、これらの結果をもとに技
術のさらなる高度化を図るともに、防食材料の試験評価方法、効果の検証方法など向上に努める計画
である。

写真－3.3.8　江戸川水門での
暴露試験
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3.4　先進的道路交通システムの開発

　発展の著しい ICT（情報通信技術）を活用し、さまざま
な産業分野の高度情報化が図られる中で、1990 年代に入っ
て道路交通の高度情報化が世界各国とも重要な政策として
位置づけられた。日本においても、平成 7 年に政府の「高
度情報通信社会に向けた基本方針」の中に道路交通の情報
化が含まれ、道路交通に起因する 20 世紀の負の遺産とも
いえる交通事故、渋滞、環境問題を抜本的に解決するた
め、21 世紀に向けて次世代の高度道路交通システム（ITS：
Intelligent Transport Systems）の研究開発が進められた。
そのマスタープランである「高度道路交通システム推進
に関する全体構想（ITS 全体構想）」をまとめたのが平成
8 年 7 月であり、最先端の情報通信技術を用いて人と車と
道路を結び、道路交通の安全性、効率性、快適性を向上さ
せ、加えて環境保全に資する道路交通システムの研究開発
と実配備に本格的に取り組み始めたのである（図－3.4.1）。
ITS 全体構想は、21 世紀初頭までの展開を目指して、9 つの開発分野（ナビゲ－ション、ETC、安
全運転支援、交通管理、道路管理、公共交通、商用車、歩行者、緊急車両）とそれぞれ想定する利用
者サービスを示したものである。

3.4.1　VICS（道路交通情報通信システム）

　VICS（Vehicle Information and Communication System）は、路側に設置されたビーコンや FM
多重放送により、車載のナビゲーションシステムにリアルタイムで、渋滞情報、所要時間情報、工事・
規制情報、駐車場情報等を提供するシステムであり、平成 8 年 4 月にサービスを開始した（図－3.4.2）。
これは、昭和 61 年に土木研究所が民間との共同研究で取り組んだ路車間情報システムの研究開発が
実用化したものである。提供する情報は、各都道府県警察や道路管理者の情報をリアルタイムで（財）
日本道路交通情報センターに集め、これに駐車場の満空情報等を加えて、VICS センターで 5 分毎の
処理・編集を行っている。

図－3.4.1　ITS のシステム概念図
（出典：ITS 全体構想）

図－3.4.2　 VICS（電波ビーコンからの情報提供）
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　ドライバ－の経路選択行動を支援することで交通流を分散し、交通の円滑化が期待できるが、当時
は首都高速道路で VICS が 20％普及したと仮定し、朝のピーク時間帯（7:00 ～ 10:00）の渋滞量（走
行速度が 20km/h 以下となる時間× km）が約 10％削減されるというシミュレーション結果が出さ
れていた（東大生産技術研究所のモデルを用い（財）道路新産業開発機構が推計）。これは年間で
約 300 億円の経済損失の軽減に相当する。全国でのサービス展開に伴い、平成 23 年度時点で累計約
3400 万台の普及となっている。
 

3.4.2　ETC（自動料金収受システム）

　ETC（Electronic Toll Collection System）は料金所において、通行車に装着した車載機器と料金
所ゲートに設置した路側システムとの間で、車の通行や料金に関する情報を無線通信により交信し（使
用周波数帯 5.8GHz、伝送速度 1Mbps）、自動的に料金の収受を可能にするシステムである（図－3.4.3）。
ETC 導入前の日本道路公団（当時）の道路構造別渋滞発生状況を見ると、料金所部が渋滞発生時間
の 35% を占めており、最も発生頻度が高かった。このため、料金所の渋滞緩和とキャッシュレス化
に対応したサービスの向上、道路管理コストの低減を目的とした ETC の研究開発を道路関係公団（当
時）及び民間との共同研究により進め、平成 8 年の土木研究所テストコースでの検証実験を通して、
平成 9 年の小田原厚木道路・小田原料金所、東京湾アクアラインでの試験運用につなげた（図－3.4.4）。
人手による料金所の処理能力は、約 230 台／レーン・時間であるが、土木研究所テストコースでの実
験結果等により、ETC に置き換わると約 1000 台の処理能力があることが確認された。
　当時、海外において導入されている ETC は、道路事業者毎に独立に運用されており、規格も異なっ
ていることから、相互の利用ができないなど利便性に課題があった。日本の有料道路は、各道路管理
者により、対距離料金制と均一料金制、料金の前納・後納方式、車種区分の相違などによる複雑な料
金体系となっていたが、すべての有料道路で共通に利用が可能なシステムとして開発を進め、さらに
高い通信精度、セキュリティ、プライバシーの確保なども開発の目標とした。全国でのサービス展開
に伴い、平成 23 年度時点で累計約 4900 万台が普及し、全国の高速道路での利用率も 90％近くに達
している。料金所での渋滞がほぼ解消しているほか、その後の ETC 専用のスマ－ト IC 構想につな
がるなど、高速道路の利便性を大いに高めている。

図－3.4.3　ETC の仕組み 図－3.4.4　ETC の試験運用（小田原料金所）
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3.4.3　AHS（走行支援道路システム）

　走行支援道路システム（AHS：
Advanced Cru ise－Ass is t 
Highway Systems）は、道路・
車両の各種センサにより自車周
辺の走行環境を把握し、状況に
よってドライバ－への危険警告
や車両制御等の運転支援を行
い、安全運転の支援、道路利用
の効率化を図ろうとする新しい
道路交通システムのコンセプト
の提案である。
　土木研究所では、民間との共同研究により、前
方道路危険警告機能、車線逸脱防止機能、衝突回
避機能等の要求機能を明確にすることで、車両と
の双方向通信を含めた道路インフラ側のシステム
開発を進め、平成 7 年には土木研究所テストコー
スで、平成 8 年には開通前の上信越自動車道で世
界初の路車協調による安全走行システムの公開実
験を行い（図－3.4.5）、その技術的可能性を明ら
かにした。双方向通信には漏洩同軸ケーブル（LCX）を用い、車の横方向の制御には車線中央に埋
めたレーンマーカー（磁気ネイル）からの磁界信号を活用した。また、道路側の CCD カメラで停止
車両などを自動認識するシステム開発も行った。
　当時のアイデアとしては、システムの段階的な導入および進化を視野に入れ、またシステムの介入
度合い、車両を制御する責任という観点から、図－3.4.6 に示す 3 つのレベルを基本コンセプトとし
た。情報提供レベル（AHS－i）においては、ドライバーの視覚支援、注意喚起などを行うことにより、
安全性の向上が期待できる。車両制御支援レベル（AHS－c）においては、ドライバーの操作ミスを
カバーできるため安全面への効果は更に広がり、また、当時既に実用化されていたアダプティブクルー
ズ（先行車との適切な車間距離を維持して追従するシステム）を活用すれば、ドライバーの制御遅れ
が原因の渋滞を低減させる可能性もある。自動走行レベル（AHS－a）では、システムがドライバー
の運転負荷を軽減させることができるようになり、快適性に貢献でき、また、理想的な車両の運行を
可能にし、輸送効率面、環境面において効果があると考えた。
　AHS の研究開発は、平成 23 年から全国サービスが始まった路車間の双方向通信をベースとした
ITS スポットサービスの基本技術となっている。

3.4.4　システムアーキテクチャ

　平成 8 年に ITS 全体構想がまとめられたが、それ以前に ITS のサービスが展開していなかった訳では
ない。道路交通情報システムということでは、路側の可変情報板、図形情報板、道路情報ラジオ（ハイウェ
イラジオ）などの情報化が、ITS とは呼ばれていなかったものの着々と進められていた。道路情報ラジオ

図－3.4.5　供用前の上信越道での実験

磁気ネイル

図－3.4.6　AHS－i,c,a
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も土木研究所での研究成果であ
る（研究名は「路側放送システ
ムに関する研究開発」）。VICS、
ETC も含め、わが国では個々の
アプリケーションの研究開発や
実配備が先行しており、ITS 全
体の構造を描いてみるという取
組みが弱かった。ITS は大きな
社会システムであり、このまま
個々のアプリケーションに着目
した開発を進めていくと、道路
側にも車内にも装置があふれる
のではないかという強い危惧が
あった（図－3.4.7）。ITS ではた
くさんの利用者サービスを実現したいのだが、システム
上では共通する部分も多いと想定されることから、シス
テムアーキテクチャの策定を進めた。
　システムアーキテクチャとは、図－3.4.8 に示すよ
うに、システムとしての額縁の中に複数の要素とその
関係の構造を表現した絵のようなものである。広範囲
で大規模なシステム全体の構造を見渡すためのツ－ル
として有効であり、ITS の場合、道路利用者にサービ
スしようと考えているシステム全体の構造を示すもの
である。ITS アプリケーションの間で機能や情報を共
有化すべき部分を明確にし、各システムの統合化やシ
ステム間の互換性、拡張性を確保するほか、社会ニー
ズの変化や技術変化に対する柔軟性、拡張性や ITS
とつながる高度情報通信社会との接続性の「見える化」に役立つものである。
　システムアーキテクチャには、国内・国際標準化項目のあぶり出しと優先順位についての重要な情
報が含まれており、標準化活動と密接な関係にある。ITS 全体構想をまとめたことでシステムアーキ
テクチャの策定も可能になり、国際標準化活動を含めその後の方向性を示すことになったのである。
システムアーキテクチャの作成手順としては、まず ITS の 9 つの開発分野ごとに 21（当初は 20）の
利用者サービスを対応させ、さらに細分化した 56 の個別利用者サービス、172 のサブサービスを体
系的に設定し、それぞれの内容を詳細に定義した。その上で、論理アーキテクチャ、物理アーキテク
チャを組み立てていった。システムアーキテクチャの分析手法としては、部分的な変更・拡張が容易
になるよう、従来の構造化分析手法を改良、発展させたオブジェクト指向分析手法を採用した。

3.4.5　国際動向

　第 1 回の ITS 世界会議が開催されたのは、平成 6 年（1994 年）のパリである。ISO が平成 4 年、
PIARC（世界道路会議）が平成 8 年、OECD が平成 10 年に ITS の議論をスタートさせた。当初に欧

図－3.4.7　共通的な基盤がない車内

図－3.4.8　システムアーキテクチャ
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米との比較分析を行い、研究方針の立案に役立てた（表－3.4.1）。大まかに言えば、当時日本はカー
ナビゲーションシステムなどの個別システムの研究開発が進んデータのに対し、欧米ではシステム
アーキテクチャや標準化に関わる分野の研究で先行していた。さらに欧州は道路交通に加えて鉄道等
の多様なモ－ダルに視点を当てていた。国際的な商品に関わる研究開発において、わが国の国際社会
へのアプローチを戦略的に進めるためには、それぞれの研究開発の世界の中での位置づけをしっかり
捉えておくことが重要である。その中で、世界をリードする研究、競争する研究、協調・協力する研
究、支援する研究などの姿が明らかになってくる。国際商品の代表格ともいえる自動車の研究開発は、
まさに熾烈な競争環境に置かれている。一方、ITS は車との関連で国際的な商品であるが、少なくと
も路車協調のインフラに関わる研究開発においては、国際的な協調がとれるよう関係者相互が努力し
ている。ETC の国際標準化も国内体制を整備し、国際的な対応を進めてきたのである。
　ITS 分野の研究開発は、日本、米国、欧州が世界をリードしており、この関係を強化するため、国
土交通省は、平成 22 年 10 月に米国運輸省と平成 23 年 6 月に欧州委員会情報社会メディア総局と協
力覚書を締結した。これは、相手側の取組みを踏まえて共同研究分野を特定し、路車協調システムの
研究開発や評価などについて情報共有するとともに、相互運用を可能とする世界的に解放された標準
を目指すものである。なお、欧米は平成 21 年 11 月に相互協力を謳う共同宣言を出している。路車間
協調の流れは、引き続き大きな研究開発の柱である。欧米の動向をみても、C2X の概念で路車間（C2I）、
車車間（C2C）の協調システムの研究開発が重点的に進められている。平成 21 年に欧州委員会が承
認した「ITS Action Plan」、同じく平成 21 年に米国運輸省がスタートさせた「IntelliDriveSM」（2011
年に「Connected Vehicle」に改称）もインフラ協調システムの研究開発を前面に出している。
　アジア諸国の道路交通問題に ITS を展開していくため、平成 8 年に「アジア太平洋 ITS セミナー」
がスタートした。そのときの日本からの提案は、ITS 導入計画づくりの支援、ITS に関する国際動向
に関する情報提供、ITS セミナーの開催支援、研修生等の受け入れ、研究開発や実配備に関する協力

表－3.4.1　平成 8 年における ITS の進捗比較

出典：「ITS 日米欧 3 極比較レポート PRAT Ⅱ、ITS アメリカ、1997 年 6 月」より一部抜粋

項目 米国 欧州 日本

資金
1992 年以来強力
将来は ISTEA の再授権へ
依存

1980 年代以来強力、しかし
頓挫
将来は第 5 次 FP へ依存

1960 年代以来強力
1996 年以来研究開発に特に
出資

組織 強力（USDOT－ITSJPO、
ITS アメリカ）

ゆるやか（ERTICO）
国単位の組織設立の動き

ゆるやか（VERTIS）
省庁間連絡会議が強力に主
導

研究開発 1992 年以来拡大 1980 年代以来拡大 1960 年代以来拡大

システムアー
キテクチャ

1996 年に完了
1995 年に 29 の利用者サー
ビス策定

汎欧州 S/A 構築に苦慮
S/A 記述方法に合意

S/A 開発中
1996 年に 20 の利用者サー
ビスに合意

標準化
1996 年以来活動加速
44 件の標準化ニーズ優先順
位付け

強力（1991 年に CE/TC278
が活動開始）

1993 年以来 ISO/TC204 に
貢献
国内統一がすでに完成

市場 市場への浸透は遅いが着実 市場への浸透は遅いが着実
市場への浸透顕著
1996 年までに車載の経路誘
導システムを 180 万台販売

将来の計画 全米 ITS プログラム計画 
など T-TAP など ITS 全体構想
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であった。平成 22 年 5 月にまとめられた国土交通省成長戦略（国際展開・官民連携分野）の中では、
ITS について「アジア向け機能限定・低価格 ITS」等相手国に合わせた商品・技術の開発や市場戦略、
マレーシア、インドや日本の投資対象国におけるITS規格への日本方式の基準採択に言及されている。
アジアへの展開はまさにこれからである。

3.4.6　スマートウェイ（知能道路）計画

　平成 11 年 6 月にスマート
ウェイ推進会議（委員長：豊
田章一郎）から「スマート
ウェイの実現に向けて」の提
言が出されたのを受け（図－
3.4.9）、ITS の様々なサービ
スを実用化していくため、車
やドライバー、歩行者等多様
な利用者との間で様々な情報
のやりとりを可能にする道路

（スマートウェイ）というコン
セプトを打ち出した。さらに、
平成 16 年 8 月には同推進会
議から提言「ITS セカンドス
テージへ」が出され、ITS の
各システムを融合、連携させ、
スマートなモビリティ社会を
実現するという方向が示され
た（図－3.4.10）。
　平成 23 年 8 月から全国展
開された ITS スポットサービ
スは、　カーナビ、ETC が進
化して一体化し、オールイン
ワンで多様なサービスを実現
しようとするものである（図
－3.4.11）。高速、大容量、双
方向通信の特徴を活かして、
3 つの基本サービス（①広範
囲のルート選択が可能なダイ
ナミックルートガイダンス、
②ドライブ中のヒヤリをなく
す安全運転支援、③ ETC の
利用）のほか、サービスエリ
アや道の駅（約 50 箇所）で 図－3.4.11　ITS スポットサ－ビス

図－3.4.10　ITS セカンドステージ

図－3.4.9　スマ－トウェイ
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のインターネット接続サービスが提供されている。サグ部での渋滞対策、キャッシュレス決済サービ
ス、物流支援サービス、プローブデータの収集と活用などへの利用に関しても研究に取り組んでいる。
　表－3.4.2 は、9 つの開発分野の進捗状況を示したものである。全体構想で示されたロードマップ通
りとはいかないところもあるが、9 つの開発分野それぞれに着実に実配備が進んでいる。

開発分野・利用者サービス 運用されているシステム

1．ナビゲ－ションシステムの高度化
（1）交通関連情報の提供
（2）目的地情報の提供

・�デジタル道路地図・カ－ナビゲ－ション・VICS・ITS スポッ
トサービス・テレマティクスサービス・駐車場満空案内・予約
システム・SA/PA 道路交通案内システム・ライブカメラによ
る積雪情報提供・走りやすさナビ

2．自動料金収受システム
（3）自動料金収受

・�ETC・二輪車 ETC・スマ－ト IC・駐車場・フェリ－での自動
支払い

3．安全運転の支援
（4）走行環境情報の提供
（5）危険警告　（6）運転補助
（7）自動運転

・�道路センサ－（気象、路面、斜面、障害物・渋滞末尾、対向車
両など）・VICS・ITS スポットサービス・テレマティクスサー
ビス・ASV（先進安全自動車）・新交通管理システム

4．交通管理の最適化
（8）交通流の最適化
（9）交通事故時の交通規制情報の提供

・�VICS・ITS スポットサービス・新交通管理システム

5．道路管理の効率化
（10）維持管理業務の効率化
（11）特殊車両等の管理
（12）通行規制情報の提供

・�道路センサー（気象、路面、斜面、障害物、災害状況、騒音、
振動、大気汚染など）・道路管理車両の運行管理・道路通信標準・
デジタル道路地図（区間 ID 方式）・特殊車両オンライン申請シ
ステム・走行車両重量計測システム・VICS・ITS スポットサー
ビス

6．公共交通の支援
（13）公共交通利用情報の提供
（14）公共交通の運行・運行管理支援

・�バスロケ－ションシステム・車両運行情報収集提供システム（バ
ス、タクシ－事業者）・ITS スポットサービス・新交通管理シ
ステム

7．商用車の効率化
（15）商用車の運行管理 支援
（16）商用車の連続自動運転

・�車両運行情報収集提供システム（物流事業者）・ITSスポットサー
ビス・新交通管理システム

8．歩行者等の支援
（17）経路案内
（18）危険防止

・�携帯端末による歩行者ナビゲ－ション、災害時の帰宅支援・自
律移動システム・新交通管理システム

9．緊急車両の運行支援
（19）緊急時自動通報
（20）緊急車両経路誘導・救援活動支援

・�事故発生通報システム・道路管理車両の運行管理・ITS スポッ
トサービス・新交通管理システム・テレマティクスサービス

（21）高度情報通信社会関連情報の利用
　　　�（当初の 20 に追加された利用者

サービス）

・�インターネット、携帯端末と連携したサービス（インターネッ
ト ITS）・公共交通 IC カードの相互利用・交通カードを利用し
たキャッシュレス決済、（クレジットカードとの連携）・ITS ス
ポットサービス

＊9 つの開発分野を網羅する「ITS システムアーキテクチャ」を策定
＊ISO/TC204 などITS に関わる国際標準化活動の継続的な実施

表－3.4.2　9 つの開発分野の進捗状況（平成 24 年）
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４. 国際的な連携・協力

4.1　二国間・多国間協力

4.1.1　天然資源の開発利用に関する日米会議 耐風・耐震構造専門部会

　天然資源の開発利用に関する日米会議（U.S.-Japan 
Cooperative Program in Natural Resources: UJNR）
は、天然資源の有効利用と保全及び人間の居住環境
問題の解決を目的として、1964 年に設立されたも
のである。耐風・耐震構造専門部会は構造物の耐
風・耐震設計法等に関する研究成果を交換するとと
もに、強風・地震災害から人命及び財産の損失を防
止するための総合的対策及び技術分野を開発するこ
とを目的として、1967 年に設立が合意され、日米
の関係者が一堂に会する第 1 回合同部会が 1969 年
に東京で開催された。その後、40 年以上にわたり、
毎年 1 回日米両国で交互に合同部会を開催する他、
共同研究の実施、研究者の交流、ワークショップの
開催、強風・地震災害の共同調査（写真－4.1.1）等
の活発な活動を続けている。
　日本側部会長は土木研究所理事長が務めるとと
もに、土木研究所は日本側事務局として、本専門部
会の活動を主導している。また、専門部会の活動を
より緊密に行うために、2012 年現在、8 つの作業部
会を設け、研究情報の交換、作業部会ごとのワーク
ショップ等を実施している。近年、土木研究所が直接的に関与した成果としては「橋の耐震性能の評
価に活用する実験に関するガイドライン（案）」を 2006 年に刊行した他、コンクリートダムの非線形
応答解析と個別要素法解析に関する共同研究を継続中である。

4.1.2　世界道路協会

（1）リスクマネジメントに関する技術委員会
　世界道路協会は、道路及び道路交通の分野における国際間での協力を推進することや発展を強化
することを目的に、1909 年に設立された非政府及び非営利組織である。現在の英語名は World Road 
Association であるが、略称としては、発足当時の英語名である Permanent International Association 
of Road Congress に基づく PIARC が使用されることが多い。PIARC の活動の中核をなす組織とし
て技術委員会があり、我が国、また、土木研究所では多くの技術委員会に積極的に関与している。中
でも、リスクマネジメントに関する技術委員会では、土木研究所の耐震総括研究監が 2012 ～ 2015

写真－4.1.1　日米共同調査の例

（a）1994 年ノースリッジ地震

（b）2011 年東日本大震災
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年の委員長に選任され、国際セミナー・ワークショップの開催、リスクマネジメント技術のウェブベー
ス化、各種レポートの発刊等を通じて、リスクマネジメントや道路防災分野での技術の進展や発展途
上国への技術移転等に努めている。なお、本分野に関しては、1989 ～ 1999 年に PIARC に設けられ
たワーキンググループの委員長を岩﨑敏男元土木研究所長が務められた後、2004 ～ 2011 年には岡原
美知夫元土木研究所理事が技術委員会の委員長を務められるなど、土木研究所からの貢献が大きい。

（2）トンネルに関する技術委員会
　トンネルに関しては、技術委員会の一つとしてトンネル管理に関する委員会が設置されており、土
木研究所からはトンネル研究室長あるいはトンネルチーム上席研究員経験者が日本代表委員として技
術委員会に参加し、活動を行ってきている。トンネル管理に関する委員会は、道路トンネルの安全管
理分野を対象としており、国際セミナー・ワークショップの開催、技術レポートの発刊、これまでに
得られた知見、過去の技術レポートなどがウェブサイトで閲覧できるマニュアルの作成等を通じて技
術の進展や発展途上国への技術移転等に努めている。我が国からはこれまでの活動の中で、トンネル
非常用施設の設置基準とその考え方、水噴霧設備の効果と運用の考え方、縦流換気方式の長大トンネ
ルへの適用性と経済性など土木研究所がその開発に大きく関与してきた技術を委員会に報告し、その
一部が先駆的な取り組みとしてターム毎に作成する技術レポートに掲載されるなど、我が国のトンネ
ル技術をアピールしてきている。

（3）舗装に関する技術委員会
　PIARC については、その発足当初から舗装に関する Technical Committee（技術委員会）が存在し、
現 2012 ～ 2015 活動期間においては TC-4.2 として活動している。土木研究所からは舗装チーム久保
上席研究員が連絡委員として前期に引き続き参画している。過去の活動では、日本における長寿命化
舗装の取り組みやリサイクルの現状、保水性舗装・遮熱性舗装といった環境性能を有する舗装技術に
ついて委員会に報告し、世界でも有数の取り組みとしてPIARC各委員会が担当するファイナルレポー
トに掲載されるなど、我が国の技術の先進性をアピールしてきている。

4.1.3　アジア・オーストラレーシア道路技術協会

（1）災害リスクマネジメントに関する概要
　 ア ジ ア・ オ ー ス ト ラ レ ー シ ア 道 路 技 術 協 会（Road 
Engineering Association of Asia and Australasia: REAAA）
は、アジア太平洋地域における道路工学及び関連分野の
技術振興を目的として、1973 年に設立されたものである。
REAAA は概ね 3 年ごとに道路会議を開催するほか、道路
担当機関長会議や評議員会の開催など活発な活動を行ってい
る。2007 年 5 月に開催された第 6 回道路担当機関長会議では、
災害リスクマネジメントが議題として取り上げられ、さらに、
各国の関心の高さから、災害リスクマネジメントに関するア
ドバイザリーグループを組織し、災害リスクマネジメントに
関する各国の現況を取りまとめた「概要」を編纂することが
決議された。土木研究所からはこのアドバイザリーグループ

図－4.1.1　災害リスクマネジメント
に関する概要
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に参加するとともに、REAAA の技術委員長との共同編者として「概要」の刊行（図－4.1.1）に寄与
した。

（2）舗装に関する技術委員会
　2009 年に韓国において開催された REAAA 仁川会議において、REAAA を PIARC の地域的なカ
ウンターパートとして位置付ける、技術委員会などの協会活動を見直し設立時の原点に戻った協会活
動を推進するための組織作りをする、といった方針が REAAA 現会長であるマレーシア公共事業省
Judin 道路局長により示された。これを受け、平成 22 年（2010 年）4 月の評議委員会では “Strategy 
Map & Initiatives 2010-2012” が示され、技術委員会の下部組織として以下の 8 つの分科会（Sub-
Committee）が設立された。日本からは中村元土木研究所理事が TC-2 の分科会長を務めるとともに、
久保舗装チーム上席研究員が幹事として分科会活動をサポートしている。
　TC-1 ネットワークマネジメント、TC-2 舗装、TC-3 道路施設、TC-4 アセットマネジメント、

TC-5 道路交通安全、TC-6 グリーンテクノロジー、TC-7 PPP、TC-8 構造物と橋梁

4.1.4　日韓建設技術ワークショップ

　建設技術に関する研究協力
を目的に、韓国建設技術研究
院（KICT（Korea Institute of 
Construction Technology））と
の間で、日韓建設技術ワーク
ショップを開催している。2000
年 4 月を第 1 回として、これま
で日本・韓国で交互に開催して
おり、2011 年 6 月に第 6 回ワー
クショップ（写真－4.1.2）が日本で行われた。協力分野は、1）斜面管理、2）コンクリート構造物、3）
道路舗装、4）河川再生、5）水文観測、6）水質モニタリングの 6 分野である。ワークショップでは、
両機関における研究推進に寄与すべく、研究情報や意見の交換を行っており、その成果は、自然共生
センターを参考にした KICT 研究施設の整備等に反映されている。また、今後の共同研究や研究者
交換の実施について検討中である。

4.1.5　道路分野における先端技術及び材料に関する日仏ワークショップ

　建設省土木研究所とフランス中央土木研究所（Laboratoire Central des Ponts et Chaussees: 
LCPC）（いずれも当時）の道路分野における先端技術・材料関連の研究協力は、1995 年に開始された。
本協力は、類似した立場・役割を持つ両研究所の最新の活動状況に関する情報交換を主目的とする二
国間研究協力である。ワークショップはこれまでに 6 回交互に開催された。その間、土木研究所での
組織改編と類似した組織改編（独立行政法人化や他の研究機関との合併）が LCPC においてもあり、
研究協力関係は独立行政法人土木研究所とフランス交通企画ネットワーク研究所（Institut Français 
des Sciences et Technologies des Transports, de l'Aménagement et des Réseaux: IFSTTAR）に引
き継がれている。これまでに相互の研究者の短期・長期訪問が行われ、劣化モニタリング材料に関す

写真－4.1.2　第６回日韓建設技術ワークショップ参加者
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る研究を始めとする共同研究を実施した他、連続繊維シート補強材の付着耐久性に関する相互の研究
成果を比較検討し、評価試験方法の改良の必要性・方向性を示す共著論文を発表するなど、重要な成
果が得られている。

4.1.6　砂防分野における（日台）研究協力協定

　当研究所と台湾の国立成功大学は、2011 年に「斜
面崩壊、天然ダム、土石流に関する研究」に関する協
力協定（以下、本協定と表記）を締結した（写真－4.1.3）。
台湾では 2009 年 8 月 16 日に高雄県の小林村で大規模
な深層崩壊が発生し、500 名以上の住民が犠牲になっ
ており、日本と同様に大規模な土砂災害の発生が社会
的な問題となっている。本協定では、豪雨・地震によ
る土砂災害の対策に関する意見交換や研究交流を行
い、両組織における土砂災害対策の研究・技術開発の
推進を目的としている。

4.1.7　�地すべり分野における（日印）研究協力協定

　2009 年から「インド内務省災害管理研究所との災害
管理に関する研究連携覚書」に基づき NIDM（National 
Institute of Disaster Managet）と共同でインド国内の
Sikkim 州の研究サイトでの現地調査やワークショップ

（写真－4.1.4）を実施している。そこで日本の地すべり
対策の調査・計画・設計や施工の実態などを広く紹介
するとともに、現地に合った調査法の提案等を行って
いる。これらを通じてインドにおける地すべり対策に
関する技術の向上が期待される。

4.1.8　日独排水及びスラッジ処理に関するワークショップ

　日独間の下水道技術に関する研究交流は、日独環境保護技術パネルに位置付けられ、「排水及びス
ラッジ処理に関するワークショップ」がその一課題として登録されている。日本側の関係機関は、国
土交通省下水道部、国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人土木研究所等であり、ドイツ
側の関係機関は、連邦教育科学省とその傘下のカールスルーエ研究センターである。
　本ワークショップは、1982 年 10 月に第 1 回目が建設省土木研究所（当時）で開催された後、両国
間で 2 ～ 3 年に 1 度、交互に開催され、その時々の下水道技術に関する課題と対策、新たな技術開発
成果などについて、情報交換と討議が行われてきている（平成 18 年（2006 年）に第 10 回）。また、
これまでに土木研究所とドイツ大学との間で 2 つの共同研究が実施され、研究者の相互訪問による研
究を通じて、大きな成果が上げられた。その他、活発な研究者交流により、研究における成果だけで
なく、文化面での交流と相互理解の醸成という重要な成果が得られている。

写真－4.1.3　協定書を披露する成功大
学謝教授（右側）と魚本理事長（左側）

写真－4.1.4　Sikkim 州でのワークショップ
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4.1.9　日米水道水質管理及び下水道技術に関する政府間会議

　日米間の下水道技術に関する研究交流は、建設省時代の 1971 年に開催された第 1 回日米下水処理
技術委員会会議を始まりとし、日米環境保護協力協定のもとで本会議が 18 年間継続された。その後、
運営方式が変更され、日米ワークショップとしてて 1990 年より 1995 年まで計 5 回が開催された。
　その後の日米両国の研究対象や研究環境の変化を受けて、流域の総合的なアセスメントと管理が重
要であるとの認識のもと、上下水道分野の会議が統合されることとなり、1999 年に第 1 回日米水道
水質管理及び下水道技術に関する政府間会議が開催された。現在の日本側の関係機関は、国土交通省
下水道部、国土技術政策総合研究所、独立行政法人土木研究所、厚生労働省、国立保健医療科学院等
であり、米国側の関係機関は、米国環境保護庁リスク管理研究所、全米水道事業者連盟研究財団等で
ある。本会議は、2 ～ 3 年に 1 度、日米で交互に開催されており 2009 年に第 5 回、両国の上下水道
に関する現状、先端的な技術の動向など有益な情報交換が行われている。

4.1.10　地震被害調査を通じた土木研究所の国際貢献

　2010 年 2 月 27 日、南米のチリでマグニチュード 8.8 の大地
震が発生し、橋梁にも落橋を含めた大きな被害が生じた。土木
研究所では、土木学会からの要請を受け、関係学会合同調査団
の一員として、2010 年 3 月 27 日から 4 月 7 日までの行程で職
員 1 名を現地に派遣し、橋梁の被災調査を行った。現地調査結
果についてはチリ公共事業省に報告するとともに、関連する日
本の耐震設計技術の紹介や資料提供を行い、今後の復旧や耐震
対策に関する意見交換も行われた。その後、チリ公共事業省は
2010 年 7 月に道路橋の耐震設計基準を暫定的に改定し、その
中には橋梁の最小けたかかり長や落橋防止構造の規定等、日本
の耐震対策技術が採り入れられた（図－4.1.2）。本件は、土木
研究所を中心として開発が進められてきた我が国の橋梁の耐震
設計技術が国際的にも評価された結果によるものである。

図－4.1.2　チリの橋梁の新し
い耐震基準（抜粋）
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4.2　�水災害リスクマネジメント国際センター 
（ICHARM）における国際協力

 1990 年頃から世界各地で激甚な水関連災害が増加傾向にあり、人口や資産の都市域への集中や産業
構造の高度化に伴う資産価値の増大に伴って被害が深刻化していること、および地球温暖化に起因す
る気候変化が豪雨の発生頻度増大や無降雨期間の長期化をもたらす恐れが指摘されていた。このよう
な背景のもとで ICHARM はユネスコの後援を受け平成 18 年（2006）3 月 6 日設立された。わが国
がこれまで水災害の克服に向けて蓄積してきた知識や経験をベースに世界的な視野で水関連災害（洪
水、渇水、土砂災害、津波・高潮災害、水質汚染等）の防止・軽減のための課題解決に向けて貢献す
ることが求められており、研究・研修（人材育成）・情報ネットワーク活動を有機的に結びつけながら、
一体的に推進していくこととなった。

4.2.1　統合洪水解析システム（IFAS）の開発

　洪水によって多くの人命が失われている国や地域では、住民の早期避難を実現するためにも洪水流
出解析による洪水予測が必要とされているが、開発途上国においては、未だ十分な数の雨量観測所が
設置されていない、国際河川の下流部に位置する国においては、上流部が異なる国であるため十分な
情報が入手できない等の理由から、洪水流出解析が困難な状況にある。
　このような国や地域において、洪水の発生時期や規模を事前に知り、適切な避難による被害の回避・
低減のための行動に関する意志決定に資することを第一の目的として、人工衛星による降雨データを
活用した洪水流出解析システム「Integrated Flood Analysis System（IFAS）」を、（社）国際建設技
術協会、建設コンサルタント会社 9 社の技術力をも結集し、ICHARM が中心となる共同研究によっ
て開発した。

4.2.2　ICHARM における研修の概要

　ユネスコとの協定において、持続的に水関連災害リスクの低減を図っていくためには、人材の人間
力の強化が重要であり、能力開発が活動の柱の一つに据えられ、主に開発途上国における行政技術官
を対象に研修を行っている。短期的な技術研修に加え、帰国後、中心となってそれぞれの組織で働け
るよう修士・博士の学位を得られる研修も実施している。
1.�短期研修：数日から 1 カ月程度の短期間に講義、演習、現地見学などを行って水関連災害リスク

マネジメントに関する技術や知見を習得させるもの。
2. 修士課程：1 年間で水関連防災政策に関する修士号を取得させるもの。
3. 博士課程：3 年間で水関連防災政策に関する博士号を取得させるもの。
4. フォローアップ活動：セミナーなどにより、研修生の帰国後の活動支援を行うもの。

（1）短期研修の概要
　ICHARM 設立以前の平成 16 年度（2004 年度）から 5 年間は JICA 研修「洪水ハザードマップ作成」、
平成 21 年度（2009 年度）から 3 年間は JICA 研修「洪水ハザードマップを用いた地域防災計画研修」、
さらに平成 23 年度（2011 年度）には JICA 研修「アジア地域気候変動への適応にかかる能力開発」
を実施し、研修生は合計 118 名に上っている。このようなアジア各国の洪水対策行政官の育成を通じ、
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洪水被害の軽減に貢献している。
　JICA 研修以外では、平成 20 年（2008 年）に、インド洋各国の津波対策行政官 11 名を対象に UN/
ISDR（国連国際防災戦略）と連携した研修「総合的津波対策」を実施した。
　また、IFAS の無料ソフトウェアのセミナーを国内及び海外で行っており、これまでに 43 か国・
462 名の参加があった。
　そのほか、台湾、フィリピン、マレーシアなどからの短期的な訪問、滞在の対応や、講師派遣を行
い、日本の治水システム、洪水予警報の技術等を紹介し啓発に努めている。

（2）修士課程の概要
　平成 19 年（2007 年）から、政策研究大学院大学及び JICA と連携し、修士課程「防災政策プログ
ラム　水災害リスクマネジメントコース」（JICA 研修名「洪水関連災害防災専門家育成」）を実施し
ている。これは、途上国の洪水対策に責任を持つ行政官を対象とする 1 年間のコースであり、総合的
な河川流域マネジメントの計画と実行が可能な実務者を養成することを目的としている。開講以来 4
年間で計 41 名が「防災修士」の学位を取得し、現在は 5 期生として過去最大となる 19 名が参加して
いる。

（3）博士課程の概要
　平成 22 年（2010 年）10 月から政策研究大学院大学と連携して、博士課程「防災学プログラム」を
開講した。このプログラムは、洪水を含む水災害リスクマネジメント分野における国内及び国際的な
戦略・政策の企画・実践について指導できる人材を養成することを目的としている。学生数は毎年度
最大 3 名で、平成 22 年度（2010 年度）は日本人 1 名、平成 23 年度（2011 年度）は 3 名（オランダ、
エチオピア、ネパール各 1 名）が入学した。博士課程の学生は、ICHARM リサーチ・アシスタント
として ICHARM の研究業務を支援するとともに、必要に応じて修士課程学生の指導にあたる。

（4）フォローアップ活動
　上記各研修の修了者を対象として、彼らの帰国後の活動をフォロー・支援するとともに、現場の研
究・研修ニーズを把握するためのセミナーを平成 19 年度（2007 年度）から毎年開催している（マレー
シア（平成 19 年度（2007 年度））、中国（平成 20 年度（2008 年度））、フィリピン（平成 21 年度（2009
年度））、ヴェトナム（平成 22 年度（2010 年度））、バンコク（平成 23 年度（2011 年度）））。また、帰
国研修生に対して「ICHARM Newsletter」を送付するなど、ネットワークの維持に努めている。

4.2.3　情報ネットワーク

　情報ネットワークは ICHARM が世界のオピニオンリーダとして、防災戦略や水政策の形成に参加
する活動である。また、ICHARM が必要とされる機会を的確に捉え、効果的に国際貢献を果たす活
動でもある。ICHARM はユネスコのカテゴリー 2 センターの中で、活動範囲を世界的なスケールと
する国際センターであり、世界拠点（センター・オブ・エクセレンス）となることを目指している。
設立にあたってユネスコ国際水文学計画（UNESCO IHP）への参加・協力、国際洪水イニシアティ
ブ（IFI）の事務局などのネットワーク活動を務めることとされている。
以下にその代表例を掲げる。
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（1）ユネスコ国際水文学計画（UNESCO IHP）
　2 年ごとに開催される IHP 政府間理事会への参加、ユネスコが中心となって策定中の IWRM ガイ
ドライン作りへの参加、ユネスコセンタ一間の協力などの活動に参加・協力している。また、平成
23 年（2011 年）には、ユネスコジャカルタ事務所の要請に応え、インドネシア国公共事業省ソロ川
事務所、バングラデシュ水開発委員会、バングラデシュ災害管理局、メコン川流域委員会、インド
ネシア国気候気象地質局、PERUM JASA TIRTA1 の参加を得て、インドネシア国ソロにおいて、
IFAS のトレーニングワークショップを開催した。

（2）国際洪水イニシアティブ（IFI）
　平成 17 年（2005 年）ユネスコ、WMO、UNISDR、国連大学が共同で開始した洪水対策のための
協力組織であり、それぞれのプログラムの重複を調整し、不足を補い、他の関連組織とも協力して、
洪水対策の国際戦略の実行を促進している。ICHARM はその事務局を務め、ホームページも開設し
ている（http://www.ifi-home.info/）。

（3）世界気象機関（WMO）
　ICHARM の洪水予警報、洪水マネジメントなどの活動に、最も密接に関連している国連機関は
WMO であり、特に水文水資源部である。ICHARM は、水文委員会（CHy）、洪水管理連携プログラ
ム（APFM）などを通じて協力している。

（4）地域知識拠点（ナレッジハブ：KnowledgeHub）
　アジア太平洋水フォーラム（APWF）の下でのネットワークとして、地域の水問題解決のために、
互いに知識の向上・共有・提供を促す目的で平成 19 年（2007 年）に発足した。
　ICHARM は平成 20 年（2008 年）6 月「災害リスク軽減と洪水管理」のハブとして認定され、
ICHARM が掲げる「Localism（現場主義）」実践の一環として、研究成果の現地適用により協力して
いる。

（5）第 5 回国際洪水管理会議（ICFM5）
　ICFM は平成 12 年（2000 年）以来ほほ 3 年ごとに開催されている、洪水管理に特化した、実務家
を中心とした国際会議である。第 5 回会議は ICHARM が事務局を務め、国土交通省との共催で平成
23 年（2011 年）9 月、東京で開催した。「危機から好機へ」をテーマに、41 か国から 450 名の参加を
得て、洪水管理に関する約 125 件の発表と議論が行われた。同時に東日本大震災、津波災害をテーマ
に、国際機関の高官を招いて「メガ水災害国際フォーラム」も開催し、皇太子殿下のご聴講の栄にも
浴した。ICHARM は ICFM の事務局として、ホームページ管理も行っている（http://www.ifi-home.
info/ICFM.html）。
　このほかにも、水と衛生に関する国連事務総長諮問委員会（UNSGAB）、水と災害に関する上級専
門家会議（HLEP）、世界水フォーラム（WWF）、アジア太平洋水フォーラム（APWF）、世界科学会
議（ICSU）を中心とした災害リスク統合研究（IRDR）、台風委員会（TC）、IPCC、日本学術会議、
国内外の各種学会、政府委員会、各種調査団など、多くの水や災害に関する企画に積極的、中心的に
参加し、専門家集団としての役割を果たしている。
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（6）アジア開発銀行（ADB）による「RETA（地域技術支援）」
　ICHARM は ADB と協力協定を結び、RETA を通じた水災害軽減技術の普及を図っている。
　RETA は「水関連災害管理への投資の促進」で、新たな技術導入のための国別支援と地域連携に
よる品質支援のプロジェクトを行っている。
1）国別支援

①パングラディッシュ（対象 : 全国）：洪水予警報の導入に向けて関係機関問の協議を通じた数値
化による合意形成手法（AHP-SWOT）を用いて国家方針案を策定

②インドネシア（対象 : ソロ川）：衛星を利用した洪水予警報システム（IFAS）の導入、河川管理
者の技術力向上、地域コミュニティ防災訓練による総合的防災力強化

③メコン川下流域（対象：カンボジア平原）：水理水文データが不十分な地域における衛星データ
を活用した洪水脆弱性評価手法の開発

2）地域連携品質支援
　国別支援内容を効率的に普及させるため、他の関係国参加の下、交流を行いながら全体の技術力向
上を目指し、洪水ハザードマップ及び IFAS のワークショップを実施した。

（7）ユネスコを通じたパキスタン支援「洪水警報及び管理能力強化計画」
　平成 22 年（2010 年）7 月に発生したインダス川の洪水は、2000 万の人々が被災する未曾有の大災
害に発展した。これを受けて日本政府は、ユネスコを通じた無償資金協力として、大洪水を対象とし
た予警報システムを導入するとともに、衛星情報を活用した洪水ハザードマップを作成し、政府によ
る住民誘導、洪水管理能力を強化するプロジェクトを実施している。ICHARM は地上観測網の乏し
い地域でも利用可能な IFAS および RRI モデルを中心に技術支援を実施している。
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

プレキャスト型枠・
コンクリート2次製品
による合理化施工法

大型プレキャストコンクリート製品を接合し、構造
体としたり、形成される内空にコンクリートを打設
して一体化する合理化施工法

平成7年度 先端技術

ICカードによる施工
情報システム

小型データキャリアであるICカードを利用し、建設
業従事者・建設機械・施工情報の活用を図るシステ
ム

平成8年度 先端技術

建設工事の環境影響
評価手法

建設工事の施工中に発生する騒音、振動、粉じん等
の発生量を予測する手法。環境影響評価を行う際に
活用

平成12年度 先端技術

河川管理用機械設備
の信頼性評価手法

（FTA・FMEA）

河川管理用機械設備の故障実態を調査し、その頻度
や事例を分類調査するために、FMEA及びFTAを活
用し、機器の最適な維持管理方法を提案

平成12年度 先端技術

建設機械を用いた情
報化施工システムの
データ交換技術

建設機械施工を行う際に、各作業主体や利用機器な
どによって異なるデータ様式を使用することになる
ため、これを現場で共通利用するためのデータ交換
技術

平成21年度 先端技術

河川管理用機械設備
の状態監視手法

常用系設備を対象として普及しつつある状態監視保
全技術の、河川管理用機械などの「非」常用の機械設
備への適用性を評価するとともに、課題を明らかに
して、評価技術の改善・確立を図るもの

平成23年度 先端技術

土壌中のダイオキシ
ンの簡易計測技術

土壌中のダイオキシンを、土木事業において簡易か
つ迅速に測定するための技術 平成14年度 新材料

エコセメントの利用
技術

50%以上の原材料を都市ごみ焼却灰とする、エコセ
メントを土木事業で適切に活用する技術 平成15年度 新材料

橋面舗装および床板
防水技術

適切な橋面舗装技術および橋梁主構造の耐久性向上
に資する床板防水技術 平成16年度 新材料

鋼道路橋防食技術 重防食塗装系・新設時工場塗装の全面採用による、
鋼構造物耐食性能の向上技術 平成17年度 新材料

ステンレス材料のダ
ム・水門への利用技術

没水環境での耐食性に優れる新材料であるステンレ
ス合金を、ダム・水門施設で適切に活用するための
技術をとりまとめた。

平成17年度 新材料

アルミニウム合金の
ダム・水門への利用
技術

没水環境での耐食性に優れる新材料であるアルミニ
ウム合金材料を、ダム・水門施設で適切に活用する
ための技術をとりまとめた。

平成17年度 新材料

河川管理鋼構造物防
食塗装技術

没水環境、干満帯環境などの厳しい腐食条件におか
れる河川鋼構造物を適切に防食するための塗装設計
技術

平成17年度 新材料

河川管理鋼構造物の
ための電気防食技術

没水環境、干満帯環境などの厳しい腐食条件におか
れる河川鋼構造物を適切に防食するための電気防食
設計技術

平成17年度 新材料

下水処理施設の防食
材料・技術

FRPパネル材等を活用した安価で効率的な下水処理
施設用ライニング防食技術 平成17年度 新材料

建設材料中の環境ホル
モンの簡易計測技術

建設材料から溶出する可能性のある環境ホルモンの
簡易・適切な分析技術 平成17年度 新材料

5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

環境に配慮した凍結
防止剤

凍結防止効果を維持したまま、塩害や周辺環境への
影響の少ない凍結防止剤 平成17年度 新材料

FRPの橋梁への利用
技術

腐食しない、高強度、などの特長を有する新材料で
あるFRPを橋梁主要部材に活かすための技術 平成18年度 新材料

環境に配慮した塗装
剥離技術（インバイロ
ワン工法）

一般塗装系により防食された鋼構造物の塗膜を、作
業者や周辺環境への影響を最小限に、安全に除去す
る技術

平成20年度 新材料

鋼橋防食工補修技術 耐候性鋼などの防食工が想定外の腐食進行した際の
防食補修技術 平成22年度 新材料

塗料からのVOC削減
技術

防食塗料の性能を確保しつつ、塗料から排出される
揮発性有機化合物（VOC）の量を減らすための塗装設
計技術

平成22年度 新材料

アスファルト舗装の
再生利用技術

近年増加しつつある、劣化の著しいアスファルト舗
装発生材や、新しい種類（改質アスファルトなど）の
アスファルト舗装発生材に対応した再生利用時の設
計方法

平成22年度 新材料

アスファルトバイン
ダの性能評価技術

近年利用が増えつつある、排水性舗装や改質アス
ファルト舗装用のバインダの性能評価方法 平成22年度 新材料

チタン箔による鋼構
造物防食補強技術

鋼構造物塗装の弱点部であるエッジ部などの防食補
強を目的とした、チタン箔による防食補強システム 平成22年度 新材料

コンクリート構造物
の防食技術

沿岸部など厳しい腐食環境におけるコンクリート構
造物の防食性を確保するための、表面被覆、浸透性
防水材、塗装鉄筋、被覆PC材、FRPケーブル材、電
気防食などによる防食技術

平成22年度 新材料

みずみち棒

下水汚泥処理の重力濃縮において、沈降速度を高め、
より効率的に汚泥濃縮を行う技術。濃縮槽内に鉛直
方向に棒（みずみち棒）を挿入し、槽内で低速回転さ
せる簡易な装置により濃縮効率が格段に向上する。

平成12年度 リサイクル

下水道におけるクリ
プトスポリジウム対
策手法

下水道システムにクリプトスポリジウムが流入した
場合の下水道における対策手法。 平成12年度 リサイクル

ウイルスの安全性か
ら見た下水処理水の
再生処理法

下水処理水再利用におけるウイルスに関する安全性確
保のための手法。再利用の形態毎にウイルス感染リス
クを定量化し、それぞれに適した処理法を選択する。

平成13年度 リサイクル

下水汚泥過給式流動
燃焼システム

大幅な省エネ化と地球温暖化ガス排出削減を両立し
た次世代型下水汚泥焼却炉。加圧流動焼却炉及び過
給機により排ガスを利用して駆動し、電力消費を大
幅に抑制する。産業技術総合研究所、月島機械、三
機工業との共同開発。

平成21年度 リサイクル

高強度コンクリート
を用いたプレストレ
ストコンクリート構
造物の設計施工指針

設計基準強度が80MPaまでの高強度コンクリートを
用いたプレストレストコンクリート構造物の設計施
工方法を取りまとめた

平成7年度 基礎材料

地震時の鉄筋コンク
リート構造物のせん
断強度評価手法

鉄筋コンクリート構造物の地震時のせん断耐力につ
いて、寸法効果ならびに正負交番荷重作用の影響を
考慮したせん断耐力式の提案を行った。

平成8年度 基礎材料
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5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

非破壊試験を用いた
土木コンクリート構
造物の健全度診断マ
ニュアル

既設コンクリート構造物について、非破壊検査を交
えて健全度を客観的に評価し、詳細調査の要否や補
修の要否を判断する手法を取りまとめた

平成10年度 基礎材料

エアメータ法による
単位水量測定手法

現着生コンクリートの単位水量を、一般的なエア
メータを用いて簡易に測定する手法を開発した。 平成12年度 基礎材料

高強度せん断補強鉄
筋を用いたコンク
リート構造物のせん
断強度評価手法

SD345を超える高強度鉄筋をせん断補強鉄筋として
用いた場合のせん断耐力評価手法を提案 平成16年度 基礎材料

再生骨材の簡易凍結
融解試験方法

再生骨材の耐凍害性を評価するため、簡易的な凍結
融解試験方法を開発した。 平成17年度 基礎材料

ポーラスコンクリー
トの性能評価手法

ポーラスコンクリートのフレッシュ性状判定方法、
凍結融解試験方法（案）および乾湿繰返し試験方法

（案）を提案
平成17年度 基礎材料

自然電位法を用いた
コンクリート構造物
の鉄筋腐食診断手法

自然電位法を用いてコンクリート構造物の鋼材腐食
を診断する手法を提案 平成18年度 基礎材料

電気化学的脱塩工法
による補修ガイドラ
イン（案）

塩害の影響を受けるコンクリート構造物について、脱
塩工法による補修のガイドラインを取りまとめた。 平成19年度 基礎材料

断面修復によるプレ
ストレストコンク
リート構造物の補修
指針

断面修復によるプレストレストコンクリートの補修
設計ならびに施工法法を取りまとめた。 平成21年度 基礎材料

非破壊・微破壊試験
を用いた新設コンク
リート構造物の品質
評価方法

新設コンクリート構造物の構造体コンクリートの強
度ならびにかぶりを、非破壊（微破壊）試験によって
評価する手法を開発した。

平成22年度 基礎材料

再生コンクリート材か
らの六価クロム溶出試
験方法ならびに六価ク
ロム溶出抑制手法

コンクリート解体材から作られる再生材料からの六
価クロムの溶出試験方法と、六価クロム溶出を抑制
する手法を開発した。

平成23年度 基礎材料

鉄筋溶接継手の非破
壊検査手法

鉄筋溶接継手の欠陥の有無を超音波を用いた非破壊
検査により判定する手法を開発した。 平成23年度 基礎材料

粗骨材の特性を踏ま
えたコンクリートの
乾燥収縮推定方法

粗骨材の乾燥収縮ひずみの測定方法とその結果を用
いたコンクリートの乾燥収縮推定方法 平成23年度 基礎材料

コンクリートの耐凍害
性を確保するための
使用骨材の性能指標

コンクリートの耐凍害性を確保するための、使用骨
材の物性値の提案を行った。 平成23年度 基礎材料

河川砂防技術基準調
査編（平成24年版）に
盛り込まれた岩盤分類
技術（土研式共通岩級
区分、ゆるみ岩盤、弱
層の岩盤分類方法等）

ダム基礎の岩盤分類方法として、土研式共通岩盤分
類、および特殊な岩盤について、「ゆるみ岩盤」の分
類方法、「弱層」の分類方法等を提案

平成10年度 地質
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

環境アセスの技術手
法の開発

法アセスの施行に伴い、事業毎（道路事業、ダム事
業等）に新たに定めた、アセスの標準手法 平成12年度 地質

エアトレーサー試験

岩盤中に、煙などの空気を媒体とする追跡子（トレー
サー）を注入し、岩盤の別な箇所からのトレーサー
の流出を観測することによって、岩盤中の開口亀裂
の連続性や緩み領域を確認する地質調査方法

平成15年度 地質

土層強度検査棒

斜面の表土などの厚さやせん断強度を現地で測定す
るための、棒の先端にコーンを取り付けた器具。表
土の厚さを1 ～ 2分で測定。羽根付きコーンを用いて
貫入力とコーンの回転トルクを同時に測定すること
で、土の内部摩擦角と粘着力を個別に測定する技術

平成16年度 地質

活断層地形要素判読
マニュアル

山地に分布する活断層を対象に空中写真を用いた地
形要素の判読から記載､ 確実度判定までの一連の調
査･解析の標準的仕様を示したマニュアル

平成17年度 地質

災害事例のデータ
ベース化、道路防災
点検手法の改良

全国で実施されている「道路防災点検」について、土
研で研究を進めてきた「道路防災マップ（ハザード
マップ）」の作成手法等を活用し、改良を行い、上方
斜面まで含めた道路斜面全体に分布する災害要因の
面的な抽出手法（通称、スクリーニング手法）の追加
などの技術的検討を随時行い点検要領に反映

平成18年度 地質

自然由来の重金属等
を含む岩石の調査、
評価方法

建設工事において自然由来の重金属等を含む岩石に
遭遇した際に実質的に環境汚染を招かないための調
査・試験方法に関する研究を実施し、これらの研究
成果をベースに自然由来重金属等への対応方法を示
したマニュアル

平成19年度 地質

KuniJIban（国土地盤
情報データベース）の
開発

国土交通省の所有するボーリングデータを一般が無
料で自由に閲覧・利用できる公開型データベース 平成19年度 地質

貯水池地すべり指針
（案）の開発

国土交通省河川局治水課から通達された貯水池地す
べりの指針 平成21年度 地質

レベル2地震動を考慮
した土工構造物の設
計法

兵庫県南部地震による液状化被害を踏まえて、レベ
ル2地震動に対応した液状化判定法、構造物の設計
法を開発したもの。

平成8年度 土質・振動

河川堤防の液状化対
策工法設計施工マ
ニュアル（案）

液状化性地盤上の堤防に対する耐震対策工法の設計
法および施工法について、とりまとめたものである。 平成9年度 土質・振動

液状化対策工法設計・
施工マニュアル（案）

液状化地盤上の盛土、地中構造物に対する液状化対
策工法の設計法および施工法について、とりまとめ
たものである。 

平成11年度 土質・振動

建設発生土利用技術
マニュアル

平成3年の「再生資源の利用の促進に関する法律」及
び建設省令の運用を技術的に支援するため、建設発
生土の土質区分、適用用途標準を示すとともに、ど
のような改良を施すことによって土工事の種々の用
途に建設発生土が適用できるようになるかの技術の
紹介を行っている。なお、省令に基づいた通達「発
生土利用基準について」が平成6年に出された後、平
成16年に改訂されており、本マニュアルも同年にそ
れぞれ出されている。

平成6年度 施工技術



第２編　土木研究所の社会貢献　　

104

5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

流動化処理工法

土砂、泥水（または水）、固化材を加えて混練するこ
とにより、土工による締固めができない狭隘な空間
などに流し込み施工し、固化後に発揮される強度に
より地盤としての機能を発揮させる工法。

平成9年度 施工技術

マイクロパイル工法

供用中の建造物や橋梁など、狭隘ないし低空頭な施
工空間のなかで、既設基礎の老朽化補強や耐震補強
のための増し杭を、マイクロパイル（直径300mm以
下の鋼管）を打設する施工方法。

平成13年度 施工技術

建設工事で遭遇する
地盤汚染対応マニュ
アル

公共土木工事で遭遇する重金属等の汚染土壌に対し
て、用地内に極力封じ込めて本来の公共施設の土地
として活用するための、対策方法などについて技術
的に紹介している図書である。

平成16年度 施工技術

すいすいMOP工法

交通量の多い交差点の交差点急速立体化技術であ
り、モジュール桁という鋼製橋桁のコンパクト化、
張り出しブラケットの展開作業を効率化する装置や
特殊治具、移動台車または吊上げによる一括架設に
よる工法。

平成17年度 施工技術

建設発生木材リサイ
クルの手引き（案） 建設現場で発生した木材の利用方法に関する手引書 平成17年度 施工技術

道路路面雨水処理マ
ニュアル（案）

特定都市河川浸水被害対策法の適用を受けて、道路
部にて雨水の流出抑制を試みる際の、設計方法や技
術的な知見をまとめた解説書

平成17年度 施工技術

建設工事で遭遇する
ダイオキシン類汚染
対応マニュアル

公共土木工事で遭遇するダイオキシン類の汚染土壌
に対して、用地内に極力封じ込めて本来の公共施設
の土地として活用するための、対策方法などについ
て技術的に紹介している図書である。

平成17年度 施工技術

ALicc工法（低改良率
セメントコラム工法）

層厚の大きな軟弱地盤にセメント系地盤改良対策を
行う際に、平面改良率、深度方向改良率の低改良化
を図るための設計法。盛土材の内部摩擦によるアー
チ作用を設計に取り込むことによって、改良体に有
効に上載荷重が作用する効果を活用している。

平成18年度 施工技術

グラウンドアンカー
維持管理マニュアル

アンカーの耐久性に関する問題が発生する前に適切
な対応を行い、アンカーを長期にわたり健全な状態
で利用していくために、または長期間経過したアン
カーの健全性を評価し、できる限りの延命化を図る
ためにアンカーの点検・健全性調査・対策に関する
考え方を記述している。

平成20年度 施工技術

建設汚泥再生利用マ
ニュアル

建設汚泥リサイクルに関する制度的な解説、技術的
な問題に対する解説を行った書籍 平成20年度 施工技術

埋土種子を活用した
沈水植物再生手法

沈水植物が消失した湖沼におけるその湖沼在来の沈
水植物の再生手法。かつて沈水植物群落が存在した
時代に散布された種子のうち、発芽可能性の高い種
子が高密度に存在する地点、地層を推定、効率的に
種子を採取し、消失した沈水植物を再生させる手法

平成18年度 河川生態

沈水植物が消失した
湖沼における移植に
よる群落再生手法

沈水植物が消失した湖沼において、埋土種子由来の
湖沼在来の沈水植物を移植することにより、定着、
拡大させる再生手法

平成22年度 河川生態
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

濁水がアユに与える
影響の評価手法

濁水によりアユが受ける影響のうち、致死を伴うよ
うな高濃度の濁水下における影響を予測する手法 平成22年度 河川生態

新しい植生調査手法
（案）

河川における植生調査手法、主に、現場における植
物の物理基盤である土壌と植物の関係をどのように
定量的に捉えるかについてとりまとめたマニュアル

平成22年度 河川生態

河川植生評価の手引き
（案）

河川生態の基盤となる植生を対象に、個々の種を基
準としたうえで植物群落の質を評価することを目的
として、数量的な植生評価手法の提案とその活用に
ついての手引き

平成22年度 河川生態

野生動物自動行動追
跡システム

指向性アンテナを有した複数の受信局と制御局を用
いて、電波発信機を装着した魚類・陸上哺乳類の行
動を自動で追跡するシステム

平成23年度 河川生態

河川環境評価流域地
理情報システム

地理情報システムを用いて、過去の流域環境・河川
環境を復元し環境変遷を把握するシステム 平成24年度 河川生態

水質事故対策
マニュアル

水質チームが中心的なメンバーである水質連絡会に
おいて、平成7年度に発行され、平成13・21年に改訂。
平成18 年から3 ヵ年をかけて、最新の水質技術の最
新の知見と新技術の収集に取り組み、成果を取りま
とめ、さらにはインターネットの技術をも取り込んだ、
改訂版水質事故対策技術（2009 年版）」を発行

平成7年度 水質

アンモニアバイオ
センサー（特許）

硝化細菌が様々な化学物質に対して極めて感受性が
高い性質を用いて、水中にある毒性物質を短時間に
かつ連続的に測定し、警報を発することが可能な水
質監視システム

平成7年度 水質

下水試験方法改定
（下水協、1997、
2002追補）への反映

1997年版への全面改訂においては、委員として参
画するとともに、2002年の追補暫定版においては、
土木研究所で開発した内分泌かく乱化学物質などの
測定技術を反映

平成9年度 水質

河川水質試験方法
改訂

水質チームが中心的なメンバーである水質連絡会に
おいて、平成9年と21年に改訂されており、平成21
年には水質調査・管理を担当する職員を対象に、水
質調査・管理を行う上で必要な水質に関する情報の
提供を目的として改訂

平成9年度 水質

油膜検知装置

発光ダイオードを光源として、水と油の反射率の差
異によって油膜を検知する装置について、感度、維
持管理性などについて検討を行い、連続的に油膜を
監視できる装置

平成12年度 水質

「生態系にやさしい
下水道をめざして」

（技報堂、H13）

旧土研水質研究室もメンバーである「生態系との共
生をはかる下水道のあり方検討会」で、企画・作成。
下水道と生態系とのかかわりはいかにあるべきかを
テーマとして、その必要とともに、考え方や取組み
の事例を紹介

平成13年度 水質

人用医薬品物理・
化学的情報集

（技報堂、2005）

（独）土木研究所と東和科学（株）は、医薬品の分析方
法を開発し下水処理場や河川等での汚染状況を把握す
ることを目的として共同研究を実施してきた。本書は、
調査対象物質の選定に資するため、これまでに収集し
た医薬品情報を整理し、医薬品を構成する化学物質の
最も基本となる物理・化学的情報について紹介

平成17年度 水質
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5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

高濃度酸素水供給装
置（特許）

水中に効率よく酸素を溶解させる装置であり、湖沼
の汚濁底質を巻き上げることなく溶存酸素濃度の高
い水を湖底付近に広範囲に送り出せることから、コ
ストを低減しつつ水質の環境改善

平成18年度 水質

流総指針改定（下水道
協会、H20）への反映

それまでの「流域別下水道整備総合計画調査　指針
と解説」において、COD等の年間流達負荷量を過小
評価していること、並びに、新たに窒素・りんの
流達率に関する知見を流総指針改定（下水道協会、
H20）へ反映

平成20年度 水質

露出護岸の環境性能
評価技術

多自然川づくりにおいて護岸が露出する場合の環境
（景観、自然環境）の評価の考え方を提案 平成22年度 自然共生研究

センター

土砂還元時の環境影
響効果評価手法

土砂還元を実施した際に、その効果をベントスから
評価する技術を提案 平成22年度 自然共生研究

センター

流出変化時の付着藻
類現在量モデル

流量等付着藻類の繁茂条件が変化した場合に付着藻
類現在量を予測するモデルを開発 平成22年度 自然共生研究

センター

孔内多地点地下水測
定（MGL）システム

孔内多地点地下水測定MGL（Multiple Groundwater 
Level Measuring System）システムとは、岩盤や地
盤内の地下水圧を、1本のボーリング孔内の多深度
地点で正確にかつ長期的に測定するシステム

平成8年度 水工構造物

割裂方向制御グラウ
チング

未固結層や軟岩地盤において、浸透流に直交する方
向に鉛直の割裂グラウト脈を発生させることにより、
地盤変位を抑え効率的に止水膜を形成させる工法

平成9年度 水工構造物

コンクリートのコン
システンシー試験法
および装置

RCD用コンクリートのコンシステンシーをより正確
にもとめるための、振動数、振幅可変型のVC試験機 平成9年度 水工構造物

バッチャープラントに
おける骨材の水分量
測定方法および装置

単位水量の安定したコンクリートを供給するため
に、骨材の含水比をリアル・タイム・プロセッシング・
システムにより正確に測定しするバッチャープラン
トにおける骨材の水分量測定装置

平成11年度 水工構造物

ダム基礎グラウチング
に関する合理化手法

安全性を損なうことなく、より合理的なダム基礎グ
ラウチングの設計・施工を行い、コスト縮減を実現
するもの

平成15年度 水工構造物

CFRDコンクリート
遮水壁の漏水探知
センサ

2種類のケーブルの抵抗差を利用して、CFRDに漏水
が発生した場合の任意の漏水箇所を精度よく特定す
る探知システム

平成15年度 水工構造物

大規模地震に対する
ダムの耐震性能照査
方法

大規模地震に対するダムの安全性の照査方法 平成17年度 水工構造物

堤体表面連続変位計
によるダムの安全管理

水没斜面も含めたフィルダム堤体法面の変形を連続
的に計測できるシステム 平成18年度 水工構造物

フィルダムの安全管理
におけるGPSの利用

GPSを用いて高度化・合理化したフィルダムの外部
変形計測技術であり、人権費の削減によりコストが
縮減できるとともに、計測頻度が向上する等、管理
の高度化が図れる

平成19年度 水工構造物

新型式ダムの
設計手法

従来のダム型式（重力式コンクリートダム、ロック
フィルダムなど）と同等の安全性を確保できる新型
式のダム（台形CGSダム）の設計手法の開発

平成19年度 水工構造物



第２編　土木研究所の社会貢献　　

108

5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

粗石式魚道
多様な水深や流速をもつせせらぎ的な流れを形成で
きる、粗石状のコンクリートブロックで構成される
水路式魚道

平成11年度 水理

引張ラジアルゲート 圧縮よりも引張に強い鋼材の性質を生かした経済的
でコンパクトなダム用放流設備 平成13年度 水理

堤頂道路を兼用した
越流頂 堤頂道路との兼用が可能なダムの越流頂形状 平成14年度 水理

堆砂シミュレーション
技術（流下方向1次元
河床変動モデル）

混合粒径を取り扱うことができる非定常流（不定流）
の1次元河床変動モデルで、浮遊砂の輸送方程式を
用いることで、ダム貯水池における浮遊砂の浮上と
沈降の非平衡性を考慮している。常流射流混在流れ
や合流を取り扱うことができるダム貯水池の堆砂予
測モデルである。

平成16年度 水理

自動降灰・降雨量計
火山灰を捕灰容器に収集し、同容器に備えられてい
る水位計とロードセルを用いて火山灰の堆積量を計
測する。降雨量も計測することができる。

平成16年度 火山・土石流

表層崩壊に起因する
土石流の発生危険度
評価マニュアル（案）

簡易貫入試験により崩壊のおそれのある層厚を計測
することにより、従来より格段に高い精度で、表層
崩壊の発生危険度を評価する手法を開発しとりまと
めた。

平成20年度 火山・土石流

深層崩壊の発生の
恐れのある渓流抽出
マニュアル（案）

深層崩壊について、渓流（小流域）単位で危険度を評
価する技術を新たに開発し、手法としてとりまとめ
た。同技術は空中写真、地形情報、地質図を用いて
実施するものであり、基本的に全国に適用が可能。

平成20年度 火山・土石流

投下型水位観測用ブイ

天然ダムの湛水位を観測するために、衛星通信装置
を搭載したブイ、水位センサー等から構成される水
位監視装置であり、天然ダムの決壊等による二次災
害の軽減に資することを目的とする。ヘリコプター
より投下するだけで設置できるため、迅速・安全に
観測を行うことが可能。

平成20年度 火山・土石流

斜面崩壊検知センサ
斜面崩壊の発生を検知するセンサ。目的を斜面崩壊
の検知に特化することにより、メンテナンスの省力
化、コスト縮減、耐久性の向上が図られている。

平成22年度 火山・土石流

振動検知式土石流
センサー

土石流が発する振動から土石流の発生を判定し、検
知信号を発するものである。従来使われているワイ
ヤーセンサーと比べて、連続して土石流を検知でき
ること、観測した振動波形から土石流の大小を推定
できることなどの特徴を有する。

平成22年度 火山・土石流

緊急調査初動期の
区域想定計算プログ
ラムQUAD1.0

2011年5月に改正された「土砂災害防止法」にもとづ
き実施される緊急調査において、大規模な天然ダム
の決壊に伴う土石流、および降灰後の降水に起因す
る土石流によって、土砂災害が想定される土地の区
域を推定するための数値計算プログラム。緊急時に、
限られた情報でも、ある程度の精度を持った結果を
迅速に推定できる。

平成22年度 火山・土石流
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5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

感圧式すべり面検知器 すべり面が100m前後の大規模地すべりにおけるす
べり面深度を調査する計測器 平成7年度 地すべり

光ファイバセンサに
よる地すべり共同調
査法

光ファイバセンサを用いた地すべり挙動調査法 平成13年度 地すべり

加熱式地下水検層法 地すべり地の調査ボーリング孔を利用した地下水流
動層調査法 平成17年度 地すべり

酸素溶解式地下水追
跡法

地すべり地の調査ボーリング孔を利用した地下水流
動経路調査法 平成17年度 地すべり

地震時の既存地すべり
地形における地すべり
発生危険度評価法

地震時の既存地すべり地形における地すべり発生の
危険度を評価する方法 平成22年度 地すべり

地下水排除施設機能
維持管理法

地すべり防止施設である地表水・地下水排除施設の
管理手法 平成23年度 地すべり

集落を対象とした雪
崩対策の指針

集落を対象に、土木研究所などで取り組んできた雪
崩対策技術をとりまとめ、指針化 平成7年度 雪崩・地すべり

研究センター

豪雪時における雪崩斜
面の点検手法の普及

積雪地域で用いられている雪崩斜面の点検手法と応
急対策事例を収集整理し、手引きを作成 平成21年度 雪崩・地すべり

研究センター

排水性舗装
空隙率の高いポーラスアスファルト混合物を表層に
用いることで、道路交通騒音の低減と雨天時の車両
の走行安全性を向上する技術

平成8年度 舗装

振動低減舗装 弾性の高いアスファルト混合物やゴムなどを用いる
ことで、交通振動の軽減を図る技術 平成14年度 舗装

混合物型遮熱性舗装

遮熱性塗料を用いることで路面温度低減効果を有す
るとともに、従来の表面塗布型の遮熱性舗装と比較
して、アスファルト混合物に遮熱性塗料を混合する
ことにより摩耗による性能低下を抑制する技術

平成16年度 舗装

タイヤ路面騒音測定
装置及び測定方法

自動車が道路を走行する時にタイヤ路面間で発生す
る騒音を測定できるタイヤ/路面騒音測定装置、路
面の吸音特性を測定できる吸音特性測定装置、路面
からの反射音を測定できる路面反射音測定装置を開
発し、その測定方法を確立

平成16年度 舗装

シート舗装

上面に繊維、下面にゴム接着面を持つシート状の舗
装材料で、工期短縮、振動低減、段差やジョイント
の振動を抑制するとともに摩耗、流動に強く、凍結
抑制効果もある技術

平成17年度 舗装

工期短縮舗装

2層同時施工などを行うことにより舗装工事期間を
短縮する技術。補修工事が困難な交差点などでの適
用を想定しており、補修頻度を低減するため、エポ
キシアスファルトや繊維系の補足材を用いることに
より通常の舗装より耐久性も高くなっている。

平成18年度 舗装

歩道用土系舗装

自然土を主材料とし、土本来の風合いにより自然な
景観を有するとともに、適度な弾力性、衝撃吸収性
を備えている。また、保水性を有することから、夏
季の路面温度の上昇を抑制する舗装技術。車両走行
に耐えるほどの耐久性は有していないことから主に
歩道で使用される。

平成20年度 舗装
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

車道用土系舗装

歩道用土系舗装と比べ、車両走行に耐えられるよう
にバインダを高強度化した技術。土の風合いによる
自然な景観を有し、自動車の交通荷重に対する耐久
性がある。ただし、弾力性や衝撃吸収性、路面温度
の上昇抑制効果は歩道用技術よりは劣る。

平成22年度 舗装

異形断面シールド技術 トンネルの用途に応じて、円形以外の断面が掘削可
能なシールド技術 平成4年度 トンネル

カウンタービーム照明

道路トンネルの入口部の照明として、灯具からの光
を交通方向に対向させて照射する方式であり、従来
の対称照明方式と比較して落下物が視認しやすい照
明技術

平成8年度 トンネル

既設トンネルの断面
拡大技術

供用中の狭隘な道路トンネルに対して、交通を供用
させたまま断面を拡大する技術 平成14年度 トンネル

トンネルの変状対策
手法

はく落防止対策等に関して知見をとりまとめ、マ
ニュアル案として考え方を提案 平成15年度 トンネル

トンネルの補強技術 供用中のトンネルを対象として、土圧などの外力に
よる変状等に対する薄肉のトンネル補強技術 平成17年度 トンネル

トンネルの補修技術
（光ネット工法、NAV
工法）

供用中のトンネルを対象として、材質劣化等の変状
等に対して補修後も覆工コンクリート表面のひび割
れが観察可能な補修技術

平成17年度 トンネル

自動車排ガス規制の
強化に伴う換気施設
設計の見直し

自動車排出ガス規制による自動車の性能向上などに
より、道路トンネルの換気施設設計に用いる自動車
1台あたりの排出量の提案

平成19年度 トンネル

大深度地下トンネル
の構造設計法

都市内の大深度下におけるシールドトンネルのセグ
メント設計の基本的な考え方 平成20年度 トンネル

道路トンネルの新換
気制御技術

トンネル内の自然風、交通量を考慮した道路トンネ
ルの換気制御技術 平成23年度 トンネル

トンネルの変状発生
原因推定方法

現場の技術者が変状の発生原因の推定と対策工の選
定を行う上で参考となる基本的事項を提案 平成24年度 トンネル

洪水中の河川流量自
動計測システム

河川が短く河床勾配が急で、極めて厳しい流況を呈
するアジアモンスーン地域における河川において、
安全・確実に省コストで洪水流量観測を可能とする
ために、設置型流速計（電波流速計）を用いた自動計
測のほか、ADCP（超音波ドップラー流向流速計）に
よる検証・精度管理を含めた一連の計測システム

平成21年度
ICHARM

（水理・
水文担当）

衛星降雨データ補正
手法の改良

ICHARMが開発してきた衛星観測降雨量の補正手法
について、地上雨量データを用いて補正。地上雨量
データが密にあれば、ダイナミックウィンドウ法な
どの手法が有効であるが、開発途上国では地上雨量
データの入手は極めて困難。衛星観測雨量データは、
豪雨時ほど過小評価傾向にあることが顕著である反
面、雨量が少ない場合は、比較的精度が確保できて
いることを活かし、雨量データが小さい場合と雨量
データが大きい場合で補正

平成22年度
ICHARM

（水理・
水文担当）
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5．この 20 年の研究成果

111

土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

発展途上国における
持続的な津波対策に
関する研究

「海岸植生を用いた津波対策ガイドライン」を、さら
に現地の状況に即した内容に改良するために、イン
ドネシア・ジャワ島南部の11箇所において海岸植生
の現地調査を行い、異なる樹種の樹高・樹径・抵抗
能力などを計測し、インドネシア・バンダアチェに
おいて現地行政官などからなるワークショップを開
催し、現地の意見を取り入れながら「海岸植生を用
いた津波対策ガイドライン」の改良や「途上国におけ
る津波ハザードマップ作成ガイドライン」の作成

平成22年
ICHARM

（リスクマネ 
ジメント担当）

革新プログラム「気候
変動に伴う全球およ
び特定脆弱地域への
洪水リスク影響と減
災対策の評価」

 気象研究所の超高解像度大気大循環モデル（MRI-
AGCM）等の降水量出力値の統計的バイアス補正方
法（ハイブリッド・クォンタイル法）を開発し、全球
水循環シミュレーションのためのスケールフリー河
道網と全球水循環モデル（BTOP、20kmメッシュ）
の開発、BTOP モデルにより計算される全球の極値
流量、地理および社会データを用いたグローバルな
洪水リスク評価手法の開発

平成22年度
ICHARM

（リスクマネ 
ジメント担当）

統合洪水解析システ
ム（IFAS）の開発

ICHARMでは、（社）国際建設技術協会や9社の建
設コンサルタント各社の技術力を結集し、共同研
究体制によってIntegrated Flood Analysis System 

（IFAS）と名付けた洪水流出解析システムを開発した
（現在ICHARMが開発主体）システム。平成19年度に、
豪雨に対して過小評価傾向のある衛星降雨データ

（JAXA-GSMap）について、雨域の移動情報を併せて
活用することで自己補正する手法を開発し、IFASへ
の実装を行い、平成22年度には、IFASに衛星降雨
データを自動でダウンロードし、IFASに取り込んで、
流出計算を行い、警報を発信する機能を搭載（平成
23年春β版公開）

平成23年度
ICHARM

（水理・
水文担当）

予警報システムを搭
載した新IFASの開発

IFASをベースとして、開発途上国でのケーススタ
ディを踏まえ、脆弱な電力供給及びインターネット
網の環境下においても、適切にデータを入手し、予
警報を発出できる機能を持った新しいIFASシステム

ICHARM
（水理・
水文担当）

プレストレストコン
クリート橋の省力化
施工技術

PCパネルによるコンクリート合成床版を利用した
少数主桁化かつ型枠作業の省力化、ならびに横桁の
最少化を図ったプレストレストコンクリート橋の省
力化施工技術

平成4年度 CAESAR

耐候性鋼橋梁の設計・
施工技術

耐候性鋼材（Cu、Cr、Ni等の元素を添加し、鋼材表
面に緻密なさび層を形成させ、鋼材表面を保護する
ことで腐食を抑制する鋼材）を、無塗装で橋に適用
する際に、所定の性能が発揮できるようにするため
の、適用可能地域、構造細目等の設計・施工技術

平成5年度 CAESAR

RC橋脚の塑性域を考
慮した耐震設計法

レベル2地震動に対する合理的な設計のために、RC
橋脚の降伏後の挙動を考慮した地震時保有水平耐力
法を構築した。この一環として、コンクリートの横
拘束効果を考慮した応力度～ひずみ関係を開発

平成7年度 CAESAR

RC橋脚の耐震補強技
術

古い設計基準でつくられた橋の耐震補強のために、
段落とし部の補強設計法の開発、曲げ耐力制御式鋼
板巻立て工法や連続繊維シート巻立て工法の設計法

平成9年度 CAESAR
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5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

道路橋基礎の洗掘調
査法

安全に、かつ、短時間で実施できるカラーイメージ
ングソナー等を用いた洗掘調査方法 平成9年度 CAESAR

道路橋基礎の杭頭接
合部の設計法

大地震時の性能確保や施工品質の向上を可能とする
道路橋基礎の杭とフーチングの接合部の設計法 平成10年度 CAESAR

CFRPシートを用い
た鉄筋コンクリート
床版の補強技術

既設鉄筋コンクリート床版の下面にCFRPシートを
貼り付けることにより、疲労耐久性を改善するため
の技術

平成11年度 CAESAR

道路交通振動の予測
手法

自動車の走行により生じる道路周辺の地盤振動に関
して、道路事業の環境影響評価に用いる道路交通振
動の予測手法

平成11年度 CAESAR

輪荷重走行試験を活
用した鉄筋コンク
リート床版の耐久性
評価技術

実物大の鉄筋コンクリート床版試験体に対して、輪
荷重走行試験を行い、床版の破壊過程を再現し、鉄
筋コンクリート床版の疲労耐久性を評価する手法

平成14年度 CAESAR

RC橋脚の配筋合理化
に資する工法

RC橋脚の過密配筋による施工性の低下を改善する
ために、特に横拘束筋の合理化する工法 平成14年度 CAESAR

道路橋基礎の部分係
数設計法

各種不確実性を考慮した信頼性に基づく道路橋基礎
の部分係数設計法の開発 平成16年度 CAESAR

橋全体系の耐震性向
上に着目した耐震補
強工法

様々な制約条件下の既設橋を合理的に耐震補強する
ための技術として、免震工法、慣性力分散工法、変
位拘束工法など、橋全体系の耐震性向上に着目した
耐震補強工法

平成17年度 CAESAR

変形性能に基づく地
中構造物の耐震設計
法

大規模地震時の道路トンネル、地下駐車場等の大規
模な地中構造物の耐震設計法の開発を行った。また、
ゴムによる免震材を用いた免震工法

平成17年度 CAESAR

大規模地震を想定し
た長大橋梁の耐震設
計法の合理化技術

耐震性に優れた高機能材料の活用や新構造形式を用
いた長大橋梁の耐震設計法 平成17年度 CAESAR

すべり系支承を用い
た地震力遮断機構を
有する橋梁の免震設
計法

すべり摩擦系の支承と水平力を受け持つゴムバッファ
の組合せによるすべり系支承を用いた免震設計法 平成18年度 CAESAR

インテグラルアバット
構造（橋台部ジョイン
トレス構造）の設計法

橋台と上部構造を剛結することで支承部や伸縮装置
を省略し、維持管理性が向上することが期待される
インテグラルアバット構造の設計法

平成19年度 CAESAR

道路橋の耐風設計技術

支間が長く吊橋等の柔な橋・部材に対する、風荷重
や風によって引き起こされる振動を考慮した設計技
術（耐風性照査手法、耐風安定化部材による実橋構
造の合理化等）

平成19年度 CAESAR

橋台の側方移動対策
の改善

既設橋の不具合事例を分析し、橋台基礎の側方移動
の判定法や対策方法を見直し・充実 平成20年度 CAESAR

SFRC舗装による既
設鋼床版の補強工法

既設舗装を剛性の高いSFRC舗装に取り替え、鋼床
版のデッキプレートと一体化させ、鋼床版各部の局
部応力・変形を軽減させることにより、鋼床版の疲
労耐久性を向上させる工法

平成21年度 CAESAR
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5．この 20 年の研究成果

113

土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

道路橋の耐震設計に
おける部分係数設計
法

性能規定型設計体系への本格的な以降を見据え、各
種不確実性を考慮した道路橋の耐震設計法 平成21年度 CAESAR

既設鋼床版の疲労き
裂の超音波探傷法

目視点検では発見確認困難な部位に発生する疲労き
裂（鋼床版のデッキとUリブ溶接部からデッキ内に進
展するき裂）を超音波探傷法により検出する技術

平成22年度 CAESAR

地震後の道路橋の機
能を速やかに回復す
るための技術

（被災度判定センサ、
応急復旧工法）

地震後の橋の早期機能回復に資する技術として、橋
脚の損傷の迅速な検知技術と応急復旧技術 平成22年度 CAESAR

既設道路橋基礎の耐震
性評価補強法

既設道路橋基礎の耐震性を評価し優先度をつけて補
強を行っていくため、基礎の諸元調査法・耐震性評
価法・補強方法について実験・調査結果に基づきと
りまとめ

平成22年度 CAESAR



第２編　土木研究所の社会貢献　　

114

5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

除雪機械マネジメン
トシステム（ダイナ
ミック工区シフト支
援機能、除雪作業状
況確認機能）

リアルタイムな除雪機械の位置・作業情報から、隣
接工区間での除雪機械の臨機な応援を支援する機能

（ダイナミック工区シフト支援機能）、除雪進捗状況
の把握や除雪機械到着予想時刻を提供する機能（除
雪作業状況確認機能）を搭載したシステム

平成21年度 寒地機械技術

凍結防止剤散布車散
布情報収集・管理シ
ステム

凍結防止剤散布車の散布設定情報と散布位置情報を
自動でサーバに収集し、散布箇所や散布量等の詳細
な情報を地図上に表示するシステム

平成21年度 寒地機械技術

樋門・樋管函体の3次
元変位計測技術

樋門・樋管函体の動態観測において、沈下や継手の
開きを把握する函体内の測定鋲の座標を、トータル
ステーションと自走装置を用いて3次元（X、Y、Z）
で計測する変位計測技術

平成22年度 寒地機械技術

ロータリ除雪車対応
型アタッチメント式
路面清掃装置

除雪機械を夏期も通年活用することで、道路維持管
理費のコスト縮減を図ることを目的として開発した
ロータリ除雪車に装着可能なアタッチメント式路面
清掃装置

平成22年度 寒地機械技術

3次元写真計測におけ
る写真歪み簡易補正
手法

3次元写真計測を行う際に必要となる写真の歪み補
正を、トータルステーションを用いた現地計測によ
り簡易的に行う手法

平成22年度 寒地機械技術

施工の効率化に関す
る事例集

北海道開発局で実施された工事の施工実態から、施
工の効率化につながる施工例などを抽出し、積雪寒
冷地における建設施工技術及び施工法の効率化に関
する提案として取りまとめた事例集

平成22年度 寒地機械技術

除雪車が関係する交
通事故対策

除雪機械オペレーターを対象に作成した、除雪車が
関係する交通事故をイラストと写真で紹介し事故防
止のポイントなどをまとめた「寒地交通事故事例集」
及び除雪機械のオペレーターから安全に除雪作業を
するための「コツ」をヒアリングし、これらを除雪作
業別に取りまとめた「除雪車安全施工ガイド」

平成22年度 寒地機械技術

港湾構造物水中部劣
化診断装置

光学式カメラでは撮影不可能な濁水中や暗所での撮
影を可能とする超音波式の音響カメラを用いた港湾
構造物水中部劣化診断装置

平成22年度 寒地機械技術

排水ポンプ設置支援
装置（自走型）

爆弾低気圧や冬期降雨により多様化する洪水及び出
水災害の現状を踏まえ、既存の排水ポンプを搭載可
能な自走型の設置支援装置

平成22年度 寒地機械技術

低温下におけるバイ
オガス・バイオディー
ゼル燃料の適応性

廃食油から精製したバイオディーゼル燃料や生ゴミ
を発酵させたバイオガスの除雪車及びパトロール
カーへの低温下における適応性評価

平成22年度 寒地機械技術

連続路面すべり抵抗
値測定装置を用いた
凍結防止剤散布技術

凍結防止剤散布車に連続路面すべり抵抗値測定装置
を取り付け、散布作業時における路面のすべりやす
さを客観的に判別しながら、散布が必要な箇所に迅
速に散布する技術

平成23年度 寒地機械技術

埋設型ひずみ拡散
ジョイント工法

小規模橋梁用の伸縮装置の一つ。伸縮部表面に前後
の舗装と同じアスファルト混合物を使用して舗装路
面と伸縮装置の連続化を図り、橋梁伸縮量の吸収を
混合物自体に受け持たせるものであり、路面の平坦
性と連続性を容易に確保することができ、また、雪
寒地でみられる除雪の際の伸縮装置の破損を防止で
きる工法

平成4年度 寒地構造
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5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

三層緩衝構造

落石覆道に用いられる緩衝材の一つ。その優れたエ
ネルギー吸収性能と荷重分散効果により、従来の敷
砂緩衝の緩衝性能では覆道本体構造が大規模となる
場合、あるいは設計が成り立たない場合に適用され
る。落石エネルギー 3000KJ程度まで適用可能

平成4年度 寒地構造

鋼製リンク支承

橋梁用免震支承の一つ。幾何学的特性を利用して復
元特性を発揮させ、相対移動に伴う摺動摩擦力によ
り減衰を得るという両機能を備えた鋼製の支承であ
る。本支承は、広く用いられているゴム系支承とは
異なり、温度変化に伴う復元力特性の変化がないと
いう利点を有しており、寒冷地における適用に際し
てその温度依存性を考慮することなく設計が可能

平成7年度 寒地構造

地震情報伝達システム
（WISE）

地震当初の防災システムをサポートするシステム
で、 強震計による地震動の情報を迅速に得ることに
よって、地盤や道路構造物などの被害予測を行い、
現場での指示や対応が的確にできるようにするもの
である。本システムには北海道内各地に設置された
強震計がオンラインでつながれ、一元管理されてい
る。

平成8年度 寒地構造

岩盤モニタリング
システム

岩盤崩落現象に至る岩盤挙動の把握、遠隔地からの
挙動監視のための観測計器、データ収録装置及び一
時解析装置、通信装置等から構成されているネット
ワークシステム

平成10年度 寒地構造

岩盤亀裂発生装置

表面亀裂を有した岩盤供試体に遠心力を作用させ、
ボディフォースを大きくすることで、亀裂先端の破
壊状態を観察可能であり、さらに、供試体に遠心力
場で水圧や結氷圧などを作用させる機能を有してお
り、岩盤崩壊の要因と考えられる寒冷地特有の亀裂
進展機構を究明する装置

平成11年度、 
平成13年度 寒地構造

鋼コンクリート合成
サンドイッチ床版

橋梁用合成床版の一つ。ボルト穴を削孔した2枚の
鋼板、高力ボルト、高ナットからなる鋼殻を工場製
作し、現場架設後に高流動コンクリートを流し込ん
で製作するものである。床版支間長4mまでは版厚約
16cmで対応でき、軽量で耐荷・耐久性が高く、建
設コストの縮減が可能

平成12年度、 
平成14年度 寒地構造

RC落石覆工の3次元
動的特性を考慮した
設計法

実規模衝撃実験等により明らかにしたRC落石覆工
の3次元動的応答特性が考慮された箱型形式RC落石
覆工に対する許容応力度レベルでの設計法（落石荷
重に対する断面力評価）

平成12年度 寒地構造

鋼製覆工頂版の補強
工法

デッキプレートとコンクリートを合成してなる頂版
を有する鋼製の覆工（落石覆工及びスノーシェッド）
の補強工法であり、頂版上に設置されている敷砂緩
衝材を三層緩衝構造に置き換え、芯材RC版と既設頂
版を接合する工法

平成12年度 寒地構造

PCスノーシェッドの
補修・補強工法

想定災害要因に対して十分な耐力を有しない既設
PCスノーシェッドの補修・補強工法であり、頂版桁
下面の繊維補強、床版下面の剥離・剥落対策、変形
EPS三層緩衝構造を組み合わせた工法

平成12年度 寒地構造
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5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

鋼コンクリート合成
落石覆道

頂版部にサンドイッチ版（2枚の鋼板、高力ボルト、
高ナットからなる鋼殻に高流動コンクリートを充
填）を採用した落石覆道。工期短縮が可能で、経済
性に優れ、架設時に支保工を必要としない等の特徴
を有した工法

平成12年度 寒地構造

鋼管コンクリート橋脚

高さ30m程度以下の低・中橋脚に適用可能な工法。
コンクリートとの付着に優れた外面リブ付き鋼管を
軸方向鉄筋とともに橋脚断面内に配置するものであ
り、施工省力化、工期短縮及び建設コスト縮減が期
待できる工法

平成13年度 寒地構造

柱梁合成構造

高さ30m程度以下の低・中橋脚に適用される鋼管コ
ンクリート橋脚と鋼桁から構成される複合ラーメン
橋に適用される接合部の剛結工法。確実な剛結性状
が得られるとともに施工の省力化、工期短縮及び建
設コスト縮減が期待できる工法

平成14年度 寒地構造

複合構造横断函渠工

頂版部に鋼・コンクリート合成構造を用いた土被り
の無いボックスカルバートであり、従来構造に比較
して盛土高を1m程度低く抑えることが可能となる。
このため高規格幹線道路で、ボックスカルバートが
道路縦断計画のコントロールポイントになる場合に
おいて、特にコスト縮減効果が期待できる工法

平成15年度、 
平成18年度 寒地構造

杭付落石防護擁壁工

鋼管杭基礎を採用した落石防護擁壁であり、斜面法
尻の掘削を最小限にできるため、斜面下部での擁壁
施工時の安全確保および仮設工不要による施工性・
経済性が向上し、斜面法尻掘削に伴い斜面崩壊が懸
念される箇所や、支持層が深い箇所に有効な工法

平成16年度、 
平成20年度 寒地構造

透光防波柵

沿岸道路沿いに設置する越波防止柵であり、従来用
いられている波形状鉄板（有孔鋼板）からなる越波防
止柵では周囲の視界を遮ることになるのに対し、折
板形状にした透明なポリカーボネートを採用するこ
とによって採光性に優れ景観にも配慮でき、かつコ
スト縮減も可能な工法

平成19年度 寒地構造

橋梁維持管理システム
（CBMS）

橋梁構造物の定期点検結果より、健全度評価と将来
の劣化予測を行い、最適な維持補修・補強シナリオ
を提供するためのシステム

平成22年度 寒地構造

アラミドロープを用
いたRC橋脚の耐震補
強工法

RC橋脚の耐震補強工法の一つ。寒冷環境下において
も防寒養生が必要なく、短期間で施工が可能である
アラミド繊維製ロープの巻き立てにより、RC橋脚の
じん性を向上させる工法

平成22年度 寒地構造

寒冷地仕様橋梁用伸
縮装置

積雪寒冷環境下における既設橋梁の調査結果より推
定した劣化・損傷原因に対し、長期耐久性を確保す
るための改良（耐衝撃性、止水性、防食機能の向上）
を施した鋼製の伸縮装置

平成23年度 寒地構造

鋼橋用厚板鋼板の低
温靱性評価

鋼橋に用いる厚板鋼板の溶接金属部の低温時脆性能
に着目し、鋼種選定上、性能低下が生じない使用温
度領域や靱性を確保するための方策を示した。

平成23年度 寒地構造
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5．この 20 年の研究成果
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

橋梁用ゴム支承の低
温時性能評価

橋梁用ゴム支承の低温時における特性値（等価剛性・
等価減衰定数等）を種別ごと（積層ゴム支承・鉛プラ
グ入りゴム支承・高減衰ゴム支承）に評価するとと
に、寒冷地におけるゴム支承免震橋梁の照査フロー
を示した。

平成23年度 寒地構造

雪寒地における道路
橋RC床版の補修補強
設計フロー

積雪寒冷地におけるRC床版の劣化状況を踏まえ、床
版上面の劣化を評価し、余寿命を考慮した補修・補
強方法を選定するためのフロー

平成23年度 寒地構造

岩盤斜面における落
石シミュレーション
手法

岩盤斜面における落石の落下挙動を推定する手法の
一つ。現地状況を精度よく再現し、本手法を適用す
ることにより、落石エネルギーや到達範囲等が推定
可能となることから、落石対策工の検討に寄与する
ことができる。

平成23年度 寒地構造

場所打ちコンクリー
ト杭の岩盤先端支持
力評価法

岩盤を支持層とする場所打ちコンクリート杭の先端
支持力度を載荷試験等から評価する方法 平成12年度 寒地地盤

泥炭性軟弱地盤対策
マニュアル

泥炭性軟弱地盤上に道路などを建設・維持管理する
際に必要な調査・設計・施工の標準的な考え方を取
りまとめた技術指針

平成13年度 寒地地盤

砕石とセメントを用
いた高強度・低コス
ト地盤改良技術

砕石とセメントミルクを用いた高強度低コスト地盤
改良技術 平成15年度 寒地地盤

軟弱土改良方法及び
それに用いる固化材
充填装置

軟弱土を改良する場合に固化材を飛散させないで混
合するための装置 平成16年度 寒地地盤

杭の動的水平載荷試験

杭頭に重錘を水平方向に衝突させ、動的な衝撃荷重
により、従来の静的な水平載荷試験より簡便に試験
を実施し、杭と地盤の動的な水平抵抗特性を調査す
る試験法

平成17年度 寒地地盤

すき取り物による盛
土のり面の緑化工法

建設工事により発生するすき取り物を、盛土の緑化
材料として利用する方法 平成20年度 寒地地盤

北海道における複合
地盤杭基礎の設計施
工法に関するガイド
ライン

泥炭性軟弱地盤などの軟弱地盤に経済的な構造物を
建設するための、杭に地盤改良を併用する複合地盤
杭基礎の設計施工法に関する技術指針

平成22年度 寒地地盤

積雪寒冷地における
トンネル断熱材施工
厚さの設定方法

岩石の種類や熱伝導率、トンネル掘削区分、冬期の
平均気温に基づく施工箇所の地域区分などをもとに
トンネル断熱材の施工厚さを設定する方法を作成
し、北海道開発局道路設計要領に反映

平成4年度 防災地質

積雪寒冷地における
岩盤路床の評価法

一軸圧縮強さや吸水率等の簡便な指標による岩盤路
床の合否判定法を構築し、道路設計要領に反映。凍
結環境下の路床の施工コスト削減に寄与

平成19年度 防災地質

自然由来の重金属等
を含む岩石の調査、
評価方法

建設工事において自然由来の重金属等を含む岩石に
遭遇した際に実質的に環境汚染を招かないための調
査・試験方法に関する研究を実施し、これらの研究
成果をベースに自然由来重金属等への対応方法を示
したマニュアル

平成21年度
地質、
土質・振動、
防災地質
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

デジタルカメラ等の
新しい写真計測技術
を活用した斜面点検
方法

デジタルカメラ写真の差分から斜面変状箇所を抽出
し変動量を推定する斜面点検方法を構築。「写真計
測技術を活用した斜面点検マニュアル（案）」として
提案

平成21年度 防災地質

オーバーハングを有
する岩盤斜面の安定
性評価手法

急崖斜面の形状、背面亀裂やオーバーハングの深さ、
岩石の引張り強度等による岩盤斜面の安全率を解析
する数値解析手法。オーバーハングを有する岩盤斜
面の安定性評価のための3次元極限平衡解析ソフト
開発

平成22年度 防災地質

微小電位の変動を利
用した斜面変動計測
技術

岩盤斜面内の自然電位を観測することによる斜面変
状の評価技術。「斜面監視に用いる微小電位観測マ
ニュアル（案）」として提案

平成22年度 防災地質

凍害が疑われる構造
物の調査・対策手引
書（案）

北海道開発局等で利用されているコンクリート構造
物の凍害劣化に関し、超音波等を用いた簡易な診断
手法、凍害劣化予測、スケーリング耐久性設計など
を取りまとめた手引書（案）

平成16年度 耐寒材料

耐寒剤を用いる寒中
コンクリートの施工

北陸、東北、北海道で幅広く活用されている耐寒剤
と簡易なシート養生による寒中コンクリートの施工
を取りまとめた耐寒剤運用マニュアル（案）

平成16年度 耐寒材料

道路橋における表面
含浸材の適用技術

北海道開発局の現場施工で活用されているコンク
リート構造物の凍害･塩害によるスケーリング劣化
に対するシラン系やケイ酸塩系表面含浸材による抑
制効果、適用範囲、作業の留意点などを取りまとめ
た設計施工要領 

平成18年度 耐寒材料

短繊維混入吹付けコ
ンクリートと連続繊
維メッシュを併用し
た補修・補強工法 

土木学会指針（案）への掲載や北海道開発局の橋梁・
トンネルで施工されている耐凍害性を確保した中空
微小球混入短繊維吹付けコンクリートと連続繊維を
併用した補修･補強工法

平成22年度 耐寒材料

バスレーンカラー舗
装技術

天然赤色骨材を用いて、バスレーンのカラー化を行
う技術

平成6年度、
平成19年度 寒地道路保全

凍結防止剤自動散布
装置（しみだし君）

凍結防止材を自動的に路面に染み出させ、走行車両
のタイヤによって拡散させる装置 平成8年度 寒地道路保全

機能性SMA 耐久性の高いSMAと排水・騒音低減機能のある排水
性舗装の機能を併せ持つ表層用混合物 平成9年度 寒地道路保全

越波監視システム
海岸沿い道路への越波の発生状況を画像処理技術を
用いて自動検知し、道路管理者に通報が入ることで
通行規制判断の補助を行うシステム

平成9年度 寒地道路保全

寒冷地用表層混合物
の適用基準

重車両の増加による流動わだち対策としての表層混
合物への密粒度混合物や改質アスファルト混合物の
適用基準

平成12年度 寒地道路保全

舗装の寒冷期施工対
策マニュアル

寒冷期に舗装を施工せざるを得ない場合において
も、舗装品質を確保するための対策を提案したマ
ニュアル

平成12年度 寒地道路保全

ホタテ貝殻を用いた
混合物

ホタテ貝殻の粉砕物を、アスファルト混合物の骨材
として利用する技術 平成14年度 寒地道路保全

落雪防止格子フェン
ス

上弦材を有する橋梁からの落雪事故を防止するため
橋梁に設置する格子状のフェンス 平成16年度 寒地道路保全
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

防滑材貯蔵・使用シ
ステム

通行人が散布しやすい容器に入った防滑材を貯蔵
し、路面の凍結状態を検知して防滑材の散布を促す
機能を有した貯蔵庫

平成16年度 寒地道路保全

応力解放法を用いた舗
装温度応力測定技術

応力解放法を応用して、舗装体内部の任意の位置に
発生している温度応力を計測する技術 平成16年度 寒地道路保全

寒冷地舗装の20年設
計基準

理論最大凍結深にもとづく凍上抑制層の基準など寒冷
地の条件を考慮した設計期間を20年の舗装設計基準 平成17年度 寒地道路保全

中温化舗装技術を用
いた冬期舗装の品質
改善技術

排水性舗装を寒冷期に施工する際の品質を確保する
ための中温化混合物の適用技術 平成17年度 寒地道路保全

横グルービング工法
の規定

雨天時対策や冬期路面対策として実施される横グ
ルービング工法について、耐久性や機能性を考慮し
た溝間隔や溝深さを提案した規定

平成17年度 寒地道路保全

軸重計 光ファイバセンサを用いて車両の軸重・走行位置・
走行速度を測定する装置 平成18年度 寒地道路保全

凍上を考慮した歩道
の設計法 歩道の凍上を防止する歩道部の凍上抑制層の設計基準 平成19年度 寒地道路保全

路肩グルービング工法
路肩部の路面に縦方向の溝を複数設けることで、路
肩部等から車道部に流れ込む融雪水を遮断して路面
の再凍結を防ぐ工法

平成19年度 寒地道路保全

高耐久バインダによ
る排水性舗装混合物
の高耐久化技術

排水性舗装の骨材飛散抵抗性を高めるために、特別
に開発されたアスファルトを用いた排水性混合物 平成19年度 寒地道路保全

舗装維持修繕計画立
案システム

積雪寒冷地の舗装の劣化予測と優先順位付けを実施
し、舗装維持修繕計画立案を補助するシステム 平成22年度 寒地道路保全

多層弾性理論に基づ
く舗装設計支援シス
テム

多層弾性理論に基づく各種計算を行い、積雪寒冷地
の舗装設計を支援するシステム 平成22年度 寒地道路保全

空港舗装のブリスタ
リング対策

ブリスタリングを防止するための空港舗装の設計基
準（舗装厚、混合物の空隙率など） 平成23年度 寒地道路保全

若材齢時骨材露出工法
コンクリートが硬化する前の若材齢時にショットブ
ラストによってモルタルを除去して路面を粗面化す
る工法

平成23年度 寒地道路保全

北海道における結氷
河川マップ

北海道の結氷河川において、経時的な結氷状況を把
握可能なマップ 平成6年度 寒地河川

損失機構を考慮した
流出解析手法（馬場モ
デルⅠ）

流出解析手法（星モデル）を改良し、流出の損失を考
慮した流出解析手法 平成11年度 寒地河川

浸透と蒸発散を考慮
した流出解析手法（馬
場モデルⅡ）

流出解析手法（星モデル）を改良し、流出時の浸透と
蒸発散を考慮した流出解析手法 平成13年度 寒地河川

川の聴診器
洪水時の土砂量や粒径を、川の中の音から計測する
技術。川の音を聴き、子供達が川に興味を持っても
らう等の啓発活動にも活用

平成15年度 寒地河川
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土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

流出解析手法
（星モデル）

従前の貯留関数を改良し、流域の面積、地形、降雨
強度等の諸元からモデル定数を定量化することで、
流量資料の乏しい流域においても流出計算が可能と
なる流出解析手法

平成16年度 寒地河川

砂州の発達過程を解
析する技術

弱非線形解析を用いて、複列砂州、単列砂州の発達
過程を理論的に説明できる技術 平成18年度 寒地河川

塩水の河川遡上の計
算手法

淡水層と塩水層の2層に区分し、潮位変動により塩
水が河川を遡上する現象を再現可能な2層流1次元不
定流計算モデルを開発。河川域の水環境を把握する
ための資料となる。

平成19年度 寒地河川

塩水の河川遡上の水
理実験手法

河川の流れと海からの塩水の河川遡上を、縦断的に
可視化可能にした水理実験手法 平成19年度 寒地河川

結氷河川の流量推定
手法

観測データを用いて、河川結氷時の流量を連続的に
推定する技術（低水管理、ダム放流量管理に使用）、
H23.3にマニュアル発刊

平成21年度 寒地河川

2Way河道の持続的維
持を可能とする技術

蛇行河川の復元を行う場合など、分岐合流を伴うよ
うな2つの流路を併せ持った河道（2way河道）を自律
的に維持させるための河道設計手法

平成22年度 寒地河川

河氷の形成融解の計
算手法

河川内に形成される河氷の厚さと河川の流れを同時
に計算可能な1次元不定流河氷変動計算モデル。結
氷河川の流況を把握するための基礎資料に活用

平成22年度 寒地河川

橋脚周辺の流木挙動
の観測技術

橋脚にカメラを設置し、遠隔でリアルタイムに計測
する技術 平成22年度 寒地河川

破堤拡幅の推定手法

千代田実験水路における、実スケールの越水破堤実
験で得られた成果による、破堤拡幅過程の無次元掃
流力と破堤ボリュームの関係に着目した、破堤拡幅
の推定手法

平成23年度 寒地河川

破堤過程の観測技術 堤防内に加速度センサーを埋設し、破堤時の場所と
時間を観測する技術 平成23年度 寒地河川

氷板厚計算式
河川に形成される河氷を気温、水温、水深で推定す
る技術、湖にも適用（河川結氷時の安全管理、解氷
時の河川管理に使用）

平成23年度 寒地河川

樹林化抑制を考慮し
た河岸形状設定のガ
イドライン

ヤナギ類による樹林化を抑制し低コストで効果的な
河川管理を実現するための河岸形状設定に関するガ
イドライン

平成23年度 寒地河川

津波の河川遡上の計
算手法

河川横断形状を考慮し、津波の分散現象を再現可能
な1次元不定流計算モデル。津波の遡上距離と遡上
速度を河川縦断的に計算でき、防災計画立案時の基
礎資料に活用

平成23年度 寒地河川

河床形状の簡便な観
測技術

遠隔操作された小型音響測深システムにより、洪水
期間中の面的河床形状観測を安全に行う技術 平成23年度 寒地河川

熱収支による融雪出
水予測手法

成分分離AR法により分離した融雪量をパラメータの
キャリブレーションに用いた、熱収支による融雪出
水予測モデルを提案

平成13年度 水環境保全

寒冷地に適応した河畔
林管理に関する技術

・�寒冷地域の本来あるべき河畔林景観、及び洪水時
の流水抵抗等を考慮した伐採手法

・�効果的な繁茂抑制の管理手法
平成22年度 水環境保全
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5．この 20 年の研究成果

121

土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

急勾配河川の堰堤工
作物に設置された魚
道流入口上流部の土
砂堆積防止に関する
技術

現場発生材の巨礫等を水制工として用いることによ
り、魚道流入口上流部に土砂が堆積しにくい構造を
提案

平成22年度 水環境保全

冷水性魚類の自然再
生産のための良好な
河道設計技術

・サクラマス産卵床の物理的環境評価手法
・サクラマス幼魚の越冬環境の物理的評価手法
・堰堤水通しからの魚類の落下対策
・魚道の堆砂閉塞防止対策

平成22年度 水環境保全

寒冷地域における湿
原植生保全に関する
技術

・�ササ、ハンノキの侵入状況による湿原乾燥化の評
価手法

・�TTC（トリフェニルテトラゾリウムクロライド）に
よる生物の活性度測定による、湿原の状況の定量
的評価手法

・�湿原植生復元手法

平成23年度 水環境保全

土砂生産源推定手法

・�岩石起源の放射性同位体をトレーサとして土砂生
産源を流域の地質（岩石）ごとに評価

・�河川中の浮遊土砂やダム湖の堆積土砂、海岸材料
など、あらゆる堆積環境に利用できる土砂生産源
推定手法を提案

平成23年度 水環境保全

港内結氷シミュレー
ションの開発

外気温、外海水温、風速、日射量、雲量などの気象
条件をはじめ、潮汐、潮流等の様々な外的物理条件
を与えることにより港内に発生する氷晶量および結
氷量を実用的な精度で予測可能なモデル

平成16年度 寒冷沿岸域

親水防波堤警報
システム

親水防波堤の上部工にL字型の凹型溝を設けること
により、波高が大きくなり波が凹型溝に達すると、
音としぶきが発生することによって、防波堤上の利
用者や管理者に危険を知らせる高波警報システム

平成16年度 寒冷沿岸域

斜面スリットケーソ
ンの水理・波力特性

直立消波ケーソンと上部斜面堤の特徴を兼ね備えた
新形式防波堤である斜面スリットケーソン堤の水理
特性と作用波力を明らかにした。成果は「新形式ケー
ソン技術マニュアル－斜面スリットケーソン防波堤
編－」に反映された。

平成18年度 寒冷沿岸域

港内防風雪施設設計
評価マニュアル

港内に防風雪施設を整備することにより漁業者の就
労環境が改善される、就労環境の評価には体感温度
を表す風力冷却指数（WCI）が指標になる知見を取り
入れて、防風雪施設の調査・設計・評価手法を取り
まとめたマニュアル

平成22年度 寒冷沿岸域

消波型高基混成堤の
設計手法

通常の混成堤よりも基礎マウンドを高くし直立部を
スリット構造にすることにより、基礎マウンド斜面
上での砕波によって波エネルギーを減衰させる、堤
体に作用する衝撃波力を低減させる特徴を持つ新形
式の消波護岸の設計手法

平成22年度 寒冷沿岸域

ヤリイカ産卵礁 防波堤等の消波または被覆工に使用する、ヤリイカ
が産卵できる環境を備えたブロック 平成10年度 水産土木

魚類の産卵用魚礁
魚類の産卵が安定して行われるように、ハタハタ等
の産卵基質が不足する海域に設置できる人工的な産
卵用魚礁

平成12年度 水産土木
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5．この 20 年の研究成果

123

土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

海藻着生基質 海藻の初期幼体を植食動物の食害から保護しつつ、
動物と海藻を共存させる海藻着生基盤 平成16年度 水産土木

寒冷地における自然環
境調和型沿岸構造物
ガイドブック　暫定版

（案）「水生生物生息環
境創出機能に関わる産
卵場の創出」編

港湾・漁港等の沿岸構造物整備における、水生生物
の産卵場の創出手法 平成24年度 水産土木

ランブルストリップス
舗装路面を凹型に切削し、その路面上を車両が通過
した際に発生する音と振動により、車線を逸脱した
ことを運転者に警告する技術

平成18年度 寒地交通

冬期路面管理支援シ
ステム

気温等から路面凍結を推定・予測した情報を道路管
理者に発信し、道路管理者による冬期道路管理作業
の判断を支援するシステム

平成21年度 寒地交通

冬期路面すべり抵抗モ
ニタリングシステム

路面すべり抵抗値測定装置により「すべり抵抗値」な
ど冬期道路の性能評価に資するデータを測定し、道
路管理者にリアルタイムに情報発信することによ
り、道路管理者による冬期道路管理作業の判断を支
援するシステム

平成21年度 寒地交通

道路吹雪対策
マニュアル

吹雪による吹きだまりおよび視程障害対策としての
防雪施設に関する技術資料および一般的技術基準を
示し、基本的考え方を解説したマニュアル

平成15年
度、平成22

年度
雪氷

吹き止め柵
風上側に雪を多く捕捉しかつ風上の防雪容量を大き
くするために、柵の空隙率を小さく柵高を大きく、
更に下部間隙をゼロにした構造の防雪柵

平成15年度 雪氷

道路防雪林（狭帯林）
視程障害緩和を主目的として造成する、吹きだまり
の堆雪空間をほとんど持たない、林帯幅10m未満の
道路防雪林

平成15年度 雪氷

緩勾配盛土

盛土の法面勾配を1:4.0程度に緩くすることで、法
肩での風の剥離を防ぎ吹きだまりを防止するととも
に、防護柵を必要とせず路側雪堤を低く抑えること
で雪堤からの飛雪を防止する道路構造

平成15年度 雪氷

視線誘導樹 路側や中央分離帯に連続的に樹木を植栽することに
より、日中の吹雪や降雪時の道路視認性を高める施設 平成15年度 雪氷

北海道の農耕地土壌の
孔隙分布特性分布図

北海道の577地点の農耕地で深さ50cmまでの重力
水孔隙量（水はけを良くする孔隙の量）および易有効
水分孔隙量（水持ちを良くする孔隙の量）を計測し、
これらの孔隙の分布の特徴を図示した地図

平成5年度 資源保全

暗渠排水の機能不良
要因の解明とその改
善対策

暗渠管敷設時の掘削土をそのまま埋め戻す従来型の
暗渠工法では埋め戻し部上部の圧縮と同下部の還元
作用による土壌構造の破壊が、主な排水機能不良の
要因であることを解明。また、改善対策として、掘
削土の代わりに貝殻、軽石等の排水性の良い資材を
疎水材として掘削部に投入する疎水材型暗渠

平成6年度 資源保全

北海道における酸性硫
酸塩土壌の区分、分布
および性状のマップと
分析データ集

畑地や水田の客土材として使用されると強酸性化
し、作物に甚大な被害をもたらす酸性硫酸塩土壌の
見分け方および分布情報の提供による被害の防止

平成7年度 資源保全
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5．この 20 年の研究成果

123

土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

火山灰を併用した組
み合わせ暗渠工法

従来の暗渠施工法だけでは十分な排水効果を上げる
ことができない細粒で堅密な排水不良畑の排水性を
改善できる、砂利を疎水材とする疎水材型暗渠工と
これに直交した火山灰を充填した有材心土破砕工の
組み合わせ工法

平成8年度 資源保全

管路輸送に適する牛
糞尿スラリー濃度

肥培灌漑事業において、乳牛糞尿を管路輸送する場
合にエネルギー損失の少ない希釈濃度が固形分4 ～
5%であることを立証

平成9年度 資源保全

酸性硫酸塩土壌の露
出した切土法面にお
ける植生工法

通常の緑化工法では植生が枯死する酸性硫酸塩土壌
の露出した法面において、法面の強酸性化を防止し、
緑化を可能にする工法

平成10年度 資源保全

北海道における農業
用ダムの堆砂土の客
土材としての適性

北海道の農業用ダムは非灌漑期に落水するため、堆
砂土の採取が可能で、地山土の土壌に比較して、堆
砂土の方が養分を多く含み、客土材として優れてい
ることを実証

平成13年度 資源保全

泥炭土層へのリター
バック（有機物試料）
埋設機具、埋設した
リターバックの経年
観察による泥炭土層
中の有機物の分解様
態の観察手法

泥炭土層中に土層を乱さずにリターバックに入れた
有機物試料を任意の深さに挿入できる機具。リター
バックに充填した各種有機物試料の分解様態を経年
的に観察し、泥炭層中における有機物の分解の特徴
を実証

平成15年度 資源保全

バイオガスプラント
におけるメタンガス
の効率的な産出方法

乳牛糞尿を主原料とするバイオガスプラントにおい
て、廃牛乳や廃バターの適正投入量とバイオガス増
産効果を室内試験により立証

平成16年度 資源保全

寒地で成立する酪農糞
尿の共同利用型バイオ
ガスシステムの経済的
成立要件の提示

経済性のシミュレーションにより、液状糞尿を原料
とする、成牛1000頭規模のバイオガスプラントで
あれば経済的収支の均衡が取れることを実証

平成16年度 資源保全

乳牛糞尿を主原料とす
るバイオガスプラント
消化液の特性と草地・
畑地への施用法

乳牛糞尿を主原料とするバイオガスプラント消化液
の特性を明らかにし、草地と畑地に対する消化液の
肥効評価法と効率的な施用方法

平成16年度 資源保全

積雪寒冷地における
共同利用型バイオガ
スプラントのトラブ
ルカルテ

後発の共同利用型バイオガスプラントの設計・施工・
運転の参考となるよう、寒地土木研究所が別海町お
よび湧別町に建設した共同利用型バイオガスプラン
トのトラブルカルテ

平成16年度 資源保全、
水利基盤

積雪寒冷地における
乳牛ふん尿を対象と
した共同利用型バイ
オガスシステム導入
の参考資料

乳牛ふん尿処理･利用の手段として、嫌気性発酵シ
ステムを積雪寒冷地で導入する場合の適用条件、基
本的な考え方、配慮すべき事項などを解説

平成17年度 資源保全

肥培灌漑の牧草収量
および土壌理化学性
改善効果

肥培灌漑事業の実施により、草地の土壌の保水性、
排水性、保肥力が改善され、牧草収量が長期間、高
レベルに維持されることを実証

平成18年度 資源保全

粗製グリセリンを副
資材として投入する
バイオガス増産法

バイオディーゼル燃料生産時に発生する副産物であ
る粗製グリセリンを副資材として投入してバイオガ
ス増産を図る手法

平成19年度 資源保全
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5．この 20 年の研究成果

125

土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

真空式管路システム
による乳牛糞尿の搬
送システム

従来の圧送方式管路では搬送が困難であった高粘度
の乳牛糞尿を搬送可能な真空式管路システム 平成23年度 資源保全

メタン発酵消化液の長
期施用が牧草収量・品
質と牧草地土壌の理
化学性に及ぼす影響

メタン発酵消化液の牧草地への施用が牧草地の腐植
含量、保肥力、排水性を増大させることを実証 平成23年度 資源保全

電話回線を利用した
農地の微気象遠方観
測システム

電話回線を利用して遠方にある農地の蒸発散量や炭
酸ガスフラックスを把握するシステム 平成5年度 水利基盤

天気予報情報を利用
した蒸発散量予測シ
ステム

畑地の蒸発散量を気象要素から推定する式を開発
し、この式に天気予報情報から推測する気象要素
データを代入することで、数日先までの蒸発散量を
予測し、灌水作業時期の決定を支援するシステム

平成8年度 水利基盤

成分分離AR法を用い
たダムの浸透水量解
析手法

流出解析手法の1つである成分分離AR法をフィルダ
ムの管理（浸透水量の解析）に応用した技術 平成8年度 水利基盤

音声合成と電話を利用
したファームポンドの
水位監視システム

多数の農家がローテーションで水利用するファーム
ポンドの水位を誰でも容易に把握するために、音声
合成による水位アナウンスを電話で聞き取れるシス
テム

平成10年度 水利基盤

泥炭地における管水
路の施工技術 ジオグリッドを利用した管水路の浮上防止工法 平成10年度 水利基盤

パイプライン埋め戻
し部への火山灰利用
技術

パイプラインの埋め戻しに用いる砂質火山灰土の液
状化抵抗性向上技術（砕石混合あるいは固化材改良
法）および設計に必要な数値（反力係数）

平成12年度 水利基盤

固化処理によるラ
グーン基盤土の施工
法

酪農家がふん尿を保管するラグーンの安価な施工法
として、固化処理技術を利用した基盤土の施工方法 平成13年度 水利基盤

ゴムシートによるラ
グーン等の遮水技術

寒冷地の家畜ふん尿用のラグーンに適用できるゴム
シートを用いた耐久性のある遮水工法 平成13年度 水利基盤

ダム堆砂土の利用技術 多数のダムにおける堆砂土の物理的特性・化学的特
性から検討したその利用方法 平成13年度 水利基盤

遮水壁工法 地下連壁工法によるフィルダム堤体及び地山の遮水
性改良工法 平成14年度 水利基盤

酪農地域の水質浄化
技術

酪農地帯の表面流出に伴う水質負荷物質の流出を抑
制するために排水路沿いの林帯の計画・設計手法 平成14年度 水利基盤

共同利用型バイオガ
スシステムのエネル
ギー収支・経営収支

200頭規模の共同利用型バイオガスシステムの実証
試験により明らかにしたエネルギー収支や経済収支 平成16年度 水利基盤

バイオガスシステム
のエネルギー収支シ
ミュレーション技術

バイオガスシステムにおけるガス利用方法や原料ス
ラリーのプラント内での輸送のタイミングなどにつ
いて多様な稼働状況を想定して、年間のエネルギー
収支を精査できるプログラム

平成18年度 水利基盤

積雪寒冷地における
コンクリート開水路
の表面被覆工法

試験施工や室内試験により、積雪寒冷地のコンク
リート開水路の補修に適用できる補修工法 平成22年度 水利基盤
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5．この 20 年の研究成果

125

土木研究所が開発 
した技術・手法 概　　要 成果となった

年度
（現在の組織における）

関連チーム

寒冷地の閉鎖性水域
における水質モデル

流域末端に位置する閉鎖性水域において流況や水質
変動を再現する数値モデル。北海道での植物プラン
クトンの培養実験に基づいて、寒冷水域での基礎生
産量を見積もることができる低次生態系モデルを組
み込んだ。水質予測に利用

平成21年度 流域負荷抑制
ユニット

緩衝林帯の計画・設
計・整備・維持管理
技術

①�草地から流出する汚濁水を排水路沿いの林帯で浄
化する場合の林帯幅の決定方法

②�流域に緩衝林帯を配置した後の排水路水質を予測
できるモデル

③�緩衝林帯整備時の樹木定着率向上・土壌への水の
浸入能確保のための整備・維持管理手法

平成22年度 流域負荷抑制
ユニット

路側式道路案内標識

基準類には示されながらも片持ち式に比べて積極的
に採用されていなかった路側式案内標識について、
景観・コスト・安全性・維持管理面での有利さに加え、
視認性についても評価しこの方式を提案。現場での
採用が増加

平成20年度 地域景観ユ
ニット

北海道の道路デザイ
ンブック（案）

交通機能を確保しつつ、北海道など積雪寒冷地での
道路景観向上につながる道路の設計手法をわかりや
すく示した技術資料

平成22年度 地域景観ユ
ニット

北海道における道路
景観チェックリスト

（案）

積雪寒冷地にも対応した、環境配慮、コスト縮減、
維持管理のしやすさなどにもつながる景観向上手法
を道路の計画から維持管理段階までを対象とした
チェックリスト方式の技術資料。現場で広く活用

平成22年度 地域景観ユ
ニット

北海道の道路緑化に
関する技術資料（案）

自生種の導入について記載するなど、北海道の地域
特性をふまえた道路緑化技術を整理した資料 平成23年度 地域景観ユ

ニット

水素製造ハイブリッ
ドシステム

メタンなど低級炭化水素から水素と芳香族を生成す
る直接改質と低級炭化水素と水から水素と二酸化炭
素を生成する水蒸気改質をハイブリッド化すること
で、直接改質による炭素の固定化と水蒸気改質によ
る水素製造の効率化を併せ持つシステム

平成15年度 水素地域利用
ユニット

低級炭化水素の直接
改質装置

直接改質器はメタンなど低級炭化水素を改質して、
ベンゼンなどの芳香族と水素を製造する装置であ
る。本装置は、その際に未反応メタンの循環利用プ
ロセスやオフガスの再利用プロセスを導入し、従来
よりシステム全体の効率化を図った装置

平成15年度 水素地域利用
ユニット

低級炭化水素の直接
改質方法

直接改質反応の転化率の低さを改善するため、直接
改質出口における芳香族回収後のガスから、さらに
未反応メタンを分離し、そのメタンを直接改質入口
へ循環利用することで、システム全体の転化率向上
を図る運転方法

平成15年度 水素地域利用
ユニット

バイオガスー水素エ
ネルギーの多様な有
効利用

酪農村地域及び都市域における、バイオガス-水素エ
ネルギー利用システム。また、酪農村地域における、
バイオガス発電と燃料電池を分散型電源としたマイ
クログリッドシステム

平成19年度 水素地域利用
ユニット
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